
第一九三回 

閣第三八号 

   銀行法等の一部を改正する法律案 

 （銀行法の一部改正） 

第一条 銀行法（昭和五十六年法律第五十九号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第七章の五 指定紛争解決機関」を 

「 第七章の五 電子決済等代行業  

  第一節 通則（第五十二条の六十一の二－第五十二条の六十一の七）  

  第二節 業務（第五十二条の六十一の八－第五十二条の六十一の十一）  

  第三節 監督（第五十二条の六十一の十二－第五十二条の六十一の十八）  

  第四節 認定電子決済等代行事業者協会（第五十二条の六十一の十九－第五

十二条の六十一の二十九） 

 

  第五節 雑則（第五十二条の六十一の三十）  

 第七章の六 指定紛争解決機関 」 

 に改める。 

  第二条中第二十二項を第二十五項とし、第十七項から第二十一項までを三項ずつ繰り

下げ、第十六項の次に次の三項を加える。 

 17 この法律において「電子決済等代行業」とは、次に掲げる行為（第一号に規定する

預金者による特定の者に対する定期的な支払を目的として行う同号に掲げる行為その

他の利用者の保護に欠けるおそれが少ないと認められるものとして内閣府令で定める

行為を除く。）のいずれかを行う営業をいう。 

  一 銀行に預金の口座を開設している預金者の委託（二以上の段階にわたる委託を含

む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する方法により、当該口座に係る資金を

移動させる為替取引を行うことの当該銀行に対する指図（当該指図の内容のみを含

む。）の伝達（当該指図の内容のみの伝達にあつては、内閣府令で定める方法によ

るものに限る。）を受け、これを当該銀行に対して伝達すること。 

  二 銀行に預金又は定期積金等の口座を開設している預金者等の委託（二以上の段階

にわたる委託を含む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する方法により、当該

銀行から当該口座に係る情報を取得し、これを当該預金者等に提供すること（他の

者を介する方法により提供すること及び当該情報を加工した情報を提供することを

含む。）。 

 18 この法律において「電子決済等代行業者」とは、第五十二条の六十一の二の登録を

受けて電子決済等代行業を営む者をいう。 

 19 この法律において「認定電子決済等代行事業者協会」とは、第五十二条の六十一の

十九の規定による認定を受けた一般社団法人をいう。 

  第四十七条第二項中「より、」を「より」に改め、同項ただし書中「第八条」の下に

「、第十二条の二第三項」を、「第二章の二」の下に「、第十七条」を加え、「第五

項、」を「第六項、」に改める。 



  第四十七条の三の次に次の一条を加える。 

  （外国銀行支店の事業年度） 

 第四十七条の四 外国銀行支店の事業年度は、四月一日から翌年三月三十一日までの期

間又は当該外国銀行支店に係る外国銀行の事業年度の期間と同一の期間（当該期間が

一年であるものであつて、当該期間の開始の日が各月の初日であるものに限る。）と

する。ただし、事業年度の開始の日を変更する場合における変更前の最後の事業年度

については、変更後の最初の事業年度の開始の日の前日までとする。 

  第四十九条第二項中第三号を第四号とし、第二号の次に次の一号を加える。 

  三 外国銀行支店の事業年度の変更をしようとするとき。 

  第五十二条の三十九第一項中「ときは」の下に「、内閣府令で定める場合を除き、内

閣府令で定めるところにより」を加える。 

  第五十二条の六十二第一項第四号ハ中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改める。 

  第七章の五を第七章の六とし、第七章の四の次に次の一章を加える。 

    第七章の五 電子決済等代行業 

     第一節 通則 

  （登録） 

 第五十二条の六十一の二 電子決済等代行業は、内閣総理大臣の登録を受けた者でなけ

れば、営むことができない。 

  （登録の申請） 

 第五十二条の六十一の三 前条の登録を受けようとする者（次条第二項及び第五十二条

の六十一の五において「登録申請者」という。）は、次に掲げる事項を記載した登録

申請書を内閣総理大臣に提出しなければならない。 

  一 商号、名称又は氏名 

  二 法人であるときは、その役員（外国法人にあつては、外国の法令上これと同様に

取り扱われている者及び日本における代表者を含む。以下この章において同じ。）

の氏名 

  三 電子決済等代行業を営む営業所又は事務所の名称及び所在地 

  四 その他内閣府令で定める事項 

 ２ 前項の登録申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

  一 第五十二条の六十一の五第一項各号（第一号ロを除く。）のいずれにも該当しな

いことを誓約する書面 

  二 法人であるときは、定款及び登記事項証明書（これらに準ずるものを含む。） 

  三 電子決済等代行業の業務の内容及び方法として内閣府令で定めるものを記載した

書類 

  四 その他内閣府令で定める書類 

  （登録の実施） 



 第五十二条の六十一の四 内閣総理大臣は、第五十二条の六十一の二の登録の申請があ

つたときは、次条第一項の規定により登録を拒否する場合を除くほか、次に掲げる事

項を電子決済等代行業者登録簿に登録しなければならない。 

  一 前条第一項各号に掲げる事項 

  二 登録年月日及び登録番号 

 ２ 内閣総理大臣は、前項の規定による登録をしたときは、遅滞なく、その旨を登録申

請者に通知しなければならない。 

 ３ 内閣総理大臣は、電子決済等代行業者登録簿を公衆の縦覧に供しなければならない。 

  （登録の拒否） 

 第五十二条の六十一の五 内閣総理大臣は、登録申請者が次の各号のいずれかに該当す

るとき、又は第五十二条の六十一の三第一項の登録申請書若しくはその添付書類のう

ちに重要な事項について虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けている

ときは、その登録を拒否しなければならない。 

  一 次のいずれかに該当する者 

   イ 電子決済等代行業を適正かつ確実に遂行するために必要と認められる内閣府令

で定める基準に適合する財産的基礎を有しない者 

   ロ 電子決済等代行業を適正かつ確実に遂行する体制の整備が行われていない者 

   ハ 次に掲げる処分を受け、その処分の日から五年を経過しない者 

    (1) 第五十二条の六十一の十七第一項又は第二項の規定による第五十二条の六

十一の二の登録の取消し 

    (2) 農業協同組合法（昭和二十二年法律第百三十二号）第九十二条の五の九第

一項において準用する第五十二条の六十一の十七第一項又は第二項の規定によ

る同法第九十二条の五の二第一項の登録の取消し 

    (3) 水産業協同組合法（昭和二十三年法律第二百四十二号）第百二十一条の五

の九第一項（特定信用事業電子決済等代行業に関する銀行法の準用）において

準用する第五十二条の六十一の十七第一項又は第二項の規定による同法第百二

十一条の五の二第一項（登録）の登録の取消し 

    (4) 協同組合による金融事業に関する法律（昭和二十四年法律第百八十三号）

第六条の五の十第一項（信用協同組合電子決済等代行業者等についての銀行法

の準用）において準用する第五十二条の六十一の十七第一項又は第二項の規定

による同法第六条の五の二第一項（信用協同組合電子決済等代行業の登録）の

登録の取消し 

    (5) 信用金庫法第八十九条第七項（銀行法の準用）において準用する第五十二

条の六十一の十七第一項又は第二項の規定による同法第八十五条の四第一項

（登録）の登録の取消し 

    (6) 労働金庫法（昭和二十八年法律第二百二十七号）第九十四条第五項（銀行



法の準用）において準用する第五十二条の六十一の十七第一項又は第二項の規

定による同法第八十九条の五第一項（登録）の登録の取消し 

    (7) 農林中央金庫法第九十五条の五の十第一項（農林中央金庫電子決済等代行

業に関する銀行法の準用）において準用する第五十二条の六十一の十七第一項

又は第二項の規定による同法第九十五条の五の二第一項（登録）の登録の取消

し 

    (8) 株式会社商工組合中央金庫法（平成十九年法律第七十四号）第六十条の十

九第一項又は第二項（登録の取消し等）の規定による同法第六十条の三（登

録）の登録の取消し 

    (9) この法律、農業協同組合法、水産業協同組合法、協同組合による金融事業

に関する法律、信用金庫法、労働金庫法、農林中央金庫法又は株式会社商工組

合中央金庫法に相当する外国の法令の規定により当該外国において受けている

(1)から(8)までの登録と同種類の登録（当該登録に類する許可その他の行政処

分を含む。）の取消し 

   ニ 次に掲げる命令を受け、その命令の日から五年を経過しない者 

    (1) 農業協同組合法第九十二条の五の八第四項の規定による同法第九十二条の

五の二第二項に規定する特定信用事業電子決済等代行業の廃止の命令 

    (2) 水産業協同組合法第百二十一条の五の八第四項（電子決済等代行業者によ

る特定信用事業電子決済等代行業）の規定による同法第百二十一条の五の二第

二項に規定する特定信用事業電子決済等代行業の廃止の命令 

    (3) 協同組合による金融事業に関する法律第六条の五の九第四項（電子決済等

代行業者による信用協同組合電子決済等代行業）の規定による同法第六条の五

の二第二項に規定する信用協同組合電子決済等代行業の廃止の命令 

    (4) 信用金庫法第八十五条の十一第四項（電子決済等代行業者による信用金庫

電子決済等代行業）の規定による同法第八十五条の四第二項に規定する信用金

庫電子決済等代行業の廃止の命令 

    (5) 労働金庫法第八十九条の十二第四項（電子決済等代行業者による労働金庫

電子決済等代行業）の規定による同法第八十九条の五第二項に規定する労働金

庫電子決済等代行業の廃止の命令 

    (6) 農林中央金庫法第九十五条の五の九第四項（電子決済等代行業者による農

林中央金庫電子決済等代行業）の規定による同法第九十五条の五の二第二項に

規定する農林中央金庫電子決済等代行業の廃止の命令 

    (7) 株式会社商工組合中央金庫法第六十条の三十二第四項（電子決済等代行業

者による商工組合中央金庫電子決済等代行業）の規定による同法第六十条の二

第一項（定義）に規定する商工組合中央金庫電子決済等代行業の廃止の命令 

    (8) 農業協同組合法、水産業協同組合法、協同組合による金融事業に関する法



律、信用金庫法、労働金庫法、農林中央金庫法又は株式会社商工組合中央金庫

法に相当する外国の法令の規定による(1)から(7)までの業務と同種類の業務の

廃止の命令 

   ホ この法律、農業協同組合法、水産業協同組合法、協同組合による金融事業に関

する法律、信用金庫法、労働金庫法、農林中央金庫法、株式会社商工組合中央金

庫法その他政令で定める法律又はこれらに相当する外国の法令の規定に違反し、

罰金の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、その刑の

執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなつた日から五年を経過し

ない者 

  二 法人である場合においては、次のいずれかに該当する者 

   イ 外国法人であつて日本における代表者を定めていない者 

   ロ 役員のうちに次のいずれかに該当する者のある者 

    (1) 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらに相当する者 

    (2) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これに相当

する者 

    (3) 禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、

その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなつた日から五

年を経過しない者 

    (4) 法人が前号ハ(1)から(9)までに掲げる処分を受けた場合において、その処

分の日前三十日以内にその法人の役員であつた者で、その処分の日から五年を

経過しない者 

    (5) 法人が前号ニ(1)から(8)までに掲げる命令を受けた場合において、その命

令の日前三十日以内にその法人の役員であつた者で、その命令の日から五年を

経過しない者 

    (6) 前号ハからホまでのいずれかに該当する者 

  三 個人である場合においては、次のいずれかに該当する者 

   イ 外国に住所を有する個人であつて日本における代理人を定めていない者 

   ロ 前号ロ(1)から(5)までのいずれかに該当する者 

 ２ 内閣総理大臣は、前項の規定により登録を拒否したときは、遅滞なく、その理由を

示して、その旨を登録申請者に通知しなければならない。 

  （変更の届出） 

 第五十二条の六十一の六 電子決済等代行業者は、第五十二条の六十一の三第一項各号

に掲げる事項について変更があつたときは、内閣府令で定める場合を除き、内閣府令

で定めるところにより、その日から三十日以内に、その旨を内閣総理大臣に届け出な

ければならない。 

 ２ 内閣総理大臣は、前項の規定による届出を受理したときは、届出があつた事項を電



子決済等代行業者登録簿に登録しなければならない。 

 ３ 電子決済等代行業者は、第五十二条の六十一の三第二項第三号に掲げる書類に記載

した業務の内容又は方法について変更があつたときは、内閣府令で定めるところによ

り、遅滞なく、その旨を内閣総理大臣に届け出なければならない。 

  （廃業等の届出） 

 第五十二条の六十一の七 電子決済等代行業者が次の各号のいずれかに該当することと

なつたときは、当該各号に定める者は、その日から三十日以内に、その旨を内閣総理

大臣に届け出なければならない。 

  一 電子決済等代行業を廃止したとき、又は会社分割により電子決済等代行業の全部

の承継をさせたとき、若しくは電子決済等代行業の全部の譲渡をしたとき その電

子決済等代行業を廃止し、又は承継をさせ、若しくは譲渡をした個人又は法人 

  二 電子決済等代行業者である個人が死亡したとき その相続人 

  三 電子決済等代行業者である法人が合併により消滅したとき その法人を代表する

役員であつた者 

  四 電子決済等代行業者である法人が破産手続開始の決定により解散したとき その

破産管財人 

  五 電子決済等代行業者である法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理由により

解散したとき その清算人 

 ２ 電子決済等代行業者が前項各号のいずれかに該当することとなつたときは、当該電

子決済等代行業者の登録は、その効力を失う。 

     第二節 業務 

  （利用者に対する説明等） 

 第五十二条の六十一の八 電子決済等代行業者は、第二条第十七項各号に掲げる行為

（同項に規定する内閣府令で定める行為を除く。）を行うときは、内閣府令で定める

場合を除き、あらかじめ、内閣府令で定めるところにより、利用者に対し、次に掲げ

る事項を明らかにしなければならない。 

  一 電子決済等代行業者の商号、名称又は氏名及び住所 

  二 電子決済等代行業者の権限に関する事項 

  三 電子決済等代行業者の損害賠償に関する事項 

  四 電子決済等代行業に関する利用者からの苦情又は相談に応ずる営業所又は事務所

の連絡先 

  五 その他内閣府令で定める事項 

 ２ 電子決済等代行業者は、電子決済等代行業に関し、内閣府令で定めるところにより、

電子決済等代行業と銀行が営む業務との誤認を防止するための情報の利用者への提供、

電子決済等代行業に関して取得した利用者に関する情報の適正な取扱い及び安全管理、

電子決済等代行業の業務を第三者に委託する場合における当該業務の的確な遂行その



他の健全かつ適切な運営を確保するための措置を講じなければならない。 

  （電子決済等代行業者の誠実義務） 

 第五十二条の六十一の九 電子決済等代行業者は、利用者のため誠実にその業務を遂行

しなければならない。 

  （銀行との契約締結義務等） 

 第五十二条の六十一の十 電子決済等代行業者は、第二条第十七項各号に掲げる行為

（同項に規定する内閣府令で定める行為を除く。）を行う前に、それぞれ当該各号の

銀行との間で、電子決済等代行業に係る契約を締結し、これに従つて当該銀行に係る

電子決済等代行業を営まなければならない。 

 ２ 前項の契約には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 電子決済等代行業の業務（当該銀行に係るものに限る。次号において同じ。）に

関し、利用者に損害が生じた場合における当該損害についての当該銀行と当該電子

決済等代行業者との賠償責任の分担に関する事項 

  二 当該電子決済等代行業者が電子決済等代行業の業務に関して取得した利用者に関

する情報の適正な取扱い及び安全管理のために行う措置並びに当該電子決済等代行

業者が当該措置を行わない場合に当該銀行が行うことができる措置に関する事項 

  三 その他電子決済等代行業の業務の適正を確保するために必要なものとして内閣府

令で定める事項 

 ３ 銀行及び電子決済等代行業者は、第一項の契約を締結したときは、遅滞なく、当該

契約の内容のうち前項各号に掲げる事項を、内閣府令で定めるところにより、インタ

ーネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

  （銀行による基準の作成等） 

 第五十二条の六十一の十一 銀行は、前条第一項の契約を締結するに当たつて電子決済

等代行業者に求める事項の基準を作成し、内閣府令で定めるところにより、インター

ネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

 ２ 前項の求める事項には、前条第一項の契約の相手方となる電子決済等代行業者が電

子決済等代行業の業務に関して取得する利用者に関する情報の適正な取扱い及び安全

管理のために行うべき措置その他の内閣府令で定める事項が含まれるものとする。 

 ３ 銀行は、前条第一項の契約を締結するに当たつて、第一項の基準を満たす電子決済

等代行業者に対して、不当に差別的な取扱いを行つてはならない。 

     第三節 監督 

  （電子決済等代行業に関する帳簿書類） 

 第五十二条の六十一の十二 電子決済等代行業者は、内閣府令で定めるところにより、

電子決済等代行業に関する帳簿書類を作成し、これを保存しなければならない。 

  （電子決済等代行業に関する報告書） 

 第五十二条の六十一の十三 電子決済等代行業者は、事業年度ごとに、内閣府令で定め



るところにより、電子決済等代行業に関する報告書を作成し、内閣総理大臣に提出し

なければならない。 

  （報告又は資料の提出） 

 第五十二条の六十一の十四 内閣総理大臣は、電子決済等代行業者の電子決済等代行業

の健全かつ適切な運営を確保するため必要があると認めるときは、当該電子決済等代

行業者に対し、その業務又は財産の状況に関し報告又は資料の提出を求めることがで

きる。 

 ２ 内閣総理大臣は、電子決済等代行業者の電子決済等代行業の健全かつ適切な運営を

確保するため特に必要があると認めるときは、その必要の限度において、当該電子決

済等代行業者と電子決済等代行業の業務に関して取引する者又は当該電子決済等代行

業者から電子決済等代行業の業務の委託を受けた者（その者から委託（二以上の段階

にわたる委託を含む。）を受けた者を含む。次項並びに次条第二項及び第五項におい

て同じ。）に対し、当該電子決済等代行業者の業務又は財産の状況に関し報告又は資

料の提出を求めることができる。 

 ３ 電子決済等代行業者と電子決済等代行業の業務に関して取引する者又は電子決済等

代行業者から電子決済等代行業の業務の委託を受けた者は、正当な理由があるときは、

前項の規定による報告又は資料の提出を拒むことができる。 

  （立入検査） 

 第五十二条の六十一の十五 内閣総理大臣は、電子決済等代行業者の電子決済等代行業

の健全かつ適切な運営を確保するため必要があると認めるときは、当該職員に当該電

子決済等代行業者の営業所若しくは事務所その他の施設に立ち入らせ、その業務若し

くは財産の状況に関し質問させ、又は帳簿書類その他の物件を検査させることができ

る。 

 ２ 内閣総理大臣は、前項の規定による立入り、質問又は検査を行う場合において、特

に必要があると認めるときは、その必要の限度において、当該職員に電子決済等代行

業者と電子決済等代行業の業務に関して取引する者若しくは電子決済等代行業者から

電子決済等代行業の業務の委託を受けた者の施設に立ち入らせ、電子決済等代行業者

に対する質問若しくは検査に必要な事項に関し質問させ、又は帳簿書類その他の物件

を検査させることができる。 

 ３ 前二項の場合において、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請

求があつたときは、これを提示しなければならない。 

 ４ 第一項及び第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解して

はならない。 

 ５ 前条第三項の規定は、第二項の規定による電子決済等代行業者と電子決済等代行業

の業務に関して取引する者又は電子決済等代行業者から電子決済等代行業の業務の委

託を受けた者に対する質問及び検査について準用する。 



  （業務改善命令） 

 第五十二条の六十一の十六 内閣総理大臣は、電子決済等代行業者の電子決済等代行業

の健全かつ適切な運営を確保するため必要があると認めるときは、当該電子決済等代

行業者に対し、その必要の限度において、業務の内容及び方法の変更その他監督上必

要な措置を命ずることができる。 

  （登録の取消し等） 

 第五十二条の六十一の十七 内閣総理大臣は、電子決済等代行業者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、第五十二条の六十一の二の登録を取り消し、又は六月以内の期

間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

  一 電子決済等代行業者が第五十二条の六十一の五第一項各号のいずれかに該当する

こととなつたとき。 

  二 不正の手段により第五十二条の六十一の二の登録を受けたとき。 

  三 この法律又はこの法律に基づく内閣総理大臣の処分に違反したとき、その他電子

決済等代行業の業務に関し著しく不適当な行為をしたと認められるとき。 

 ２ 内閣総理大臣は、電子決済等代行業者の営業所若しくは事務所の所在地を確知でき

ないとき、又は電子決済等代行業者の所在（法人である場合にあつては、その法人を

代表する役員の所在）を確知できないときは、内閣府令で定めるところにより、その

事実を公告し、その公告の日から三十日を経過しても当該電子決済等代行業者から申

出がないときは、当該電子決済等代行業者の第五十二条の六十一の二の登録を取り消

すことができる。 

 ３ 前項の規定による処分については、行政手続法第三章（不利益処分）の規定は、適

用しない。 

  （登録の抹消） 

 第五十二条の六十一の十八 内閣総理大臣は、次に掲げる場合には、電子決済等代行業

者の登録を抹消しなければならない。 

  一 前条第一項又は第二項の規定により第五十二条の六十一の二の登録を取り消した

とき。 

  二 第五十二条の六十一の七第二項の規定により第五十二条の六十一の二の登録がそ

の効力を失つたとき。 

     第四節 認定電子決済等代行事業者協会 

  （認定電子決済等代行事業者協会の認定） 

 第五十二条の六十一の十九 内閣総理大臣は、政令で定めるところにより、電子決済等

代行業者が設立した一般社団法人であつて、次に掲げる要件を備える者を、その申請

により、次条に規定する業務（以下この節において「認定業務」という。）を行う者

として認定することができる。 

  一 電子決済等代行業の業務の適正を確保し、並びにその健全な発展及び利用者の利



益の保護に資することを目的とすること。 

  二 電子決済等代行業者を社員（以下この節及び第六十三条の三第五号において「会

員」という。）に含む旨の定款の定めがあること。 

  三 認定業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方法を定めていること。 

  四 認定業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並びに財産的基礎を有する

こと。 

  （認定電子決済等代行事業者協会の業務） 

 第五十二条の六十一の二十 認定電子決済等代行事業者協会は、次に掲げる業務を行う

ものとする。 

  一 会員が電子決済等代行業を営むに当たり、この法律その他の法令の規定及び第三

号の規則を遵守させるための会員に対する指導、勧告その他の業務 

  二 会員の営む電子決済等代行業に関し、契約の内容の適正化その他電子決済等代行

業の利用者の利益の保護を図るために必要な指導、勧告その他の業務 

  三 会員の営む電子決済等代行業の適正化並びにその取り扱う情報の適正な取扱い及

び安全管理のために必要な規則の制定 

  四 会員のこの法律若しくはこの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく処分又は

前号の規則の遵守の状況の調査 

  五 電子決済等代行業の利用者の利益を保護するために必要な情報の収集、整理及び

提供 

  六 会員の営む電子決済等代行業に関する利用者からの苦情の処理 

  七 電子決済等代行業の利用者に対する広報 

  八 前各号に掲げるもののほか、電子決済等代行業の健全な発展及び電子決済等代行

業の利用者の保護に資する業務 

  （会員名簿の縦覧等） 

 第五十二条の六十一の二十一 認定電子決済等代行事業者協会は、会員名簿を公衆の縦

覧に供しなければならない。 

 ２ 認定電子決済等代行事業者協会でない者（信用金庫法第八十五条の九（認定信用金

庫電子決済等代行事業者協会の認定）の規定による認定を受けた者その他これに類す

る者として政令で定めるものを除く。）は、その名称中に、認定電子決済等代行事業

者協会と誤認されるおそれのある文字を使用してはならない。 

 ３ 認定電子決済等代行事業者協会の会員でない者（信用金庫法第八十五条の十（認定

信用金庫電子決済等代行事業者協会の業務）に規定する認定信用金庫電子決済等代行

事業者協会の社員である者その他これに類する者として政令で定めるものを除く。）

は、その名称中に、認定電子決済等代行事業者協会の会員と誤認されるおそれのある

文字を使用してはならない。 

  （利用者の保護に資する情報の提供） 



 第五十二条の六十一の二十二 認定電子決済等代行事業者協会は、第五十二条の六十一

の二十九の規定により内閣総理大臣から提供を受けた情報のうち電子決済等代行業の

利用者の保護に資する情報について、電子決済等代行業の利用者に提供できるように

しなければならない。 

  （利用者からの苦情に関する対応） 

 第五十二条の六十一の二十三 認定電子決済等代行事業者協会は、電子決済等代行業の

利用者から会員の営む電子決済等代行業に関する苦情について解決の申出があつたと

きは、その相談に応じ、申出人に必要な助言をし、その苦情に係る事情を調査すると

ともに、当該会員に対しその苦情の内容を通知してその迅速な処理を求めなければな

らない。 

 ２ 認定電子決済等代行事業者協会は、前項の申出に係る苦情の解決について必要があ

ると認めるときは、当該会員に対し、文書若しくは口頭による説明を求め、又は資料

の提出を求めることができる。 

 ３ 会員は、認定電子決済等代行事業者協会から前項の規定による求めがあつたときは、

正当な理由がないのに、これを拒んではならない。 

 ４ 認定電子決済等代行事業者協会は、第一項の申出、苦情に係る事情及びその解決の

結果について会員に周知させなければならない。 

  （認定電子決済等代行事業者協会への報告等） 

 第五十二条の六十一の二十四 会員は、電子決済等代行業者が行つた利用者の保護に欠

ける行為に関する情報その他電子決済等代行業の利用者の利益を保護するために必要

な情報として内閣府令で定めるものを取得したときは、これを認定電子決済等代行事

業者協会に報告しなければならない。 

 ２ 認定電子決済等代行事業者協会は、その保有する前項に規定する情報について会員

から提供の請求があつたときは、正当な理由がある場合を除き、当該請求に係る情報

を提供しなければならない。 

  （秘密保持義務等） 

 第五十二条の六十一の二十五 認定電子決済等代行事業者協会の役員若しくは職員又は

これらの職にあつた者（次項において「役員等」という。）は、その職務に関して知

り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。 

 ２ 認定電子決済等代行事業者協会の役員等は、その職務に関して知り得た情報を、認

定業務（当該認定電子決済等代行事業者協会が信用金庫法第八十五条の九（認定信用

金庫電子決済等代行事業者協会の認定）の認定を受けた一般社団法人であつて、当該

役員等が当該一般社団法人の同法第八十五条の十（認定信用金庫電子決済等代行事業

者協会の業務）に規定する業務に従事する役員等である場合における当該業務その他

これに類する業務として政令で定める業務を含む。）の用に供する目的以外に利用し

てはならない。 



  （定款の必要的記載事項） 

 第五十二条の六十一の二十六 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八

年法律第四十八号）第十一条第一項各号（定款の記載又は記録事項）に掲げる事項及

び第五十二条の六十一の十九第二号に規定する定款の定めのほか、認定電子決済等代

行事業者協会は、その定款において、この法律若しくはこの法律に基づく命令若しく

はこれらに基づく処分又は第五十二条の六十一の二十第三号の規則に違反した会員に

対し、定款で定める会員の権利の停止若しくは制限を命じ、又は除名する旨を定めな

ければならない。 

  （立入検査等） 

 第五十二条の六十一の二十七 内閣総理大臣は、この法律の施行に必要な限度において、

認定電子決済等代行事業者協会に対し、その業務若しくは財産に関し参考となるべき

報告若しくは資料の提出を命じ、又は当該職員に当該認定電子決済等代行事業者協会

の事務所に立ち入らせ、その業務若しくは財産の状況に関して質問させ、若しくは帳

簿書類その他の物件を検査させることができる。 

 ２ 前項の場合において、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求

があつたときは、これを提示しなければならない。 

 ３ 第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

  （認定電子決済等代行事業者協会に対する監督命令等） 

 第五十二条の六十一の二十八 内閣総理大臣は、認定業務の運営に関し改善が必要であ

ると認めるときは、この法律の施行に必要な限度において、認定電子決済等代行事業

者協会に対し、その改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 ２ 内閣総理大臣は、認定電子決済等代行事業者協会の業務の運営がこの法律若しくは

この法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したときは、その認定を取り消

し、又は六月以内の期間を定めてその業務の全部若しくは一部の停止を命ずることが

できる。 

  （認定電子決済等代行事業者協会への情報提供） 

 第五十二条の六十一の二十九 内閣総理大臣は、認定電子決済等代行事業者協会の求め

に応じ、認定電子決済等代行事業者協会が認定業務を適正に行うために必要な限度に

おいて、電子決済等代行業者に関する情報であつて認定業務に資するものとして内閣

府令で定める情報を提供することができる。 

     第五節 雑則 

 第五十二条の六十一の三十 電子決済等代行業者が外国法人又は外国に住所を有する個

人である場合におけるこの法律の規定の適用に当たつての技術的読替えその他当該外

国法人又は個人に対するこの法律の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

  第五十三条第一項第七号中「取得」を「取得され、」に改め、同条第二項第一号中

「又は」を「、又は」に改め、同項第六号中「取得」を「取得され、」に改め、同条第



三項第一号中「又は」を「、又は」に改め、同項第八号中「取得」を「取得され、」に

改め、同条第五項を同条第六項とし、同条第四項の次に次の一項を加える。 

 ５ 電子決済等代行業者は、電子決済等代行業を開始したとき、銀行との間で第五十二

条の六十一の十第一項の契約を締結したとき、その他内閣府令で定める場合に該当す

るときは、内閣府令で定めるところにより、その旨を内閣総理大臣に届け出なければ

ならない。 

  第五十六条中第十三号を第十九号とし、第十二号の次に次の六号を加える。 

  十三 第五十二条の六十一の七第二項の規定により第五十二条の六十一の二の登録が

効力を失つたとき。 

  十四 第五十二条の六十一の十七第一項の規定により電子決済等代行業者の電子決済

等代行業の全部又は一部の停止を命じたとき。 

  十五 第五十二条の六十一の十七第一項又は第二項の規定により第五十二条の六十一

の二の登録を取り消したとき。 

  十六 第五十二条の六十一の十九の規定による認定をしたとき。 

  十七 第五十二条の六十一の二十八第二項の規定により第五十二条の六十一の十九の

認定を取り消したとき。 

  十八 第五十二条の六十一の二十八第二項の規定により認定電子決済等代行事業者協

会の業務の全部又は一部の停止を命じたとき。 

  第五十八条中「又は」を「、登録、認定又は」に改める。 

  第六十一条に次の二号を加える。 

  八 第五十二条の六十一の二の規定に違反して、登録を受けないで電子決済等代行業

を営んだ者 

  九 不正の手段により第五十二条の六十一の二の登録を受けた者 

  第六十二条中「該当する」の下に「場合には、その違反行為をした」を加え、同条第

一号中「違反した者」を「違反したとき。」に改め、同条第二号中「第四項又は」を

「第四項、」に、「の規定」を「又は第五十二条の六十一の十七第一項の規定」に、

「違反した者」を「違反したとき。」に改め、同条に次の一号を加える。 

  三 第五十二条の六十一の二十八第二項の規定による業務の全部又は一部の停止の命

令に違反したとき。 

  第六十三条第一号中「第五十二条の二十七又は」を「第五十二条の二十七、」に改め、

「含む。）」の下に「又は第五十二条の六十一の十三」を加え、同条第二号中「若しく

は第五十二条の五十三」を「、第五十二条の五十三若しくは第五十二条の六十一の十四

第一項若しくは第二項」に改め、同条第三号中「若しくは第五十二条の五十四第一項」

を「、第五十二条の五十四第一項若しくは第五十二条の六十一の十五第一項若しくは第

二項」に改め、同条第五号中「同条」を「同項」に改め、同条第八号中「又は」を「若

しくは」に、「書類」を「書類又は第五十二条の六十一の三第一項の規定による登録申



請書若しくは同条第二項の規定によりこれに添付すべき書類」に改める。 

  第六十三条の二の六を第六十三条の二の七とし、第六十三条の二の五を第六十三条の

二の六とする。 

  第六十三条の二の四に次の一号を加える。 

  五 第五十二条の六十一の二十七第一項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、

若しくは虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は同項の規定による当該職員の質

問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検査

を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

  第六十三条の二の四を第六十三条の二の五とする。 

  第六十三条の二の三の次に次の一条を加える。 

 第六十三条の二の四 第五十二条の六十一の二十五の規定に違反した者は、一年以下の

懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

  第六十三条の三第二号中「第五十二条の五十二」の下に「、第五十二条の六十一の六

第三項、第五十二条の六十一の七第一項」を加え、同条第六号を同条第七号とし、同条

第五号を同条第六号とし、同条第四号の次に次の一号を加える。 

  五 第五十二条の六十一の二十一第三項の規定に違反してその名称中に認定電子決済

等代行事業者協会の会員と誤認されるおそれのある文字を使用した者 

  第六十四条第一項第一号中「第六十二条」の下に「（第三号を除く。）」を加え、同

項第四号中「第六十一条の二」の下に「、第六十二条第三号」を加え、「第六十三条の

二の四」を「第六十三条の二の五」に改める。 

  第六十五条中「又は銀行代理業者」を「、銀行代理業者若しくは電子決済等代行業

者」に、「銀行代理業者が」を「銀行代理業者又は電子決済等代行業者が」に、「は、

百万円」を「又は認定電子決済等代行事業者協会の理事、監事若しくは清算人は、百万

円」に改め、同条第四号中「第五十二条の六十一第三項」の下に「、第五十二条の六十

一の六第一項」を加え、「第四項まで」を「第五項まで」に改め、同条第五号及び第六

号中「又は」を「、又は」に改め、同条第十号中「若しくは第五十二条の五十五」を「、

第五十二条の五十五、第五十二条の六十一の十六若しくは第五十二条の六十一の二十八

第一項」に改め、同条第十一号の二中「、同条」を「同条」に改め、同条第十四号及び

第十六号中「又は」を「、又は」に改め、同条第十七号中「若しくは」を「、若しく

は」に、「又は」を「、又は」に改め、同条第十九号中「含む。）」の下に「若しくは

第五十二条の六十一の十二」を加える。 

  第六十六条の次に次の一条を加える。 

 第六十六条の二 正当な理由がないのに第五十二条の六十一の二十一第一項の規定によ

る名簿の縦覧を拒んだ者は、五十万円以下の過料に処する。 

  第六十七条を次のように改める。 

 第六十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の過料に処する。 



  一 第五十二条の六十一の二十一第二項の規定に違反してその名称中に認定電子決済

等代行事業者協会と誤認されるおそれのある文字を使用した者 

  二 第五十二条の七十七の規定に違反してその名称又は商号中に指定紛争解決機関と

誤認されるおそれのある文字を使用した者 

 （農業協同組合法の一部改正） 

第二条 農業協同組合法（昭和二十二年法律第百三十二号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第五章 特定信用事業代理業（第九十二条の二－第九十二条の五）」を 

「 第五章 特定信用事業代理業（第九十二条の二－第九十二条の五）  

 第五章の二 特定信用事業電子決済等代行業（第九十二条の五の二－第九十二条

の五の九） 

 

」 

 に改める。 

  第十一条の六第一項中「この項」の下に「及び第九十二条の五の二第二項第二号」を

加える。 

  第五章の次に次の一章を加える。 

    第五章の二 特定信用事業電子決済等代行業 

 第九十二条の五の二 特定信用事業電子決済等代行業は、主務大臣の登録を受けた者で

なければ、営むことができない。 

   前項の「特定信用事業電子決済等代行業」とは、次に掲げる行為（第一号に規定す

る貯金者による特定の者に対する定期的な支払を目的として行う同号に掲げる行為そ

の他の利用者の保護に欠けるおそれが少ないと認められるものとして主務省令で定め

る行為を除く。）のいずれかを行う営業をいう。 

  一 第十条第一項第三号の事業を行う組合に貯金の口座を開設している貯金者の委託

（二以上の段階にわたる委託を含む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する方

法により、当該口座に係る資金を移動させる為替取引を行うことの当該組合に対す

る指図（当該指図の内容のみを含む。）の伝達（当該指図の内容のみの伝達にあつ

ては、主務省令で定める方法によるものに限る。）を受け、これを当該組合に対し

て伝達すること。 

  二 第十条第一項第三号の事業を行う組合に貯金又は定期積金の口座を開設している

貯金者等の委託（二以上の段階にわたる委託を含む。）を受けて、電子情報処理組

織を使用する方法により、当該組合から当該口座に係る情報を取得し、これを当該

貯金者等に提供すること（他の者を介する方法により提供すること及び当該情報を

加工した情報を提供することを含む。）。 

 第九十二条の五の三 特定信用事業電子決済等代行業者（前条第一項の登録を受けて特

定信用事業電子決済等代行業（同条第二項に規定する特定信用事業電子決済等代行業

をいう。以下同じ。）を営む者をいう。以下同じ。）は、同条第二項各号に掲げる行

為（同項に規定する主務省令で定める行為を除く。）を行う前に、それぞれ当該各号



の組合との間で、特定信用事業電子決済等代行業に係る契約を締結し、これに従つて

当該組合に係る特定信用事業電子決済等代行業を営まなければならない。 

   前項の契約には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 特定信用事業電子決済等代行業の業務（当該組合に係るものに限る。次号におい

て同じ。）に関し、利用者に損害が生じた場合における当該損害についての当該組

合と当該特定信用事業電子決済等代行業者との賠償責任の分担に関する事項 

  二 当該特定信用事業電子決済等代行業者が特定信用事業電子決済等代行業の業務に

関して取得した利用者に関する情報の適正な取扱い及び安全管理のために行う措置

並びに当該特定信用事業電子決済等代行業者が当該措置を行わない場合に当該組合

が行うことができる措置に関する事項 

  三 その他特定信用事業電子決済等代行業の業務の適正を確保するために必要なもの

として主務省令で定める事項 

   第十条第一項第三号の事業を行う組合及び特定信用事業電子決済等代行業者は、第

一項の契約を締結したときは、遅滞なく、当該契約の内容のうち前項各号に掲げる事

項を、主務省令で定めるところにより、インターネットの利用その他の方法により公

表しなければならない。 

 第九十二条の五の四 第十条第一項第三号の事業を行う組合は、前条第一項の契約を締

結するに当たつて特定信用事業電子決済等代行業者に求める事項の基準を作成し、主

務省令で定めるところにより、インターネットの利用その他の方法により公表しなけ

ればならない。 

   前項の求める事項には、前条第一項の契約の相手方となる特定信用事業電子決済等

代行業者が特定信用事業電子決済等代行業の業務に関して取得する利用者に関する情

報の適正な取扱い及び安全管理のために行うべき措置その他の主務省令で定める事項

が含まれるものとする。 

   第一項の組合は、前条第一項の契約を締結するに当たつて、第一項の基準を満たす

特定信用事業電子決済等代行業者に対して、不当に差別的な取扱いを行つてはならな

い。 

 第九十二条の五の五 特定信用事業電子決済等代行業者は、農林中央金庫法第九十五条

の五の五第一項の規定に基づき、農林中央金庫との間で、特定信用事業電子決済等代

行業に係る契約（農林中央金庫の会員である第十条第一項第三号の事業を行う組合の

うち、農林中央金庫が当該契約を締結する特定信用事業電子決済等代行業者が当該組

合に係る特定信用事業電子決済等代行業を営むことについて同意をしている組合に係

るものに限る。）を締結した場合には、第九十二条の五の三第一項の規定にかかわら

ず、当該組合との間で同項の契約を締結することを要しない。 

 第九十二条の五の六 主務大臣は、政令で定めるところにより、特定信用事業電子決済

等代行業者が設立した一般社団法人であつて、次に掲げる要件を備える者を、その申



請により、次条に規定する業務（第三号及び第四号において「認定業務」という。）

を行う者として認定することができる。 

  一 特定信用事業電子決済等代行業の業務の適正を確保し、並びにその健全な発展及

び利用者の利益の保護に資することを目的とすること。 

  二 特定信用事業電子決済等代行業者を社員（次条及び第百条の五第五号において

「協会員」という。）に含む旨の定款の定めがあること。 

  三 認定業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方法を定めていること。 

  四 認定業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並びに財産的基礎を有する

こと。 

 第九十二条の五の七 認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会（前条の規定による

認定を受けた一般社団法人をいう。以下同じ。）は、次に掲げる業務を行うものとす

る。 

  一 協会員が特定信用事業電子決済等代行業を営むに当たり、この法律その他の法令

の規定及び第三号の規則を遵守させるための協会員に対する指導、勧告その他の業

務 

  二 協会員の営む特定信用事業電子決済等代行業に関し、契約の内容の適正化その他

特定信用事業電子決済等代行業の利用者の利益の保護を図るために必要な指導、勧

告その他の業務 

  三 協会員の営む特定信用事業電子決済等代行業の適正化並びにその取り扱う情報の

適正な取扱い及び安全管理のために必要な規則の制定 

  四 協会員のこの法律若しくはこの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく処分又

は前号の規則の遵守の状況の調査 

  五 特定信用事業電子決済等代行業の利用者の利益を保護するために必要な情報の収

集、整理及び提供 

  六 協会員の営む特定信用事業電子決済等代行業に関する利用者からの苦情の処理 

  七 特定信用事業電子決済等代行業の利用者に対する広報 

  八 前各号に掲げるもののほか、特定信用事業電子決済等代行業の健全な発展及び特

定信用事業電子決済等代行業の利用者の保護に資する業務 

 第九十二条の五の八 第九十二条の五の二第一項の規定にかかわらず、銀行法第二条第

十八項に規定する電子決済等代行業者（以下「電子決済等代行業者」という。）は、

特定信用事業電子決済等代行業を営むことができる。 

   電子決済等代行業者は、特定信用事業電子決済等代行業を営もうとするときは、次

条第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の三第一項各号に掲げる事項を

記載した書類及び同条第二項第三号に掲げる書類を主務大臣に届け出なければならな

い。 

   主務大臣は、前項の規定による届出をした電子決済等代行業者に係る名簿を作成し、



これを公衆の縦覧に供しなければならない。 

   主務大臣は、第一項の規定により特定信用事業電子決済等代行業を営む電子決済等

代行業者が、この法律若しくは農林中央金庫法又はこの法律に基づく主務大臣の処分

に違反した場合その他特定信用事業電子決済等代行業の業務に関し著しく不適当な行

為をしたと認められる場合であつて、他の方法により監督の目的を達成することがで

きないときは、当該電子決済等代行業者に、特定信用事業電子決済等代行業の廃止を

命ずることができる。 

   前項の規定により特定信用事業電子決済等代行業の廃止を命じた場合には、主務大

臣は、その旨を官報で告示するものとする。 

   電子決済等代行業者が第一項の規定により特定信用事業電子決済等代行業を営む場

合においては、当該電子決済等代行業者を特定信用事業電子決済等代行業者とみなし

て、第九十二条の五の三から前条までの規定並びに次条第一項において準用する銀行

法第五十二条の六十一の六第一項及び第三項、第五十二条の六十一の七第一項、第五

十二条の六十一の八、第五十二条の六十一の九、第五十二条の六十一の十二から第五

十二条の六十一の十六まで、第五十二条の六十一の十七第一項、第五十二条の六十一

の二十一から第五十二条の六十一の三十まで、第五十三条第五項並びに第五十六条

（第十四号及び第十六号から第十八号までに係る部分に限る。）の規定並びにこれら

の規定に係る第九章の規定並びに農林中央金庫法第九十五条の五の五及び第九十五条

の五の六の規定を適用する。この場合において、次条において読み替えて準用する銀

行法第五十二条の六十一の十七第一項中「次の各号のいずれか」とあるのは「第三

号」と、「農業協同組合法第九十二条の五の二第一項の登録を取り消し、又は六月」

とあるのは「六月」と、「若しくは一部」とあるのは「又は一部」とするほか、必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

 第九十二条の五の九 銀行法第七章の五（第五十二条の六十一の二、第五十二条の六十

一の十、第五十二条の六十一の十一、第五十二条の六十一の十九及び第五十二条の六

十一の二十を除く。）、第五十三条第五項及び第五十六条（第十三号から第十八号ま

でに係る部分に限る。）の規定は、電子決済等代行業に係るものにあつては特定信用

事業電子決済等代行業について、電子決済等代行業者に係るものにあつては特定信用

事業電子決済等代行業者について、認定電子決済等代行事業者協会に係るものにあつ

ては認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会について、銀行に係るものにあつて

は第十条第一項第三号の事業を行う組合について、それぞれ準用する。 

   前項の場合において、同項に規定する規定（銀行法第五十二条の六十一の二十一及

び第五十二条の六十一の二十六を除く。）中「内閣総理大臣」とあるのは「主務大

臣」と、「内閣府令」とあるのは「主務省令」と、「電子決済等代行業者登録簿」と

あるのは「農業協同組合等特定信用事業電子決済等代行業者登録簿」と、「この法

律」とあるのは「農業協同組合法」と、「会員」とあるのは「協会員」と、同法第五



十二条の六十一の三第一項中「前条」とあるのは「農業協同組合法第九十二条の五の

二第一項」と、同法第五十二条の六十一の四第一項中「第五十二条の六十一の二」と

あるのは「農業協同組合法第九十二条の五の二第一項」と、同法第五十二条の六十一

の五第一項第一号ハ中「次に」とあるのは「(2)又は(9)に」と、同号ハ(9)中「、農

業協同組合法、水産業協同組合法、協同組合による金融事業に関する法律、信用金庫

法、労働金庫法、農林中央金庫法又は株式会社商工組合中央金庫法に相当する」とあ

るのは「に相当する」と、「(1)から(8)までの」とあるのは「(2)の」と、同号ニ中

「次に」とあるのは「(1)又は(8)に」と、同号ニ(8)中「農業協同組合法、水産業協

同組合法、協同組合による金融事業に関する法律、信用金庫法、労働金庫法、農林中

央金庫法又は株式会社商工組合中央金庫法」とあるのは「農業協同組合法」と、

「(1)から(7)までの」とあるのは「(1)の」と、同項第二号ロ(4)中「前号ハ(1)から

(9)まで」とあるのは「前号ハ(2)又は(9)」と、同号ロ(5)中「前号ニ(1)から(8)ま

で」とあるのは「前号ニ(1)又は(8)」と、同法第五十二条の六十一の八第一項中「第

二条第十七項各号」とあるのは「農業協同組合法第九十二条の五の二第二項各号」と、

同条第二項中「営む業務」とあるのは「行う事業」と、同法第五十二条の六十一の十

七第一項中「第五十二条の六十一の二」とあるのは「農業協同組合法第九十二条の五

の二第一項」と、同項第三号中「又は」とあるのは「若しくは農林中央金庫法又は」

と、同条第二項及び同法第五十二条の六十一の十八中「第五十二条の六十一の二」と

あるのは「農業協同組合法第九十二条の五の二第一項」と、同法第五十二条の六十一

の二十一の見出し及び同条第一項中「会員名簿」とあるのは「協会員名簿」と、同条

第三項中「会員でない」とあるのは「協会員（農業協同組合法第九十二条の五の六第

二号に規定する協会員をいう。以下同じ。）でない」と、「会員と」とあるのは「協

会員と」と、同法第五十二条の六十一の二十六中「第五十二条の六十一の十九第二

号」とあるのは「農業協同組合法第九十二条の五の六第二号」と、「この法律若しく

はこの法律」とあるのは「同法若しくは農林中央金庫法若しくはこれらの法律」と、

「第五十二条の六十一の二十第三号」とあるのは「農業協同組合法第九十二条の五の

七第三号」と、「会員」とあるのは「協会員」と、同法第五十三条第五項中「第五十

二条の六十一の十第一項」とあるのは「農業協同組合法第九十二条の五の三第一項」

と、同法第五十六条第十三号及び第十五号中「第五十二条の六十一の二」とあるのは

「農業協同組合法第九十二条の五の二第一項」と、同条第十六号及び第十七号中「第

五十二条の六十一の十九」とあるのは「農業協同組合法第九十二条の五の六」と読み

替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第九十二条の八第一項中「第七章の五」を「第七章の六」に、「第十三号」を「第十

九号」に、「第百三条第二号」を「第百三条第三号」に改め、同条第二項中「第五十六

条第十三号」を「第五十六条第十九号」に改める。 

  第九十二条の九第一項中「第百三条第二号」を「第百三条第三号」に改める。 



  第九十七条の二中「承認」を「承認、登録、認定」に改める。 

  第九十八条第二項ただし書中「特定信用事業代理業者」の下に「、特定信用事業電子

決済等代行業者、電子決済等代行業者、認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会」

を加え、同条第三項中「第五十二条の五十四第一項」の下に「、第九十二条の五の九に

おいて読み替えて準用する同法第五十二条の六十一の十四第一項及び第二項、第五十二

条の六十一の十五第一項及び第二項並びに第五十二条の六十一の二十七第一項」を加え

る。 

  第九十九条の二に次の三号を加える。 

  六 第九十二条の五の二第一項の規定に違反して登録を受けないで特定信用事業電子

決済等代行業を営んだ者 

  七 不正の手段により第九十二条の五の二第一項の登録を受けた者 

  八 第九十二条の五の八第四項の規定による特定信用事業電子決済等代行業の廃止の

命令に違反した者 

  第九十九条の三中「該当する」の下に「場合には、その違反行為をした」を加え、同

条第一号中「違反した者」を「違反したとき。」に改め、同条第二号中「の規定」を

「又は第九十二条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の十七第

一項の規定」に、「違反した者」を「違反したとき。」に改め、同条に次の一号を加え

る。 

  三 第九十二条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の二十八

第二項の規定による業務の全部又は一部の停止の命令に違反したとき。 

  第九十九条の五中「第二項又は」を「第二項、」に、「の規定に違反して」を「又は

第九十二条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の十三の規定に

違反して」に、「組合又は」を「組合、」に、「に係る」を「又は特定信用事業電子決

済等代行業者に係る」に改める。 

  第九十九条の六第二号中「又は」を「若しくは」に改め、「書類」の下に「又は第九

十二条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の三第一項の規定に

よる登録申請書若しくは同条第二項の規定によりこれに添付すべき書類」を加え、同条

第四号中「の規定」を「若しくは第九十二条の五の九第一項において準用する銀行法第

五十二条の六十一の十四第一項若しくは第二項の規定」に改め、同条第五号中「第五十

二条の五十四第一項」の下に「若しくは第九十二条の五の九第一項において準用する銀

行法第五十二条の六十一の十五第一項若しくは第二項」を加え、「同項」を「これら」

に改める。 

  第百条中「の規定」を「又は第九十二条の五の九第一項において準用する銀行法第五

十二条の六十一の二十五の規定」に改める。 

  第百条の二に次の一号を加える。 

  五 第九十二条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の二十七



第一項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告若しくは

資料の提出をし、又は同項の規定による当該職員の質問に対して答弁をせず、若し

くは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避

した者 

  第百条の五第二号中「第五十二条の五十二」の下に「、第九十二条の五の九第一項に

おいて準用する銀行法第五十二条の六十一の六第三項若しくは第五十二条の六十一の七

第一項」を加え、「準用する銀行法」を「準用する同法」に改め、同条中第六号を第七

号とし、第五号を第六号とし、第四号の次に次の一号を加える。 

  五 第九十二条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の二十一

第三項の規定に違反してその名称中に認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会

の協会員と誤認されるおそれのある文字を使用した者 

  第百条の六第一項第一号中「第九十九条の三」の下に「（第三号を除く。）」を加え、

同項第三号中「又は特定信用事業代理業者」を「、特定信用事業代理業者又は特定信用

事業電子決済等代行業者」に改め、同項第六号中「第二号を除く。）」の下に「、第九

十九条の三第三号」を加える。 

  第百一条第一項中「又は特定信用事業代理業者」を「、特定信用事業代理業者、特定

信用事業電子決済等代行業者若しくは電子決済等代行業者」に、「が法人」を「、特定

信用事業電子決済等代行業者又は電子決済等代行業者が法人」に改め、「清算人）」の

下に「又は認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会の理事、監事若しくは清算人」

を加え、同項第四号中「若しくは第九十七条又は」を「、第九十二条の五の八第二項若

しくは第九十七条、」に、「の規定」を「又は第九十二条の五の九第一項において準用

する銀行法第五十二条の六十一の六第一項若しくは第五十三条第五項の規定」に改め、

同項第五十二号中「の規定」を「若しくは第九十二条の五の九第一項において準用する

銀行法第五十二条の六十一の十二の規定」に改め、同項第五十三号中「の規定」を「又

は第九十二条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の十六若しく

は第五十二条の六十一の二十八第一項の規定」に改め、同項中第五十五号を第五十六号

とし、第五十四号を第五十五号とし、第五十三号の次に次の一号を加える。 

  五十四 第九十二条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の二

十一第一項の規定に違反して正当な理由がないのに名簿の縦覧を拒んだとき。 

  第百三条第二号中「商号中に、」を「商号中に」に改め、同号を同条第三号とし、同

条第一号の次に次の一号を加える。 

  二 第九十二条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の二十一

第二項の規定に違反してその名称中に認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会

と誤認されるおそれのある文字を使用した者 

 （水産業協同組合法の一部改正） 

第三条 水産業協同組合法（昭和二十三年法律第二百四十二号）の一部を次のように改正



する。 

  目次中「第七章の三 指定紛争解決機関（第百二十一条の六－第百二十一条の九）」

を 

「 第七章の三 特定信用事業電子決済等代行業（第百二十一条の五の二－第百

二十一条の五の九） 

 

 第七章の四 指定紛争解決機関（第百二十一条の六－第百二十一条の九） 」 

 に改める。 

  第十一条の十第一項中「この項」の下に「及び第百二十一条の五の二第二項第二号」

を加える。 

  第百二十一条の六第一項第四号ハ中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改める。 

  第百二十一条の八第一項中「第七章の五」を「第七章の六」に、「第十三号」を「第

十九号」に、「第百三十一条第二号」を「第百三十一条第三号」に改め、同条第二項中

「第五十六条第十三号」を「第五十六条第十九号」に改める。 

  第百二十一条の九第一項中「第百三十一条第二号」を「第百三十一条第三号」に改め

る。 

  第七章の三を第七章の四とし、第七章の二の次に次の一章を加える。 

    第七章の三 特定信用事業電子決済等代行業 

  （登録） 

 第百二十一条の五の二 特定信用事業電子決済等代行業は、主務大臣の登録を受けた者

でなければ、営むことができない。 

 ２ 前項の「特定信用事業電子決済等代行業」とは、次に掲げる行為（第一号に規定す

る貯金者による特定の者に対する定期的な支払を目的として行う同号に掲げる行為そ

の他の利用者の保護に欠けるおそれが少ないと認められるものとして主務省令で定め

る行為を除く。）のいずれかを行う営業をいう。 

  一 組合（第十一条第一項第四号、第八十七条第一項第四号、第九十三条第一項第二

号又は第九十七条第一項第二号の事業を行うものに限る。以下この章において同

じ。）に貯金の口座を開設している貯金者の委託（二以上の段階にわたる委託を含

む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する方法により、当該口座に係る資金を

移動させる為替取引を行うことの当該組合に対する指図（当該指図の内容のみを含

む。）の伝達（当該指図の内容のみの伝達にあつては、主務省令で定める方法によ

るものに限る。）を受け、これを当該組合に対して伝達すること。 

  二 組合に貯金又は定期積金の口座を開設している貯金者等の委託（二以上の段階に

わたる委託を含む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する方法により、当該組

合から当該口座に係る情報を取得し、これを当該貯金者等に提供すること（他の者

を介する方法により提供すること及び当該情報を加工した情報を提供することを含

む。）。 



  （組合との契約締結義務等） 

 第百二十一条の五の三 特定信用事業電子決済等代行業者（前条第一項の登録を受けて

特定信用事業電子決済等代行業（同条第二項に規定する特定信用事業電子決済等代行

業をいう。以下同じ。）を営む者をいう。以下同じ。）は、同条第二項各号に掲げる

行為（同項に規定する主務省令で定める行為を除く。）を行う前に、それぞれ当該各

号の組合との間で、特定信用事業電子決済等代行業に係る契約を締結し、これに従つ

て当該組合に係る特定信用事業電子決済等代行業を営まなければならない。 

 ２ 前項の契約には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 特定信用事業電子決済等代行業の業務（当該組合に係るものに限る。次号におい

て同じ。）に関し、利用者に損害が生じた場合における当該損害についての当該組

合と当該特定信用事業電子決済等代行業者との賠償責任の分担に関する事項 

  二 当該特定信用事業電子決済等代行業者が特定信用事業電子決済等代行業の業務に

関して取得した利用者に関する情報の適正な取扱い及び安全管理のために行う措置

並びに当該特定信用事業電子決済等代行業者が当該措置を行わない場合に当該組合

が行うことができる措置に関する事項 

  三 その他特定信用事業電子決済等代行業の業務の適正を確保するために必要なもの

として主務省令で定める事項 

 ３ 組合及び特定信用事業電子決済等代行業者は、第一項の契約を締結したときは、遅

滞なく、当該契約の内容のうち前項各号に掲げる事項を、主務省令で定めるところに

より、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

  （組合による基準の作成等） 

 第百二十一条の五の四 組合は、前条第一項の契約を締結するに当たつて特定信用事業

電子決済等代行業者に求める事項の基準を作成し、主務省令で定めるところにより、

インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

 ２ 前項の求める事項には、前条第一項の契約の相手方となる特定信用事業電子決済等

代行業者が特定信用事業電子決済等代行業の業務に関して取得する利用者に関する情

報の適正な取扱い及び安全管理のために行うべき措置その他の主務省令で定める事項

が含まれるものとする。 

 ３ 組合は、前条第一項の契約を締結するに当たつて、第一項の基準を満たす特定信用

事業電子決済等代行業者に対して、不当に差別的な取扱いを行つてはならない。 

  （農林中央金庫と契約を締結する場合の特例） 

 第百二十一条の五の五 特定信用事業電子決済等代行業者は、農林中央金庫法（平成十

三年法律第九十三号）第九十五条の五の五第一項の規定に基づき、農林中央金庫との

間で、特定信用事業電子決済等代行業に係る契約（農林中央金庫の会員である組合の

うち、農林中央金庫が当該契約を締結する特定信用事業電子決済等代行業者が当該組

合に係る特定信用事業電子決済等代行業を営むことについて同意をしている組合に係



るものに限る。）を締結した場合には、第百二十一条の五の三第一項の規定にかかわ

らず、当該組合との間で同項の契約を締結することを要しない。 

  （認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会の認定） 

 第百二十一条の五の六 主務大臣は、政令で定めるところにより、特定信用事業電子決

済等代行業者が設立した一般社団法人であつて、次に掲げる要件を備える者を、その

申請により、次条に規定する業務（第三号及び第四号において「認定業務」とい

う。）を行う者として認定することができる。 

  一 特定信用事業電子決済等代行業の業務の適正を確保し、並びにその健全な発展及

び利用者の利益の保護に資することを目的とすること。 

  二 特定信用事業電子決済等代行業者を社員（次条及び第百二十九条の八第五号にお

いて「協会員」という。）に含む旨の定款の定めがあること。 

  三 認定業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方法を定めていること。 

  四 認定業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並びに財産的基礎を有する

こと。 

  （認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会の業務） 

 第百二十一条の五の七 認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会（前条の規定によ

る認定を受けた一般社団法人をいう。以下同じ。）は、次に掲げる業務を行うものと

する。 

  一 協会員が特定信用事業電子決済等代行業を営むに当たり、この法律その他の法令

の規定及び第三号の規則を遵守させるための協会員に対する指導、勧告その他の業

務 

  二 協会員の営む特定信用事業電子決済等代行業に関し、契約の内容の適正化その他

特定信用事業電子決済等代行業の利用者の利益の保護を図るために必要な指導、勧

告その他の業務 

  三 協会員の営む特定信用事業電子決済等代行業の適正化並びにその取り扱う情報の

適正な取扱い及び安全管理のために必要な規則の制定 

  四 協会員のこの法律若しくはこの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく処分又

は前号の規則の遵守の状況の調査 

  五 特定信用事業電子決済等代行業の利用者の利益を保護するために必要な情報の収

集、整理及び提供 

  六 協会員の営む特定信用事業電子決済等代行業に関する利用者からの苦情の処理 

  七 特定信用事業電子決済等代行業の利用者に対する広報 

  八 前各号に掲げるもののほか、特定信用事業電子決済等代行業の健全な発展及び特

定信用事業電子決済等代行業の利用者の保護に資する業務 

  （電子決済等代行業者による特定信用事業電子決済等代行業） 

 第百二十一条の五の八 第百二十一条の五の二第一項の規定にかかわらず、銀行法第二



条第十八項に規定する電子決済等代行業者（以下「電子決済等代行業者」という。）

は、特定信用事業電子決済等代行業を営むことができる。 

 ２ 電子決済等代行業者は、特定信用事業電子決済等代行業を営もうとするときは、次

条第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の三第一項各号に掲げる事項を

記載した書類及び同条第二項第三号に掲げる書類を主務大臣に届け出なければならな

い。 

 ３ 主務大臣は、前項の規定による届出をした電子決済等代行業者に係る名簿を作成し、

これを公衆の縦覧に供しなければならない。 

 ４ 主務大臣は、第一項の規定により特定信用事業電子決済等代行業を営む電子決済等

代行業者が、この法律若しくは農林中央金庫法又はこの法律に基づく主務大臣の処分

に違反した場合その他特定信用事業電子決済等代行業の業務に関し著しく不適当な行

為をしたと認められる場合であつて、他の方法により監督の目的を達成することがで

きないときは、当該電子決済等代行業者に、特定信用事業電子決済等代行業の廃止を

命ずることができる。 

 ５ 前項の規定により特定信用事業電子決済等代行業の廃止を命じた場合には、主務大

臣は、その旨を官報で告示するものとする。 

 ６ 電子決済等代行業者が第一項の規定により特定信用事業電子決済等代行業を営む場

合においては、当該電子決済等代行業者を特定信用事業電子決済等代行業者とみなし

て、第百二十一条の五の三から前条までの規定並びに次条第一項において準用する銀

行法第五十二条の六十一の六第一項及び第三項、第五十二条の六十一の七第一項、第

五十二条の六十一の八、第五十二条の六十一の九、第五十二条の六十一の十二から第

五十二条の六十一の十六まで、第五十二条の六十一の十七第一項、第五十二条の六十

一の二十一から第五十二条の六十一の三十まで、第五十三条第五項並びに第五十六条

（第十四号及び第十六号から第十八号までに係る部分に限る。）の規定並びにこれら

の規定に係る第九章の規定並びに農林中央金庫法第九十五条の五の五及び第九十五条

の五の六の規定を適用する。この場合において、次条において読み替えて準用する銀

行法第五十二条の六十一の十七第一項中「次の各号のいずれか」とあるのは「第三

号」と、「水産業協同組合法第百二十一条の五の二第一項の登録を取り消し、又は六

月」とあるのは「六月」と、「若しくは一部」とあるのは「又は一部」とするほか、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （特定信用事業電子決済等代行業に関する銀行法の準用） 

 第百二十一条の五の九 銀行法第七章の五（第五十二条の六十一の二、第五十二条の六

十一の十、第五十二条の六十一の十一、第五十二条の六十一の十九及び第五十二条の

六十一の二十を除く。）、第五十三条第五項及び第五十六条（第十三号から第十八号

までに係る部分に限る。）の規定は、電子決済等代行業に係るものにあつては特定信

用事業電子決済等代行業について、電子決済等代行業者に係るものにあつては特定信



用事業電子決済等代行業者について、認定電子決済等代行事業者協会に係るものにあ

つては認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会について、銀行に係るものにあつ

ては組合について、それぞれ準用する。 

 ２ 前項の場合において、同項に規定する規定（銀行法第五十二条の六十一の二十一及

び第五十二条の六十一の二十六を除く。）中「内閣総理大臣」とあるのは「主務大

臣」と、「内閣府令」とあるのは「主務省令」と、「電子決済等代行業者登録簿」と

あるのは「水産業協同組合特定信用事業電子決済等代行業者登録簿」と、「この法

律」とあるのは「水産業協同組合法」と、「会員」とあるのは「協会員」と、同法第

五十二条の六十一の三第一項中「前条」とあるのは「水産業協同組合法第百二十一条

の五の二第一項」と、同法第五十二条の六十一の四第一項中「第五十二条の六十一の

二」とあるのは「水産業協同組合法第百二十一条の五の二第一項」と、同法第五十二

条の六十一の五第一項第一号ハ中「次に」とあるのは「(3)又は(9)に」と、同号ハ

(9)中「、農業協同組合法、水産業協同組合法、協同組合による金融事業に関する法

律、信用金庫法、労働金庫法、農林中央金庫法又は株式会社商工組合中央金庫法に相

当する」とあるのは「に相当する」と、「(1)から(8)までの」とあるのは「(3)の」

と、同号ニ中「次に」とあるのは「(2)又は(8)に」と、同号ニ(8)中「農業協同組合

法、水産業協同組合法、協同組合による金融事業に関する法律、信用金庫法、労働金

庫法、農林中央金庫法又は株式会社商工組合中央金庫法」とあるのは「水産業協同組

合法」と、「(1)から(7)までの」とあるのは「(2)の」と、同項第二号ロ(4)中「前号

ハ(1)から(9)まで」とあるのは「前号ハ(3)又は(9)」と、同号ロ(5)中「前号ニ(1)か

ら(8)まで」とあるのは「前号ニ(2)又は(8)」と、同法第五十二条の六十一の八第一

項中「第二条第十七項各号」とあるのは「水産業協同組合法第百二十一条の五の二第

二項各号」と、同条第二項中「営む業務」とあるのは「行う事業」と、同法第五十二

条の六十一の十七第一項中「第五十二条の六十一の二」とあるのは「水産業協同組合

法第百二十一条の五の二第一項」と、同項第三号中「又は」とあるのは「若しくは農

林中央金庫法又は」と、同条第二項及び同法第五十二条の六十一の十八中「第五十二

条の六十一の二」とあるのは「水産業協同組合法第百二十一条の五の二第一項」と、

同法第五十二条の六十一の二十一の見出し及び同条第一項中「会員名簿」とあるのは

「協会員名簿」と、同条第三項中「会員でない」とあるのは「協会員（水産業協同組

合法第百二十一条の五の六第二号に規定する協会員をいう。以下同じ。）でない」と、

「会員と」とあるのは「協会員と」と、同法第五十二条の六十一の二十六中「第五十

二条の六十一の十九第二号」とあるのは「水産業協同組合法第百二十一条の五の六第

二号」と、「この法律若しくはこの法律」とあるのは「同法若しくは農林中央金庫法

若しくはこれらの法律」と、「第五十二条の六十一の二十第三号」とあるのは「水産

業協同組合法第百二十一条の五の七第三号」と、「会員」とあるのは「協会員」と、

同法第五十三条第五項中「第五十二条の六十一の十第一項」とあるのは「水産業協同



組合法第百二十一条の五の三第一項」と、同法第五十六条第十三号及び第十五号中

「第五十二条の六十一の二」とあるのは「水産業協同組合法第百二十一条の五の二第

一項」と、同条第十六号及び第十七号中「第五十二条の六十一の十九」とあるのは

「水産業協同組合法第百二十一条の五の六」と読み替えるものとするほか、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

  第百二十七条第二項ただし書中「特定信用事業代理業者」の下に「、特定信用事業電

子決済等代行業者、電子決済等代行業者、認定特定信用事業電子決済等代行事業者協

会」を加え、同条第三項中「第五十二条の五十四第一項」の下に「、第百二十一条の五

の九において読み替えて準用する同法第五十二条の六十一の十四第一項及び第二項、第

五十二条の六十一の十五第一項及び第二項並びに第五十二条の六十一の二十七第一項」

を加える。 

  第百二十八条の二に次の三号を加える。 

  六 第百二十一条の五の二第一項の規定に違反して登録を受けないで特定信用事業電

子決済等代行業を営んだ者 

  七 不正の手段により第百二十一条の五の二第一項の登録を受けた者 

  八 第百二十一条の五の八第四項の規定による特定信用事業電子決済等代行業の廃止

の命令に違反した者 

  第百二十八条の三中「該当する」の下に「場合には、その違反行為をした」を加え、

同条第一号中「違反した者」を「違反したとき。」に改め、同条第二号中「の規定」を

「又は第百二十一条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の十七

第一項の規定」に、「違反した者」を「違反したとき。」に改め、同条に次の一号を加

える。 

  三 第百二十一条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の二十

八第二項の規定による業務の全部又は一部の停止の命令に違反したとき。 

  第百二十八条の五中「含む。）又は」を「含む。）、」に、「の規定に違反して」を

「又は第百二十一条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の十三

の規定に違反して」に、「組合又は」を「組合、」に、「に係る」を「又は特定信用事

業電子決済等代行業者に係る」に改める。 

  第百二十八条の六第二号中「又は」を「若しくは」に改め、「書類」の下に「又は第

百二十一条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の三第一項の規

定による登録申請書若しくは同条第二項の規定によりこれに添付すべき書類」を加え、

同条第四号中「の規定」を「若しくは第百二十一条の五の九第一項において準用する銀

行法第五十二条の六十一の十四第一項若しくは第二項の規定」に改め、同条第五号中

「第五十二条の五十四第一項」の下に「若しくは第百二十一条の五の九第一項において

準用する銀行法第五十二条の六十一の十五第一項若しくは第二項」を加え、「同項」を

「これら」に改める。 



  第百二十九条の六中「の規定」を「又は第百二十一条の五の九第一項において準用す

る銀行法第五十二条の六十一の二十五の規定」に改める。 

  第百二十九条の七に次の一号を加える。 

  五 第百二十一条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の二十

七第一項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告若しく

は資料の提出をし、又は同項の規定による当該職員の質問に対して答弁をせず、若

しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌

避した者 

  第百二十九条の八第二号中「第五十二条の五十二」の下に「、第百二十一条の五の九

第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の六第三項若しくは第五十二条の六

十一の七第一項」を加え、「準用する銀行法」を「準用する同法」に改め、同条中第六

号を第七号とし、第五号を第六号とし、第四号の次に次の一号を加える。 

  五 第百二十一条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の二十

一第三項の規定に違反してその名称中に認定特定信用事業電子決済等代行事業者協

会の協会員と誤認されるおそれのある文字を使用した者 

  第百二十九条の九第一項第一号中「第百二十八条の三」の下に「（第三号を除

く。）」を加え、同項第三号中「又は特定信用事業代理業者」を「、特定信用事業代理

業者又は特定信用事業電子決済等代行業者」に改め、同項第六号中「第二号を除

く。）」の下に「、第百二十八条の三第三号」を加える。 

  第百三十条第一項中「又は特定信用事業代理業者」を「、特定信用事業代理業者、特

定信用事業電子決済等代行業者若しくは電子決済等代行業者」に、「が法人」を「、特

定信用事業電子決済等代行業者又は電子決済等代行業者が法人」に改め、「清算人）」

の下に「又は認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会の理事、監事若しくは清算

人」を加え、同項第四号中「若しくは第百二十一条の三第三項」を「、第百二十一条の

三第三項若しくは第百二十一条の五の八第二項」に、「規定又は」を「規定、第百二十

一条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の六第一項若しくは第

五十三条第五項の規定若しくは」に改め、同項第四十六号中「第五十三号」を「第五十

四号」に改め、同項第五十一号中「の規定」を「若しくは第百二十一条の五の九第一項

において準用する銀行法第五十二条の六十一の十二の規定」に改め、同項第五十二号中

「の規定」を「又は第百二十一条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の

六十一の十六若しくは第五十二条の六十一の二十八第一項の規定」に改め、同項中第五

十四号を第五十五号とし、第五十三号を第五十四号とし、第五十二号の次に次の一号を

加える。 

  五十三 第百二十一条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の

二十一第一項の規定に違反して正当な理由がないのに名簿の縦覧を拒んだとき。 

  第百三十一条第二号中「商号中に、」を「商号中に」に改め、同号を同条第三号とし、



同条第一号の次に次の一号を加える。 

  二 第百二十一条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の二十

一第二項の規定に違反してその名称中に認定特定信用事業電子決済等代行事業者協

会と誤認されるおそれのある文字を使用した者 

 （中小企業等協同組合法の一部改正） 

第四条 中小企業等協同組合法（昭和二十四年法律第百八十一号）の一部を次のように改

正する。 

  第九条の九第六項第一号の三の次に次の一号を加える。 

  一の四 会員である信用協同組合に係る協同組合による金融事業に関する法律（昭和

二十四年法律第百八十三号）第六条の五の五第一項（信用協同組合連合会の会員で

ある信用協同組合に係る信用協同組合電子決済等代行業を営む場合の契約の締結

等）の契約の締結及び当該契約に係る同法第六条の五の六第一項（信用協同組合連

合会が会員である信用協同組合に係る信用協同組合電子決済等代行業に係る契約を

締結する場合の基準の作成等）の基準の作成 

  第六十九条の二第一項第三号中「（昭和二十四年法律第百八十三号）」を削る。 

  第六十九条の五中「第七章の五」を「第七章の六」に、「（第十三号」を「（第十九

号」に、「第五十六条第十三号」を「第五十六条第十九号」に改める。 

 （協同組合による金融事業に関する法律の一部改正） 

第五条 協同組合による金融事業に関する法律（昭和二十四年法律第百八十三号）の一部

を次のように改正する。 

  第六条第二項中「第六条の五の二」を「第六条の五の十一」に改める。 

  第六条の五第二項中「第六条の五の二」を「第六条の五の十一」に、「第十五条」を

「第十七条」に改める。 

  第六条の五の二中「第六条の五の二」を「第六条の五の十一」に改め、同条を第六条

の五の十一とする。 

  第六条の五の次に次の九条を加える。 

  （信用協同組合電子決済等代行業の登録） 

 第六条の五の二 信用協同組合電子決済等代行業は、内閣総理大臣の登録を受けた者で

なければ、営むことができない。 

 ２ 前項の「信用協同組合電子決済等代行業」とは、次に掲げる行為（第一号に規定す

る預金者による特定の者に対する定期的な支払を目的として行う同号に掲げる行為そ

の他の利用者の保護に欠けるおそれが少ないと認められるものとして内閣府令で定め

る行為を除く。）のいずれかを行う営業をいう。 

  一 信用協同組合等に預金の口座を開設している預金者の委託（二以上の段階にわた

る委託を含む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する方法により、当該口座に

係る資金を移動させる為替取引を行うことの当該信用協同組合等に対する指図（当



該指図の内容のみを含む。）の伝達（当該指図の内容のみの伝達にあつては、内閣

府令で定める方法によるものに限る。）を受け、これを当該信用協同組合等に対し

て伝達すること。 

  二 信用協同組合等に預金又は定期積金の口座を開設している預金者又は積金者の委

託（二以上の段階にわたる委託を含む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する

方法により、当該信用協同組合等から当該口座に係る情報を取得し、これを当該預

金者又は積金者に提供すること（他の者を介する方法により提供すること及び当該

情報を加工した情報を提供することを含む。）。 

  （信用協同組合等との契約締結義務等） 

 第六条の五の三 信用協同組合電子決済等代行業者（前条第一項の登録を受けて信用協

同組合電子決済等代行業（同条第二項に規定する信用協同組合電子決済等代行業をい

う。以下同じ。）を営む者をいう。以下同じ。）は、同条第二項各号に掲げる行為

（同項に規定する内閣府令で定める行為を除く。）を行う前に、それぞれ当該各号の

信用協同組合等との間で、信用協同組合電子決済等代行業に係る契約を締結し、これ

に従つて当該信用協同組合等に係る信用協同組合電子決済等代行業を営まなければな

らない。 

 ２ 前項の契約には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 信用協同組合電子決済等代行業の業務（当該信用協同組合等に係るものに限る。

次号において同じ。）に関し、利用者に損害が生じた場合における当該損害につい

ての当該信用協同組合等と当該信用協同組合電子決済等代行業者との賠償責任の分

担に関する事項 

  二 当該信用協同組合電子決済等代行業者が信用協同組合電子決済等代行業の業務に

関して取得した利用者に関する情報の適正な取扱い及び安全管理のために行う措置

並びに当該信用協同組合電子決済等代行業者が当該措置を行わない場合に当該信用

協同組合等が行うことができる措置に関する事項 

  三 その他信用協同組合電子決済等代行業の業務の適正を確保するために必要なもの

として内閣府令で定める事項 

 ３ 信用協同組合等及び信用協同組合電子決済等代行業者は、第一項の契約を締結した

ときは、遅滞なく、当該契約の内容のうち前項各号に掲げる事項を、内閣府令で定め

るところにより、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

  （信用協同組合等による基準の作成等） 

 第六条の五の四 信用協同組合等は、前条第一項の契約を締結するに当たつて信用協同

組合電子決済等代行業者に求める事項の基準を作成し、内閣府令で定めるところによ

り、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

 ２ 前項の求める事項には、前条第一項の契約の相手方となる信用協同組合電子決済等

代行業者が信用協同組合電子決済等代行業の業務に関して取得する利用者に関する情



報の適正な取扱い及び安全管理のために行うべき措置その他の内閣府令で定める事項

が含まれるものとする。 

 ３ 信用協同組合等は、前条第一項の契約を締結するに当たつて、第一項の基準を満た

す信用協同組合電子決済等代行業者に対して、不当に差別的な取扱いを行つてはなら

ない。 

  （信用協同組合連合会の会員である信用協同組合に係る信用協同組合電子決済等代行

業を営む場合の契約の締結等） 

 第六条の五の五 信用協同組合電子決済等代行業者は、第六条の五の二第二項各号に掲

げる行為（同項に規定する内閣府令で定める行為を除く。）を行う前に、信用協同組

合連合会との間で、信用協同組合電子決済等代行業に係る契約（当該信用協同組合連

合会の会員である信用協同組合のうち、当該信用協同組合連合会が当該契約を締結す

る信用協同組合電子決済等代行業者が当該信用協同組合に係る信用協同組合電子決済

等代行業を営むことについて同意をしている信用協同組合に係るものに限る。）を締

結した場合には、第六条の五の三第一項の規定にかかわらず、当該信用協同組合との

間で同項の契約を締結することを要しない。 

 ２ 前項の場合において、信用協同組合電子決済等代行業者は、同項の契約に従つて、

同項の信用協同組合に係る信用協同組合電子決済等代行業を営まなければならない。 

 ３ 第一項の契約には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 信用協同組合電子決済等代行業者が信用協同組合電子決済等代行業を営むことが

できる信用協同組合の名称 

  二 信用協同組合電子決済等代行業の業務（第一項の信用協同組合に係るものに限る。

次号において同じ。）に関し、利用者に損害が生じた場合における当該損害につい

ての当該信用協同組合、同項の契約を行つた信用協同組合連合会及び当該信用協同

組合電子決済等代行業者との賠償責任の分担に関する事項 

  三 当該信用協同組合電子決済等代行業者が信用協同組合電子決済等代行業の業務に

関して取得した利用者に関する情報の適正な取扱い及び安全管理のために行う措置

並びに当該信用協同組合電子決済等代行業者が当該措置を行わない場合に第一項の

信用協同組合及び同項の契約を行つた信用協同組合連合会が行うことができる措置

に関する事項 

  四 その他信用協同組合電子決済等代行業の業務の適正を確保するために必要なもの

として内閣府令で定める事項 

 ４ 信用協同組合連合会は、信用協同組合電子決済等代行業者との間で第一項の契約を

締結したときは、遅滞なく、同項の信用協同組合に対し、当該契約の内容を通知しな

ければならない。 

 ５ 第一項の契約を締結した信用協同組合連合会及び信用協同組合電子決済等代行業者

は当該契約を締結した後遅滞なく、同項の信用協同組合は前項の規定による通知を受



けた後遅滞なく、第一項の契約の内容のうち第三項各号に掲げる事項を、内閣府令で

定めるところにより、インターネットの利用その他の方法により公表しなければなら

ない。 

  （信用協同組合連合会が会員である信用協同組合に係る信用協同組合電子決済等代行

業に係る契約を締結する場合の基準の作成等） 

 第六条の五の六 信用協同組合連合会は、前条第一項の契約を締結するに当たつて信用

協同組合電子決済等代行業者に求める事項の基準を作成し、当該基準及び同項の信用

協同組合の名称その他内閣府令で定める事項を、内閣府令で定めるところにより、イ

ンターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

 ２ 前項の求める事項には、前条第一項の契約の相手方となる信用協同組合電子決済等

代行業者が信用協同組合電子決済等代行業の業務に関して取得する利用者に関する情

報の適正な取扱い及び安全管理のために行うべき措置その他の内閣府令で定める事項

が含まれるものとする。 

 ３ 前条第一項の信用協同組合は、第六条の五の四第一項の基準に代えて、前条第一項

の同意をしている旨及び当該信用協同組合を会員とする信用協同組合連合会の名称そ

の他の内閣府令で定める事項を、内閣府令で定めるところにより、インターネットの

利用その他の方法により公表しなければならない。 

 ４ 信用協同組合連合会は、前条第一項の契約の締結に当たつて、第一項の基準を満た

す信用協同組合電子決済等代行業者に対して、不当に差別的な取扱いを行つてはなら

ない。 

  （認定信用協同組合電子決済等代行事業者協会の認定） 

 第六条の五の七 内閣総理大臣は、政令で定めるところにより、信用協同組合電子決済

等代行業者が設立した一般社団法人であつて、次に掲げる要件を備える者を、その申

請により、次条に規定する業務（第三号及び第四号において「認定業務」という。）

を行う者として認定することができる。 

  一 信用協同組合電子決済等代行業の業務の適正を確保し、並びにその健全な発展及

び利用者の利益の保護に資することを目的とすること。 

  二 信用協同組合電子決済等代行業者を社員（次条及び第十条の三第四号において

「協会員」という。）に含む旨の定款の定めがあること。 

  三 認定業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方法を定めていること。 

  四 認定業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並びに財産的基礎を有する

こと。 

  （認定信用協同組合電子決済等代行事業者協会の業務） 

 第六条の五の八 認定信用協同組合電子決済等代行事業者協会（前条の規定による認定

を受けた一般社団法人をいう。以下同じ。）は、次に掲げる業務を行うものとする。 

  一 協会員が信用協同組合電子決済等代行業を営むに当たり、この法律その他の法令



の規定及び第三号の規則を遵守させるための協会員に対する指導、勧告その他の業

務 

  二 協会員の営む信用協同組合電子決済等代行業に関し、契約の内容の適正化その他

信用協同組合電子決済等代行業の利用者の利益の保護を図るために必要な指導、勧

告その他の業務 

  三 協会員の営む信用協同組合電子決済等代行業の適正化並びにその取り扱う情報の

適正な取扱い及び安全管理のために必要な規則の制定 

  四 協会員のこの法律若しくはこの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく処分又

は前号の規則の遵守の状況の調査 

  五 信用協同組合電子決済等代行業の利用者の利益を保護するために必要な情報の収

集、整理及び提供 

  六 協会員の営む信用協同組合電子決済等代行業に関する利用者からの苦情の処理 

  七 信用協同組合電子決済等代行業の利用者に対する広報 

  八 前各号に掲げるもののほか、信用協同組合電子決済等代行業の健全な発展及び信

用協同組合電子決済等代行業の利用者の保護に資する業務 

  （電子決済等代行業者による信用協同組合電子決済等代行業） 

 第六条の五の九 第六条の五の二第一項の規定にかかわらず、銀行法第二条第十八項

（定義等）に規定する電子決済等代行業者（以下この条及び第十二条第一項において

「電子決済等代行業者」という。）は、信用協同組合電子決済等代行業を営むことが

できる。 

 ２ 電子決済等代行業者は、信用協同組合電子決済等代行業を営もうとするときは、次

条第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の三第一項各号（登録の申請）

に掲げる事項を記載した書類及び同条第二項第三号に掲げる書類を内閣総理大臣に届

け出なければならない。 

 ３ 内閣総理大臣は、前項の規定による届出をした電子決済等代行業者に係る名簿を作

成し、これを公衆の縦覧に供しなければならない。 

 ４ 内閣総理大臣は、第一項の規定により信用協同組合電子決済等代行業を営む電子決

済等代行業者が、この法律又はこの法律に基づく内閣総理大臣の処分に違反した場合

その他信用協同組合電子決済等代行業の業務に関し著しく不適当な行為をしたと認め

られる場合であつて、他の方法により監督の目的を達成することができないときは、

当該電子決済等代行業者に、信用協同組合電子決済等代行業の廃止を命ずることがで

きる。 

 ５ 前項の規定により信用協同組合電子決済等代行業の廃止を命じた場合には、内閣総

理大臣は、その旨を官報で告示するものとする。 

 ６ 電子決済等代行業者が第一項の規定により信用協同組合電子決済等代行業を営む場

合においては、当該電子決済等代行業者を信用協同組合電子決済等代行業者とみなし



て、第六条の五の三から前条まで及び第七条の二第三項の規定並びに次条第一項にお

いて準用する銀行法第五十二条の六十一の六第一項及び第三項（変更の届出）、第五

十二条の六十一の七第一項（廃業等の届出）、第五十二条の六十一の八（利用者に対

する説明等）、第五十二条の六十一の九（電子決済等代行業者の誠実義務）、第五十

二条の六十一の十二から第五十二条の六十一の十六まで（電子決済等代行業に関する

帳簿書類、電子決済等代行業に関する報告書、報告又は資料の提出、立入検査、業務

改善命令）、第五十二条の六十一の十七第一項（登録の取消し等）、第五十二条の六

十一の二十一から第五十二条の六十一の三十まで（会員名簿の縦覧等、利用者の保護

に資する情報の提供、利用者からの苦情に関する対応、認定電子決済等代行事業者協

会への報告等、秘密保持義務等、定款の必要的記載事項、立入検査等、認定電子決済

等代行事業者協会に対する監督命令等、認定電子決済等代行事業者協会への情報提供、

雑則）並びに第五十六条（第十四号及び第十六号から第十八号までに係る部分に限

る。）（内閣総理大臣の告示）の規定並びにこれらの規定に係る第八条の二から第十

四条までの規定を適用する。この場合において、次条第一項において読み替えて準用

する同法第五十二条の六十一の十七第一項中「次の各号のいずれか」とあるのは「第

三号」と、「協同組合による金融事業に関する法律第六条の五の二第一項の登録を取

り消し、又は六月」とあるのは「六月」と、「若しくは」とあるのは「又は」とする

ほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （信用協同組合電子決済等代行業者等についての銀行法の準用） 

 第六条の五の十 銀行法第七章の五（第五十二条の六十一の二（登録）、第五十二条の

六十一の十（銀行との契約締結義務等）、第五十二条の六十一の十一（銀行による基

準の作成等）、第五十二条の六十一の十九（認定電子決済等代行事業者協会の認定）

及び第五十二条の六十一の二十（認定電子決済等代行事業者協会の業務）を除く。）

（電子決済等代行業）及び第五十六条（第十三号から第十八号までに係る部分に限

る。）（内閣総理大臣の告示）の規定は、電子決済等代行業に係るものにあつては信

用協同組合電子決済等代行業について、電子決済等代行業者に係るものにあつては信

用協同組合電子決済等代行業者について、認定電子決済等代行事業者協会に係るもの

にあつては認定信用協同組合電子決済等代行事業者協会について、銀行に係るものに

あつては信用協同組合等について、それぞれ準用する。 

 ２ 前項の場合において、同項に規定する規定（銀行法第五十二条の六十一の二十一を

除く。）中「電子決済等代行業者登録簿」とあるのは「信用協同組合電子決済等代行

業者登録簿」と、「この法律」とあるのは「協同組合による金融事業に関する法律」

と、「会員」とあるのは「協会員」と、同法第五十二条の六十一の三第一項中「前

条」とあるのは「協同組合による金融事業に関する法律第六条の五の二第一項」と、

同法第五十二条の六十一の四第一項中「第五十二条の六十一の二」とあるのは「協同

組合による金融事業に関する法律第六条の五の二第一項」と、同法第五十二条の六十



一の五第一項第一号ハ中「次に」とあるのは「(4)又は(9)に」と、同号ハ(9)中「、

農業協同組合法、水産業協同組合法、協同組合による金融事業に関する法律、信用金

庫法、労働金庫法、農林中央金庫法又は株式会社商工組合中央金庫法に相当する」と

あるのは「に相当する」と、「(1)から(8)までの」とあるのは「(4)の」と、同号ニ

中「次に」とあるのは「(3)又は(8)に」と、同号ニ(8)中「農業協同組合法、水産業

協同組合法、協同組合による金融事業に関する法律、信用金庫法、労働金庫法、農林

中央金庫法又は株式会社商工組合中央金庫法」とあるのは「協同組合による金融事業

に関する法律」と、「(1)から(7)までの」とあるのは「(3)の」と、同項第二号ロ(4)

中「前号ハ(1)から(9)まで」とあるのは「前号ハ(4)又は(9)」と、同号ロ(5)中「前

号ニ(1)から(8)まで」とあるのは「前号ニ(3)又は(8)」と、同法第五十二条の六十一

の八第一項中「第二条第十七項各号」とあるのは「協同組合による金融事業に関する

法律第六条の五の二第二項各号」と、同条第二項中「営む業務」とあるのは「行う事

業」と、同法第五十二条の六十一の十七第一項及び第二項並びに第五十二条の六十一

の十八中「第五十二条の六十一の二」とあるのは「協同組合による金融事業に関する

法律第六条の五の二第一項」と、同法第五十二条の六十一の二十一の見出し及び同条

第一項中「会員名簿」とあるのは「協会員名簿」と、同条第三項中「会員でない」と

あるのは「協会員（協同組合による金融事業に関する法律第六条の五の七第二号に規

定する協会員をいう。以下同じ。）でない」と、「会員と」とあるのは「協会員と」

と、同法第五十二条の六十一の二十六中「第五十二条の六十一の十九第二号」とある

のは「協同組合による金融事業に関する法律第六条の五の七第二号」と、「第五十二

条の六十一の二十第三号」とあるのは「協同組合による金融事業に関する法律第六条

の五の八第三号」と、同法第五十六条第十三号及び第十五号中「第五十二条の六十一

の二」とあるのは「協同組合による金融事業に関する法律第六条の五の二第一項」と、

同条第十六号及び第十七号中「第五十二条の六十一の十九」とあるのは「協同組合に

よる金融事業に関する法律第六条の五の七」と読み替えるものとするほか、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

  第六条の六第二号中「及び第六条の五第一項」を「、第六条の五第一項及び第六条の

五の十第一項」に改める。 

  第七条の二第一項中「金融破綻
たん

処理制度」を「金融破綻処理制度」に改め、同条に次

の一項を加える。 

 ３ 信用協同組合電子決済等代行業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、その

旨を内閣総理大臣に届け出なければならない。 

  一 信用協同組合電子決済等代行業を開始したとき。 

  二 信用協同組合等との間で第六条の五の三第一項の契約を締結したとき。 

  三 信用協同組合連合会との間で第六条の五の五第一項の契約を締結したとき。 

  四 その他内閣府令で定める場合に該当するとき。 



  第七条の五中「又は」を「、登録、認定又は」に改める。 

  第八条の二中「第六条の五の二」を「第六条の五の十一」に改める。 

  第九条中第四号を第七号とし、第三号を第六号とし、第二号の次に次の三号を加える。 

  三 第六条の五の二第一項の規定に違反して、登録を受けないで信用協同組合電子決

済等代行業を営んだ者 

  四 不正の手段により第六条の五の二第一項の登録を受けた者 

  五 第六条の五の九第四項の規定による信用協同組合電子決済等代行業の廃止の命令

に違反した者 

  第九条の二中「該当する」の下に「場合には、その違反行為をした」を加え、同条第

一号中「第二十七条又は」を「第二十七条、」に、「の規定」を「又は第五十二条の六

十一の十七第一項の規定」に、「違反した者」を「違反したとき。」に改め、同条第二

号中「違反した者」を「違反したとき。」に改め、同条に次の一号を加える。 

  三 銀行法第五十二条の六十一の二十八第二項の規定による業務の全部又は一部の停

止の命令に違反したとき。 

  第十条第一号中「又は第五十二条の五十第一項」を「、第五十二条の五十第一項又は

第五十二条の六十一の十三」に改め、同条第二号中「第二項若しくは」を「第二項、」

に、「の規定」を「若しくは第五十二条の六十一の十四第一項若しくは第二項の規定」

に改め、同条第三号中「第二項若しくは」を「第二項、」に改め、「第五十二条の五十

四第一項」の下に「若しくは第五十二条の六十一の十五第一項若しくは第二項」を加え、

同条第四号中「第四十五条」を「第四十五条第三項」に、「同条」を「同項」に改め、

同条第六号中「又は」を「若しくは」に改め、「書類」の下に「又は銀行法第五十二条

の六十一の三第一項の規定による登録申請書若しくは同条第二項の規定によりこれに添

付すべき書類」を加える。 

  第十条の二の四中第四号を第五号とし、第三号を第四号とし、第二号を第三号とし、

第一号を第二号とし、同号の前に次の一号を加える。 

  一 銀行法第五十二条の六十一の二十七第一項の規定による報告若しくは資料の提出

をせず、若しくは虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は同項の規定による当該

職員の質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定に

よる検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

  第十条の二の四を第十条の二の五とする。 

  第十条の二の三の次に次の一条を加える。 

 第十条の二の四 銀行法第五十二条の六十一の二十五の規定に違反した者は、一年以下

の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

  第十条の三第一号中「若しくは第五十二条の五十二」を「、第五十二条の五十二、第

五十二条の六十一の六第三項若しくは第五十二条の六十一の七第一項」に改め、同条に

次の一号を加える。 



  四 銀行法第五十二条の六十一の二十一第三項の規定に違反してその名称中に認定信

用協同組合電子決済等代行事業者協会の協会員と誤認されるおそれのある文字を使

用した者 

  第十一条第一項第一号中「第九条の二」の下に「（第三号を除く。）」を加え、同項

第四号中「第九条」の下に「、第九条の二第三号」を加える。 

  第十二条第一項中「又は信用協同組合代理業者」を「、信用協同組合代理業者、信用

協同組合電子決済等代行業者若しくは電子決済等代行業者」に、「が法人」を「、信用

協同組合電子決済等代行業者又は電子決済等代行業者が法人」に改め、「清算人）」の

下に「又は認定信用協同組合電子決済等代行事業者協会の理事、監事若しくは清算人」

を加え、同項第十三号中「第七条の二」を「第六条の五の九第二項若しくは第七条の

二」に、「若しくは第五十二条の六十一第三項」を「、第五十二条の六十一第三項若し

くは第五十二条の六十一の六第一項」に改め、同項第十六号中「第五十二条の五十五」

の下に「、第五十二条の六十一の十六若しくは第五十二条の六十一の二十八第一項」を

加え、同項第十九号中「の規定」を「若しくは第五十二条の六十一の十二の規定」に改

める。 

  第十五条を第十七条とし、第十四条を第十六条とする。 

  第十三条第一項中「第十五条」を「第十七条」に改め、同条を第十五条とする。 

  第十二条の次に次の二条を加える。 

 第十三条 正当な理由がないのに銀行法第五十二条の六十一の二十一第一項の規定によ

る名簿の縦覧を拒んだ者は、五十万円以下の過料に処する。 

 第十四条 銀行法第五十二条の六十一の二十一第二項の規定に違反してその名称中に認

定信用協同組合電子決済等代行事業者協会と誤認されるおそれのある文字を使用した

者は、十万円以下の過料に処する。 

 （信用金庫法の一部改正） 

第六条 信用金庫法（昭和二十六年法律第二百三十八号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第九章の三 指定紛争解決機関（第八十五条の四・第八十五条の五）」を 

「 第九章の三 信用金庫電子決済等代行業（第八十五条の四－第八十五条の十

一） 

 

 第九章の四 指定紛争解決機関（第八十五条の十二・第八十五条の十三） 」 

 に改める。 

  第五十四条第四項第七号の二の次に次の一号を加える。 

  七の三 会員である信用金庫に係る第八十五条の七第一項の契約の締結及び当該契約

に係る第八十五条の八第一項の基準の作成 

  第九章の三中第八十五条の五を第八十五条の十三とする。 

  第八十五条の四第一項各号列記以外の部分及び同項第二号中「第八十九条第七項」を

「第八十九条第九項」に改め、同項第四号ハ中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改め、同号ニ中



「第八十九条第七項」を「第八十九条第九項」に改め、同項第八号中「第九十四条」を

「第九十四条第二号」に、「第八十九条第七項」を「第八十九条第九項」に改め、同条

第二項及び第四項中「第八十九条第七項」を「第八十九条第九項」に改め、同条を第八

十五条の十二とする。 

  第九章の三を第九章の四とし、第九章の二の次に次の一章を加える。 

    第九章の三 信用金庫電子決済等代行業 

  （登録） 

 第八十五条の四 信用金庫電子決済等代行業は、内閣総理大臣の登録を受けた者でなけ

れば、営むことができない。 

 ２ 前項の「信用金庫電子決済等代行業」とは、次に掲げる行為（第一号に規定する預

金者による特定の者に対する定期的な支払を目的として行う同号に掲げる行為その他

の利用者の保護に欠けるおそれが少ないと認められるものとして内閣府令で定める行

為を除く。）のいずれかを行う営業をいう。 

  一 金庫に預金の口座を開設している預金者の委託（二以上の段階にわたる委託を含

む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する方法により、当該口座に係る資金を

移動させる為替取引を行うことの当該金庫に対する指図（当該指図の内容のみを含

む。）の伝達（当該指図の内容のみの伝達にあつては、内閣府令で定める方法によ

るものに限る。）を受け、これを当該金庫に対して伝達すること。 

  二 金庫に預金又は定期積金の口座を開設している預金者又は積金者の委託（二以上

の段階にわたる委託を含む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する方法により、

当該金庫から当該口座に係る情報を取得し、これを当該預金者又は積金者に提供す

ること（他の者を介する方法により提供すること及び当該情報を加工した情報を提

供することを含む。）。 

  （金庫との契約締結義務等） 

 第八十五条の五 信用金庫電子決済等代行業者（前条第一項の登録を受けて信用金庫電

子決済等代行業（同条第二項に規定する信用金庫電子決済等代行業をいう。以下同

じ。）を営む者をいう。以下同じ。）は、同条第二項各号に掲げる行為（同項に規定

する内閣府令で定める行為を除く。）を行う前に、それぞれ当該各号の金庫との間で、

信用金庫電子決済等代行業に係る契約を締結し、これに従つて当該金庫に係る信用金

庫電子決済等代行業を営まなければならない。 

 ２ 前項の契約には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 信用金庫電子決済等代行業の業務（当該金庫に係るものに限る。次号において同

じ。）に関し、利用者に損害が生じた場合における当該損害についての当該金庫と

当該信用金庫電子決済等代行業者との賠償責任の分担に関する事項 

  二 当該信用金庫電子決済等代行業者が信用金庫電子決済等代行業の業務に関して取

得した利用者に関する情報の適正な取扱い及び安全管理のために行う措置並びに当



該信用金庫電子決済等代行業者が当該措置を行わない場合に当該金庫が行うことが

できる措置に関する事項 

  三 その他信用金庫電子決済等代行業の業務の適正を確保するために必要なものとし

て内閣府令で定める事項 

 ３ 金庫及び信用金庫電子決済等代行業者は、第一項の契約を締結したときは、遅滞な

く、当該契約の内容のうち前項各号に掲げる事項を、内閣府令で定めるところにより、

インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

  （金庫による基準の作成等） 

 第八十五条の六 金庫は、前条第一項の契約を締結するに当たつて信用金庫電子決済等

代行業者に求める事項の基準を作成し、内閣府令で定めるところにより、インターネ

ットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

 ２ 前項の求める事項には、前条第一項の契約の相手方となる信用金庫電子決済等代行

業者が信用金庫電子決済等代行業の業務に関して取得する利用者に関する情報の適正

な取扱い及び安全管理のために行うべき措置その他の内閣府令で定める事項が含まれ

るものとする。 

 ３ 金庫は、前条第一項の契約を締結するに当たつて、第一項の基準を満たす信用金庫

電子決済等代行業者に対して、不当に差別的な取扱いを行つてはならない。 

  （信用金庫連合会の会員である信用金庫に係る信用金庫電子決済等代行業を営む場合

の契約の締結等） 

 第八十五条の七 信用金庫電子決済等代行業者は、第八十五条の四第二項各号に掲げる

行為（同項に規定する内閣府令で定める行為を除く。）を行う前に、信用金庫連合会

との間で、信用金庫電子決済等代行業に係る契約（当該信用金庫連合会の会員である

信用金庫のうち、当該信用金庫連合会が当該契約を締結する信用金庫電子決済等代行

業者が当該信用金庫に係る信用金庫電子決済等代行業を営むことについて同意をして

いる信用金庫に係るものに限る。）を締結した場合には、第八十五条の五第一項の規

定にかかわらず、当該信用金庫との間で同項の契約を締結することを要しない。 

 ２ 前項の場合において、信用金庫電子決済等代行業者は、同項の契約に従つて、同項

の信用金庫に係る信用金庫電子決済等代行業を営まなければならない。 

 ３ 第一項の契約には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 信用金庫電子決済等代行業者が信用金庫電子決済等代行業を営むことができる信

用金庫の名称 

  二 信用金庫電子決済等代行業の業務（第一項の信用金庫に係るものに限る。次号に

おいて同じ。）に関し、利用者に損害が生じた場合における当該損害についての当

該信用金庫、同項の契約を行つた信用金庫連合会及び当該信用金庫電子決済等代行

業者との賠償責任の分担に関する事項 

  三 当該信用金庫電子決済等代行業者が信用金庫電子決済等代行業の業務に関して取



得した利用者に関する情報の適正な取扱い及び安全管理のために行う措置並びに当

該信用金庫電子決済等代行業者が当該措置を行わない場合に第一項の信用金庫及び

同項の契約を行つた信用金庫連合会が行うことができる措置に関する事項 

  四 その他信用金庫電子決済等代行業の業務の適正を確保するために必要なものとし

て内閣府令で定める事項 

 ４ 信用金庫連合会は、信用金庫電子決済等代行業者との間で第一項の契約を締結した

ときは、遅滞なく、同項の信用金庫に対し、当該契約の内容を通知しなければならな

い。 

 ５ 第一項の契約を締結した信用金庫連合会及び信用金庫電子決済等代行業者は当該契

約を締結した後遅滞なく、同項の信用金庫は前項の規定による通知を受けた後遅滞な

く、第一項の契約の内容のうち第三項各号に掲げる事項を、内閣府令で定めるところ

により、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

  （信用金庫連合会が会員である信用金庫に係る信用金庫電子決済等代行業に係る契約

を締結する場合の基準の作成等） 

 第八十五条の八 信用金庫連合会は、前条第一項の契約を締結するに当たつて信用金庫

電子決済等代行業者に求める事項の基準を作成し、当該基準及び同項の信用金庫の名

称その他内閣府令で定める事項を、内閣府令で定めるところにより、インターネット

の利用その他の方法により公表しなければならない。 

 ２ 前項の求める事項には、前条第一項の契約の相手方となる信用金庫電子決済等代行

業者が信用金庫電子決済等代行業の業務に関して取得する利用者に関する情報の適正

な取扱い及び安全管理のために行うべき措置その他の内閣府令で定める事項が含まれ

るものとする。 

 ３ 前条第一項の信用金庫は、第八十五条の六第一項の基準に代えて、前条第一項の同

意をしている旨及び当該信用金庫を会員とする信用金庫連合会の名称その他の内閣府

令で定める事項を、内閣府令で定めるところにより、インターネットの利用その他の

方法により公表しなければならない。 

 ４ 信用金庫連合会は、前条第一項の契約の締結に当たつて、第一項の基準を満たす信

用金庫電子決済等代行業者に対して、不当に差別的な取扱いを行つてはならない。 

  （認定信用金庫電子決済等代行事業者協会の認定） 

 第八十五条の九 内閣総理大臣は、政令で定めるところにより、信用金庫電子決済等代

行業者が設立した一般社団法人であつて、次に掲げる要件を備える者を、その申請に

より、次条に規定する業務（第三号及び第四号において「認定業務」という。）を行

う者として認定することができる。 

  一 信用金庫電子決済等代行業の業務の適正を確保し、並びにその健全な発展及び利

用者の利益の保護に資することを目的とすること。 

  二 信用金庫電子決済等代行業者を社員（次条及び第九十条の五第四号において「協



会員」という。）に含む旨の定款の定めがあること。 

  三 認定業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方法を定めていること。 

  四 認定業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並びに財産的基礎を有する

こと。 

  （認定信用金庫電子決済等代行事業者協会の業務） 

 第八十五条の十 認定信用金庫電子決済等代行事業者協会（前条の規定による認定を受

けた一般社団法人をいう。以下同じ。）は、次に掲げる業務を行うものとする。 

  一 協会員が信用金庫電子決済等代行業を営むに当たり、この法律その他の法令の規

定及び第三号の規則を遵守させるための協会員に対する指導、勧告その他の業務 

  二 協会員の営む信用金庫電子決済等代行業に関し、契約の内容の適正化その他信用

金庫電子決済等代行業の利用者の利益の保護を図るために必要な指導、勧告その他

の業務 

  三 協会員の営む信用金庫電子決済等代行業の適正化並びにその取り扱う情報の適正

な取扱い及び安全管理のために必要な規則の制定 

  四 協会員のこの法律若しくはこの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく処分又

は前号の規則の遵守の状況の調査 

  五 信用金庫電子決済等代行業の利用者の利益を保護するために必要な情報の収集、

整理及び提供 

  六 協会員の営む信用金庫電子決済等代行業に関する利用者からの苦情の処理 

  七 信用金庫電子決済等代行業の利用者に対する広報 

  八 前各号に掲げるもののほか、信用金庫電子決済等代行業の健全な発展及び信用金

庫電子決済等代行業の利用者の保護に資する業務 

  （電子決済等代行業者による信用金庫電子決済等代行業） 

 第八十五条の十一 第八十五条の四第一項の規定にかかわらず、銀行法第二条第十八項

（定義等）に規定する電子決済等代行業者（以下この条及び第九十一条第一項におい

て「電子決済等代行業者」という。）は、信用金庫電子決済等代行業を営むことがで

きる。 

 ２ 電子決済等代行業者は、信用金庫電子決済等代行業を営もうとするときは、第八十

九条第七項において準用する銀行法第五十二条の六十一の三第一項各号（登録の申

請）に掲げる事項を記載した書類及び同条第二項第三号に掲げる書類を内閣総理大臣

に届け出なければならない。 

 ３ 内閣総理大臣は、前項の規定による届出をした電子決済等代行業者に係る名簿を作

成し、これを公衆の縦覧に供しなければならない。 

 ４ 内閣総理大臣は、第一項の規定により信用金庫電子決済等代行業を営む電子決済等

代行業者が、この法律又はこの法律に基づく内閣総理大臣の処分に違反した場合その

他信用金庫電子決済等代行業の業務に関し著しく不適当な行為をしたと認められる場



合であつて、他の方法により監督の目的を達成することができないときは、当該電子

決済等代行業者に、信用金庫電子決済等代行業の廃止を命ずることができる。 

 ５ 前項の規定により信用金庫電子決済等代行業の廃止を命じた場合には、内閣総理大

臣は、その旨を官報で告示するものとする。 

 ６ 電子決済等代行業者が第一項の規定により信用金庫電子決済等代行業を営む場合に

おいては、当該電子決済等代行業者を信用金庫電子決済等代行業者とみなして、第八

十五条の五から前条まで及び第八十七条第三項の規定並びに第八十九条第七項におい

て準用する銀行法第五十二条の六十一の六第一項及び第三項（変更の届出）、第五十

二条の六十一の七第一項（廃業等の届出）、第五十二条の六十一の八（利用者に対す

る説明等）、第五十二条の六十一の九（電子決済等代行業者の誠実義務）、第五十二

条の六十一の十二から第五十二条の六十一の十六まで（電子決済等代行業に関する帳

簿書類、電子決済等代行業に関する報告書、報告又は資料の提出、立入検査、業務改

善命令）、第五十二条の六十一の十七第一項（登録の取消し等）、第五十二条の六十

一の二十一から第五十二条の六十一の三十まで（会員名簿の縦覧等、利用者の保護に

資する情報の提供、利用者からの苦情に関する対応、認定電子決済等代行事業者協会

への報告等、秘密保持義務等、定款の必要的記載事項、立入検査等、認定電子決済等

代行事業者協会に対する監督命令等、認定電子決済等代行事業者協会への情報提供、

雑則）並びに第五十六条（第十四号及び第十六号から第十八号までに係る部分に限

る。）（内閣総理大臣の告示）の規定並びにこれらの規定に係る第十一章の規定を適

用する。この場合において、第八十九条第七項において読み替えて準用する同法第五

十二条の六十一の十七第一項中「次の各号のいずれか」とあるのは「第三号」と、

「信用金庫法第八十五条の四第一項の登録を取り消し、又は六月」とあるのは「六

月」と、「若しくは」とあるのは「又は」とするほか、必要な技術的読替えは、政令

で定める。 

  第八十六条中「及び第七項」を「、第七項及び第九項」に、「又は」を「、登録、認

定又は」に改める。 

  第八十七条に次の一項を加える。 

 ３ 信用金庫電子決済等代行業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、その旨を

内閣総理大臣に届け出なければならない。 

  一 信用金庫電子決済等代行業を開始したとき。 

  二 金庫との間で第八十五条の五第一項の契約を締結したとき。 

  三 信用金庫連合会との間で第八十五条の七第一項の契約を締結したとき。 

  四 その他内閣府令で定める場合に該当するとき。 

  第八十九条第二項中「第八十五条の四第一項」を「第八十五条の十二第一項」に改め、

同条第八項中「第八十五条の四第一項第八号」を「第八十五条の十二第一項第八号」に、

「第八十五条の四第一項に」を「第八十五条の十二第一項に」に、「第八十五条の四第



二項」を「第八十五条の十二第二項」に、「第八十五条の四第一項」」を「第八十五条

の十二第一項」」に、「第八十五条の四第一項第三号」を「第八十五条の十二第一項第

三号」に、「第八十五条の四第三項」を「第八十五条の十二第三項」に、「第八十五条

の五第一号」を「第八十五条の十三第一号」に、「第八十五条の五第二号」を「第八十

五条の十三第二号」に、「第八十五条の五第三号」を「第八十五条の十三第三号」に、

「第八十五条の五第四号」を「第八十五条の十三第四号」に、「第八十五条の四第一項

第五号」を「第八十五条の十二第一項第五号」に、「第八十五条の四第一項第二号」を

「第八十五条の十二第一項第二号」に、「第八十五条の四第一項の」を「第八十五条の

十二第一項の」に、「第五十六条第十三号」を「第五十六条第十九号」に改め、同項を

同条第十項とし、同条第七項中「第七章の五」を「第七章の六」に、「第十三号」を

「第十九号」に、「第八十五条の四第一項」を「第八十五条の十二第一項」に改め、同

項を同条第九項とし、同条第六項の次に次の二項を加える。 

 ７ 銀行法第七章の五（第五十二条の六十一の二（登録）、第五十二条の六十一の十

（銀行との契約締結義務等）、第五十二条の六十一の十一（銀行による基準の作成

等）、第五十二条の六十一の十九（認定電子決済等代行事業者協会の認定）及び第五

十二条の六十一の二十（認定電子決済等代行事業者協会の業務）を除く。）（電子決

済等代行業）及び第五十六条（第十三号から第十八号までに係る部分に限る。）（内

閣総理大臣の告示）の規定は、電子決済等代行業に係るものにあつては信用金庫電子

決済等代行業について、電子決済等代行業者に係るものにあつては信用金庫電子決済

等代行業者について、認定電子決済等代行事業者協会に係るものにあつては認定信用

金庫電子決済等代行事業者協会について、銀行に係るものにあつては金庫について、

それぞれ準用する。 

 ８ 前項の場合において、同項に規定する規定（銀行法第五十二条の六十一の二十一を

除く。）中「電子決済等代行業者登録簿」とあるのは「信用金庫電子決済等代行業者

登録簿」と、「この法律」とあるのは「信用金庫法」と、「会員」とあるのは「協会

員」と、同法第五十二条の六十一の三第一項中「前条」とあるのは「信用金庫法第八

十五条の四第一項」と、同法第五十二条の六十一の四第一項中「第五十二条の六十一

の二」とあるのは「信用金庫法第八十五条の四第一項」と、同法第五十二条の六十一

の五第一項第一号ハ中「次に」とあるのは「(5)又は(9)に」と、同号ハ(9)中「、農

業協同組合法、水産業協同組合法、協同組合による金融事業に関する法律、信用金庫

法、労働金庫法、農林中央金庫法又は株式会社商工組合中央金庫法に相当する」とあ

るのは「に相当する」と、「(1)から(8)までの」とあるのは「(5)の」と、同号ニ中

「次に」とあるのは「(4)又は(8)に」と、同号ニ(8)中「農業協同組合法、水産業協

同組合法、協同組合による金融事業に関する法律、信用金庫法、労働金庫法、農林中

央金庫法又は株式会社商工組合中央金庫法」とあるのは「信用金庫法」と、「(1)か

ら(7)までの」とあるのは「(4)の」と、同項第二号ロ(4)中「前号ハ(1)から(9)ま



で」とあるのは「前号ハ(5)又は(9)」と、同号ロ(5)中「前号ニ(1)から(8)まで」と

あるのは「前号ニ(4)又は(8)」と、同法第五十二条の六十一の八第一項中「第二条第

十七項各号」とあるのは「信用金庫法第八十五条の四第二項各号」と、同条第二項中

「営む」とあるのは「行う」と、同法第五十二条の六十一の十七第一項及び第二項並

びに第五十二条の六十一の十八中「第五十二条の六十一の二」とあるのは「信用金庫

法第八十五条の四第一項」と、同法第五十二条の六十一の二十一の見出し及び同条第

一項中「会員名簿」とあるのは「協会員名簿」と、同条第二項中「信用金庫法第八十

五条の九（認定信用金庫電子決済等代行事業者協会の認定）」とあるのは「第五十二

条の六十一の十九」と、同条第三項中「会員でない」とあるのは「協会員（信用金庫

法第八十五条の九第二号に規定する協会員をいう。以下同じ。）でない」と、「信用

金庫法第八十五条の十（認定信用金庫電子決済等代行事業者協会の業務）に規定する

認定信用金庫電子決済等代行事業者協会」とあるのは「第二条第十九項に規定する認

定電子決済等代行事業者協会」と、「会員と」とあるのは「協会員と」と、同法第五

十二条の六十一の二十五第二項中「信用金庫法第八十五条の九（認定信用金庫電子決

済等代行事業者協会の認定）」とあるのは「第五十二条の六十一の十九」と、「同法

第八十五条の十（認定信用金庫電子決済等代行事業者協会の業務）」とあるのは「第

五十二条の六十一の二十」と、同法第五十二条の六十一の二十六中「第五十二条の六

十一の十九第二号」とあるのは「信用金庫法第八十五条の九第二号」と、「第五十二

条の六十一の二十第三号」とあるのは「信用金庫法第八十五条の十第三号」と、同法

第五十六条第十三号及び第十五号中「第五十二条の六十一の二」とあるのは「信用金

庫法第八十五条の四第一項」と、同条第十六号及び第十七号中「第五十二条の六十一

の十九」とあるのは「信用金庫法第八十五条の九」と読み替えるものとするほか、必

要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第九十条中第六号を第九号とし、同条第五号中「又は第七項」を「、第七項又は第九

項」に改め、同号を同条第八号とし、同条第四号の次に次の三号を加える。 

  五 第八十五条の四第一項の規定に違反して、登録を受けないで信用金庫電子決済等

代行業を営んだ者 

  六 不正の手段により第八十五条の四第一項の登録を受けた者 

  七 第八十五条の十一第四項の規定による信用金庫電子決済等代行業の廃止の命令に

違反した者 

  第九十条の二中「該当する」の下に「場合には、その違反行為をした」を加え、同条

第一号中「違反した者」を「違反したとき。」に改め、同条第二号中「第二十七条又

は」を「第二十七条、」に、「の規定」を「又は第五十二条の六十一の十七第一項の規

定」に、「違反した者」を「違反したとき。」に改め、同条に次の一号を加える。 

  三 銀行法第五十二条の六十一の二十八第二項の規定による業務の全部又は一部の停

止の命令に違反したとき。 



  第九十条の三第一号中「又は第五十二条の五十第一項」を「、第五十二条の五十第一

項又は第五十二条の六十一の十三」に改め、同条第二号中「第二項若しくは」を「第二

項、」に、「の規定」を「若しくは第五十二条の六十一の十四第一項若しくは第二項の

規定」に改め、同条第三号中「第二項若しくは」を「第二項、」に改め、「第五十二条

の五十四第一項」の下に「若しくは第五十二条の六十一の十五第一項若しくは第二項」

を加え、同条第四号中「第四十五条」を「第四十五条第三項」に、「同条」を「同項」

に改め、同条第六号中「又は」を「若しくは」に改め、「書類」の下に「又は銀行法第

五十二条の六十一の三第一項の規定による登録申請書若しくは同条第二項の規定により

これに添付すべき書類」を加える。 

  第九十条の四の六を第九十条の四の七とし、第九十条の四の五を第九十条の四の六と

する。 

  第九十条の四の四中第四号を第五号とし、第三号を第四号とし、第二号を第三号とし、

第一号を第二号とし、同号の前に次の一号を加える。 

  一 銀行法第五十二条の六十一の二十七第一項の規定による報告若しくは資料の提出

をせず、若しくは虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は同項の規定による当該

職員の質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定に

よる検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

  第九十条の四の四を第九十条の四の五とする。 

  第九十条の四の三の次に次の一条を加える。 

 第九十条の四の四 銀行法第五十二条の六十一の二十五の規定に違反した者は、一年以

下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

  第九十条の五第一号中「第五十二条の五十二」の下に「、第五十二条の六十一の六第

三項、第五十二条の六十一の七第一項」を加え、同条中第五号を第六号とし、第四号を

第五号とし、第三号の次に次の一号を加える。 

  四 銀行法第五十二条の六十一の二十一第三項の規定に違反してその名称中に認定信

用金庫電子決済等代行事業者協会の協会員と誤認されるおそれのある文字を使用し

た者 

  第九十条の七第一項第一号中「第九十条の二」の下に「（第三号を除く。）」を加え、

同項第四号中「第九十条、」を「第九十条、第九十条の二第三号、」に、「第九十条の

四の四」を「第九十条の四の五」に改める。 

  第九十一条第一項中「又は信用金庫代理業者」を「、信用金庫代理業者、信用金庫電

子決済等代行業者若しくは電子決済等代行業者」に、「が法人」を「、信用金庫電子決

済等代行業者又は電子決済等代行業者が法人」に改め、「清算人）」の下に「又は認定

信用金庫電子決済等代行事業者協会の理事、監事若しくは清算人」を加え、同項第四号

中「会員」を「、会員」に改め、同項第七号中「採らなかつた」を「とらなかつた」に

改め、同項第十四号中「第五十八条第三項」の下に「、第八十五条の十一第二項」を加



え、「若しくは第五十二条の六十一第三項」を「、第五十二条の六十一第三項若しくは

第五十二条の六十一の六第一項」に改め、同項第二十六号中「第五十二条の五十五」の

下に「、第五十二条の六十一の十六若しくは第五十二条の六十一の二十八第一項」を加

え、同項第二十八号中「の規定」を「若しくは第五十二条の六十一の十二の規定」に改

める。 

  第九十三条の次に次の一条を加える。 

 第九十三条の二 正当な理由がないのに銀行法第五十二条の六十一の二十一第一項の規

定による名簿の縦覧を拒んだ者は、五十万円以下の過料に処する。 

  第九十四条を次のように改める。 

 第九十四条 次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の過料に処する。 

  一 銀行法第五十二条の六十一の二十一第二項の規定に違反してその名称中に認定信

用金庫電子決済等代行事業者協会と誤認されるおそれのある文字を使用した者 

  二 銀行法第五十二条の七十七の規定に違反してその名称又は商号中に指定紛争解決

機関と誤認されるおそれのある文字を使用した者 

 （労働金庫法の一部改正） 

第七条 労働金庫法（昭和二十八年法律第二百二十七号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第九章の四 指定紛争解決機関（第八十九条の五・第八十九条の六）」を 

「 第九章の四 労働金庫電子決済等代行業（第八十九条の五－第八十九条の十

二） 

 

 第九章の五 指定紛争解決機関（第八十九条の十三・第八十九条の十四） 」 

 に改める。 

  第五十八条の二第一項第十一号の次に次の一号を加える。 

  十一の二 会員である労働金庫に係る第八十九条の八第一項の契約の締結及び当該契

約に係る第八十九条の九第一項の基準の作成 

  第九章の四中第八十九条の六を第八十九条の十四とする。 

  第八十九条の五第一項各号列記以外の部分及び同項第二号中「第九十四条第五項」を

「第九十四条第七項」に改め、同項第四号ハ中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改め、同号ニ中

「第九十四条第五項」を「第九十四条第七項」に改め、同項第八号中「第百三条第二

号」を「第百三条第三号」に、「第九十四条第五項」を「第九十四条第七項」に改め、

同条第二項及び第四項中「第九十四条第五項」を「第九十四条第七項」に改め、同条を

第八十九条の十三とする。 

  第九章の四を第九章の五とし、第九章の三の次に次の一章を加える。 

    第九章の四 労働金庫電子決済等代行業 

  （登録） 

 第八十九条の五 労働金庫電子決済等代行業は、内閣総理大臣及び厚生労働大臣の登録

を受けた者でなければ、営むことができない。 



 ２ 前項の「労働金庫電子決済等代行業」とは、次に掲げる行為（第一号に規定する預

金者による特定の者に対する定期的な支払を目的として行う同号に掲げる行為その他

の利用者の保護に欠けるおそれが少ないと認められるものとして内閣府令・厚生労働

省令で定める行為を除く。）のいずれかを行う営業をいう。 

  一 金庫に預金の口座を開設している預金者の委託（二以上の段階にわたる委託を含

む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する方法により、当該口座に係る資金を

移動させる為替取引を行うことの当該金庫に対する指図（当該指図の内容のみを含

む。）の伝達（当該指図の内容のみの伝達にあつては、内閣府令・厚生労働省令で

定める方法によるものに限る。）を受け、これを当該金庫に対して伝達すること。 

  二 金庫に預金又は定期積金の口座を開設している預金者又は積金者の委託（二以上

の段階にわたる委託を含む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する方法により、

当該金庫から当該口座に係る情報を取得し、これを当該預金者又は積金者に提供す

ること（他の者を介する方法により提供すること及び当該情報を加工した情報を提

供することを含む。）。 

  （金庫との契約締結義務等） 

 第八十九条の六 労働金庫電子決済等代行業者（前条第一項の登録を受けて労働金庫電

子決済等代行業（同条第二項に規定する労働金庫電子決済等代行業をいう。以下同

じ。）を営む者をいう。以下同じ。）は、同条第二項各号に掲げる行為（同項に規定

する内閣府令・厚生労働省令で定める行為を除く。）を行う前に、それぞれ当該各号

の金庫との間で、労働金庫電子決済等代行業に係る契約を締結し、これに従つて当該

金庫に係る労働金庫電子決済等代行業を営まなければならない。 

 ２ 前項の契約には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 労働金庫電子決済等代行業の業務（当該金庫に係るものに限る。次号において同

じ。）に関し、利用者に損害が生じた場合における当該損害についての当該金庫と

当該労働金庫電子決済等代行業者との賠償責任の分担に関する事項 

  二 当該労働金庫電子決済等代行業者が労働金庫電子決済等代行業の業務に関して取

得した利用者に関する情報の適正な取扱い及び安全管理のために行う措置並びに当

該労働金庫電子決済等代行業者が当該措置を行わない場合に当該金庫が行うことが

できる措置に関する事項 

  三 その他労働金庫電子決済等代行業の業務の適正を確保するために必要なものとし

て内閣府令・厚生労働省令で定める事項 

 ３ 金庫及び労働金庫電子決済等代行業者は、第一項の契約を締結したときは、遅滞な

く、当該契約の内容のうち前項各号に掲げる事項を、内閣府令・厚生労働省令で定め

るところにより、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

  （金庫による基準の作成等） 

 第八十九条の七 金庫は、前条第一項の契約を締結するに当たつて労働金庫電子決済等



代行業者に求める事項の基準を作成し、内閣府令・厚生労働省令で定めるところによ

り、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

 ２ 前項の求める事項には、前条第一項の契約の相手方となる労働金庫電子決済等代行

業者が労働金庫電子決済等代行業の業務に関して取得する利用者に関する情報の適正

な取扱い及び安全管理のために行うべき措置その他の内閣府令・厚生労働省令で定め

る事項が含まれるものとする。 

 ３ 金庫は、前条第一項の契約を締結するに当たつて、第一項の基準を満たす労働金庫

電子決済等代行業者に対して、不当に差別的な取扱いを行つてはならない。 

  （労働金庫連合会の会員である労働金庫に係る労働金庫電子決済等代行業を営む場合

の契約の締結等） 

 第八十九条の八 労働金庫電子決済等代行業者は、第八十九条の五第二項各号に掲げる

行為（同項に規定する内閣府令・厚生労働省令で定める行為を除く。）を行う前に、

労働金庫連合会との間で、労働金庫電子決済等代行業に係る契約（当該労働金庫連合

会の会員である労働金庫のうち、当該労働金庫連合会が当該契約を締結する労働金庫

電子決済等代行業者が当該労働金庫に係る労働金庫電子決済等代行業を営むことにつ

いて同意をしている労働金庫に係るものに限る。）を締結した場合には、第八十九条

の六第一項の規定にかかわらず、当該労働金庫との間で同項の契約を締結することを

要しない。 

 ２ 前項の場合において、労働金庫電子決済等代行業者は、同項の契約に従つて、同項

の労働金庫に係る労働金庫電子決済等代行業を営まなければならない。 

 ３ 第一項の契約には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 労働金庫電子決済等代行業者が労働金庫電子決済等代行業を営むことができる労

働金庫の名称 

  二 労働金庫電子決済等代行業の業務（第一項の労働金庫に係るものに限る。次号に

おいて同じ。）に関し、利用者に損害が生じた場合における当該損害についての当

該労働金庫、同項の契約を行つた労働金庫連合会及び当該労働金庫電子決済等代行

業者との賠償責任の分担に関する事項 

  三 当該労働金庫電子決済等代行業者が労働金庫電子決済等代行業の業務に関して取

得した利用者に関する情報の適正な取扱い及び安全管理のために行う措置並びに当

該労働金庫電子決済等代行業者が当該措置を行わない場合に第一項の労働金庫及び

同項の契約を行つた労働金庫連合会が行うことができる措置に関する事項 

  四 その他労働金庫電子決済等代行業の業務の適正を確保するために必要なものとし

て内閣府令・厚生労働省令で定める事項 

 ４ 労働金庫連合会は、労働金庫電子決済等代行業者との間で第一項の契約を締結した

ときは、遅滞なく、同項の労働金庫に対し、当該契約の内容を通知しなければならな

い。 



 ５ 第一項の契約を締結した労働金庫連合会及び労働金庫電子決済等代行業者は当該契

約を締結した後遅滞なく、同項の労働金庫は前項の規定による通知を受けた後遅滞な

く、第一項の契約の内容のうち第三項各号に掲げる事項を、内閣府令・厚生労働省令

で定めるところにより、インターネットの利用その他の方法により公表しなければな

らない。 

  （労働金庫連合会が会員である労働金庫に係る労働金庫電子決済等代行業に係る契約

を締結する場合の基準の作成等） 

 第八十九条の九 労働金庫連合会は、前条第一項の契約を締結するに当たつて労働金庫

電子決済等代行業者に求める事項の基準を作成し、当該基準及び同項の労働金庫の名

称その他内閣府令・厚生労働省令で定める事項を、内閣府令・厚生労働省令で定める

ところにより、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

 ２ 前項の求める事項には、前条第一項の契約の相手方となる労働金庫電子決済等代行

業者が労働金庫電子決済等代行業の業務に関して取得する利用者に関する情報の適正

な取扱い及び安全管理のために行うべき措置その他の内閣府令・厚生労働省令で定め

る事項が含まれるものとする。 

 ３ 前条第一項の労働金庫は、第八十九条の七第一項に規定する基準に代えて、前条第

一項の同意をしている旨及び当該労働金庫を会員とする労働金庫連合会の名称その他

の内閣府令・厚生労働省令で定める事項を、内閣府令・厚生労働省令で定めるところ

により、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

 ４ 労働金庫連合会は、前条第一項の契約の締結に当たつて、第一項の基準を満たす労

働金庫電子決済等代行業者に対して、不当に差別的な取扱いを行つてはならない。 

  （認定労働金庫電子決済等代行事業者協会の認定） 

 第八十九条の十 内閣総理大臣及び厚生労働大臣は、政令で定めるところにより、労働

金庫電子決済等代行業者が設立した一般社団法人であつて、次に掲げる要件を備える

者を、その申請により、次条に規定する業務（第三号及び第四号において「認定業

務」という。）を行う者として認定することができる。 

  一 労働金庫電子決済等代行業の業務の適正を確保し、並びにその健全な発展及び利

用者の利益の保護に資することを目的とすること。 

  二 労働金庫電子決済等代行業者を社員（次条及び第百条の五第四号において「協会

員」という。）に含む旨の定款の定めがあること。 

  三 認定業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方法を定めていること。 

  四 認定業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並びに財産的基礎を有する

こと。 

  （認定労働金庫電子決済等代行事業者協会の業務） 

 第八十九条の十一 認定労働金庫電子決済等代行事業者協会（前条の規定による認定を

受けた一般社団法人をいう。以下同じ。）は、次に掲げる業務を行うものとする。 



  一 協会員が労働金庫電子決済等代行業を営むに当たり、この法律その他の法令の規

定及び第三号の規則を遵守させるための協会員に対する指導、勧告その他の業務 

  二 協会員の営む労働金庫電子決済等代行業に関し、契約の内容の適正化その他労働

金庫電子決済等代行業の利用者の利益の保護を図るために必要な指導、勧告その他

の業務 

  三 協会員の営む労働金庫電子決済等代行業の適正化並びにその取り扱う情報の適正

な取扱い及び安全管理のために必要な規則の制定 

  四 協会員のこの法律若しくはこの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく処分又

は前号の規則の遵守の状況の調査 

  五 労働金庫電子決済等代行業の利用者の利益を保護するために必要な情報の収集、

整理及び提供 

  六 協会員の営む労働金庫電子決済等代行業に関する利用者からの苦情の処理 

  七 労働金庫電子決済等代行業の利用者に対する広報 

  八 前各号に掲げるもののほか、労働金庫電子決済等代行業の健全な発展及び労働金

庫電子決済等代行業の利用者の保護に資する業務 

  （電子決済等代行業者による労働金庫電子決済等代行業） 

 第八十九条の十二 第八十九条の五第一項の規定にかかわらず、銀行法第二条第十八項

（定義等）に規定する電子決済等代行業者（以下この条及び第百一条第一項において

「電子決済等代行業者」という。）は、労働金庫電子決済等代行業を営むことができ

る。 

 ２ 電子決済等代行業者は、労働金庫電子決済等代行業を営もうとするときは、第九十

四条第五項において準用する銀行法第五十二条の六十一の三第一項各号（登録の申

請）に掲げる事項を記載した書類及び同条第二項第三号に掲げる書類を内閣総理大臣

及び厚生労働大臣に届け出なければならない。 

 ３ 内閣総理大臣及び厚生労働大臣は、前項の規定による届出をした電子決済等代行業

者に係る名簿を作成し、これを公衆の縦覧に供しなければならない。 

 ４ 内閣総理大臣及び厚生労働大臣は、第一項の規定により労働金庫電子決済等代行業

を営む電子決済等代行業者が、この法律又はこの法律に基づく内閣総理大臣及び厚生

労働大臣の処分に違反した場合その他労働金庫電子決済等代行業の業務に関し著しく

不適当な行為をしたと認められる場合であつて、他の方法により監督の目的を達成す

ることができないときは、当該電子決済等代行業者に、労働金庫電子決済等代行業の

廃止を命ずることができる。 

 ５ 前項の規定により労働金庫電子決済等代行業の廃止を命じた場合には、内閣総理大

臣及び厚生労働大臣は、その旨を官報で告示するものとする。 

 ６ 電子決済等代行業者が第一項の規定により労働金庫電子決済等代行業を営む場合に

おいては、当該電子決済等代行業者を労働金庫電子決済等代行業者とみなして、第八



十九条の六から前条まで及び第九十一条第三項の規定並びに第九十四条第五項におい

て準用する銀行法第五十二条の六十一の六第一項及び第三項（変更の届出）、第五十

二条の六十一の七第一項（廃業等の届出）、第五十二条の六十一の八（利用者に対す

る説明等）、第五十二条の六十一の九（電子決済等代行業者の誠実義務）、第五十二

条の六十一の十二から第五十二条の六十一の十六まで（電子決済等代行業に関する帳

簿書類、電子決済等代行業に関する報告書、報告又は資料の提出、立入検査、業務改

善命令）、第五十二条の六十一の十七第一項（登録の取消し等）、第五十二条の六十

一の二十一から第五十二条の六十一の三十まで（会員名簿の縦覧等、利用者の保護に

資する情報の提供、利用者からの苦情に関する対応、認定電子決済等代行事業者協会

への報告等、秘密保持義務等、定款の必要的記載事項、立入検査等、認定電子決済等

代行事業者協会に対する監督命令等、認定電子決済等代行事業者協会への情報提供、

雑則）並びに第五十六条（第十四号及び第十六号から第十八号までに係る部分に限

る。）（内閣総理大臣の告示）の規定並びにこれらの規定に係る第十一章の規定を適

用する。この場合において、第九十四条第五項において読み替えて準用する同法第五

十二条の六十一の十七第一項中「次の各号のいずれか」とあるのは「第三号」と、

「労働金庫法第八十九条の五第一項の登録を取り消し、又は六月」とあるのは「六

月」と、「若しくは」とあるのは「又は」とするほか、必要な技術的読替えは、政令

で定める。 

  第九十条中「及び第五項」を「、第五項及び第七項」に、「又は」を「、登録、認定

又は」に改める。 

  第九十一条に次の一項を加える。 

 ３ 労働金庫電子決済等代行業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、その旨を

内閣総理大臣及び厚生労働大臣に届け出なければならない。 

  一 労働金庫電子決済等代行業を開始したとき。 

  二 金庫との間で第八十九条の六第一項の契約を締結したとき。 

  三 労働金庫連合会との間で第八十九条の八第一項の契約を締結したとき。 

  四 その他内閣府令・厚生労働省令で定める場合に該当するとき。 

  第九十四条第二項中「第八十九条の五第一項」を「第八十九条の十三第一項」に改め、

同条第六項中「第八十九条の五第一項第八号」を「第八十九条の十三第一項第八号」に、

「第八十九条の五第一項に」を「第八十九条の十三第一項に」に、「第八十九条の五第

二項」を「第八十九条の十三第二項」に、「第八十九条の五第一項」」を「第八十九条

の十三第一項」」に、「第八十九条の五第一項第三号」を「第八十九条の十三第一項第

三号」に、「第八十九条の五第三項」を「第八十九条の十三第三項」に、「第八十九条

の六第一号」を「第八十九条の十四第一号」に、「第八十九条の六第二号」を「第八十

九条の十四第二号」に、「第八十九条の六第三号」を「第八十九条の十四第三号」に、

「第八十九条の六第四号」を「第八十九条の十四第四号」に、「第八十九条の五第一項



第五号」を「第八十九条の十三第一項第五号」に、「第八十九条の五第一項第二号」を

「第八十九条の十三第一項第二号」に、「第八十九条の五第一項の」を「第八十九条の

十三第一項の」に、「第五十六条第十三号」を「第五十六条第十九号」に改め、同項を

同条第八項とし、同条第五項中「第七章の五」を「第七章の六」に、「第十三号」を

「第十九号」に、「第八十九条の五第一項」を「第八十九条の十三第一項」に改め、同

項を同条第七項とし、同条第四項の次に次の二項を加える。 

 ５ 銀行法第七章の五（第五十二条の六十一の二（登録）、第五十二条の六十一の十

（銀行との契約締結義務等）、第五十二条の六十一の十一（銀行による基準の作成

等）、第五十二条の六十一の十九（認定電子決済等代行事業者協会の認定）及び第五

十二条の六十一の二十（認定電子決済等代行事業者協会の業務）を除く。）（電子決

済等代行業）及び第五十六条（第十三号から第十八号までに係る部分に限る。）（内

閣総理大臣の告示）の規定は、電子決済等代行業に係るものにあつては労働金庫電子

決済等代行業について、電子決済等代行業者に係るものにあつては労働金庫電子決済

等代行業者について、認定電子決済等代行事業者協会に係るものにあつては認定労働

金庫電子決済等代行事業者協会について、銀行に係るものにあつては金庫について、

それぞれ準用する。 

 ６ 前項の場合において、同項に規定する規定（銀行法第五十二条の六十一の二十一を

除く。）中「内閣総理大臣」とあるのは「内閣総理大臣及び厚生労働大臣」と、「内

閣府令」とあるのは「内閣府令・厚生労働省令」と、「電子決済等代行業者登録簿」

とあるのは「労働金庫電子決済等代行業者登録簿」と、「この法律」とあるのは「労

働金庫法」と、「会員」とあるのは「協会員」と、同法第五十二条の六十一の三第一

項中「前条」とあるのは「労働金庫法第八十九条の五第一項」と、同法第五十二条の

六十一の四第一項中「第五十二条の六十一の二」とあるのは「労働金庫法第八十九条

の五第一項」と、同法第五十二条の六十一の五第一項第一号ハ中「次に」とあるのは

「(6)又は(9)に」と、同号ハ(9)中「、農業協同組合法、水産業協同組合法、協同組

合による金融事業に関する法律、信用金庫法、労働金庫法、農林中央金庫法又は株式

会社商工組合中央金庫法に相当する」とあるのは「に相当する」と、「(1)から(8)ま

での」とあるのは「(6)の」と、同号ニ中「次に」とあるのは「(5)又は(8)に」と、

同号ニ(8)中「農業協同組合法、水産業協同組合法、協同組合による金融事業に関す

る法律、信用金庫法、労働金庫法、農林中央金庫法又は株式会社商工組合中央金庫

法」とあるのは「労働金庫法」と、「(1)から(7)までの」とあるのは「(5)の」と、

同項第二号ロ(4)中「前号ハ(1)から(9)まで」とあるのは「前号ハ(6)又は(9)」と、

同号ロ(5)中「前号ニ(1)から(8)まで」とあるのは「前号ニ(5)又は(8)」と、同法第

五十二条の六十一の八第一項中「第二条第十七項各号」とあるのは「労働金庫法第八

十九条の五第二項各号」と、同条第二項中「営む」とあるのは「行う」と、同法第五

十二条の六十一の十七第一項及び第二項並びに第五十二条の六十一の十八中「第五十



二条の六十一の二」とあるのは「労働金庫法第八十九条の五第一項」と、同法第五十

二条の六十一の二十一の見出し及び同条第一項中「会員名簿」とあるのは「協会員名

簿」と、同条第三項中「会員でない」とあるのは「協会員（労働金庫法第八十九条の

十第二号に規定する協会員をいう。以下同じ。）でない」と、「会員と」とあるのは

「協会員と」と、同法第五十二条の六十一の二十六中「第五十二条の六十一の十九第

二号」とあるのは「労働金庫法第八十九条の十第二号」と、「第五十二条の六十一の

二十第三号」とあるのは「同法第八十九条の十一第三号」と、同法第五十六条第十三

号及び第十五号中「第五十二条の六十一の二」とあるのは「労働金庫法第八十九条の

五第一項」と、同条第十六号及び第十七号中「第五十二条の六十一の十九」とあるの

は「労働金庫法第八十九条の十」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替え

は、政令で定める。 

  第九十六条の三第二号中「及び第三項」を「、第三項及び第五項」に改める。 

  第九十七条第一項中「又は銀行法第五十二条の五十三」を「若しくは銀行法第五十二

条の五十三」に、「の規定」を「若しくは銀行法第五十二条の六十一の十四第一項若し

くは第二項（報告又は資料の提出）若しくは銀行法第五十二条の六十一の十五第一項若

しくは第二項（立入検査）又は銀行法第五十二条の六十一の二十七第一項（立入検査

等）の規定」に改める。 

  第百条中第六号を第九号とし、同条第五号中「又は第五項」を「、第五項又は第七

項」に改め、同号を同条第八号とし、同条第四号の次に次の三号を加える。 

  五 第八十九条の五第一項の規定に違反して、登録を受けないで労働金庫電子決済等

代行業を営んだ者 

  六 不正の手段により第八十九条の五第一項の登録を受けた者 

  七 第八十九条の十二第四項の規定による労働金庫電子決済等代行業の廃止の命令に

違反した者 

  第百条の二中「該当する」の下に「場合には、その違反行為をした」を加え、同条第

一号中「若しくは第五十二条の五十六第一項」を「、第五十二条の五十六第一項若しく

は第五十二条の六十一の十七第一項」に、「違反した者」を「違反したとき。」に改め、

同条第二号中「違反した者」を「違反したとき。」に改め、同条に次の一号を加える。 

  三 銀行法第五十二条の六十一の二十八第二項の規定による業務の全部又は一部の停

止の命令に違反したとき。 

  第百条の三第一号中「第二項若しくは」を「第二項、」に改め、「第五十二条の五十

四第一項」の下に「若しくは第五十二条の六十一の十五第一項若しくは第二項」を加え、

同条第二号中「又は第五十二条の五十第一項」を「、第五十二条の五十第一項又は第五

十二条の六十一の十三」に改め、同条第三号中「第二項若しくは」を「第二項、」に、

「の規定」を「若しくは第五十二条の六十一の十四第一項若しくは第二項の規定」に改

め、同条第四号中「第四十五条」を「第四十五条第三項」に、「同条」を「同項」に改



め、同条第六号中「又は」を「若しくは」に改め、「書類」の下に「又は銀行法第五十

二条の六十一の三第一項の規定による登録申請書若しくは同条第二項の規定によりこれ

に添付すべき書類」を加える。 

  第百条の四の六を第百条の四の七とし、第百条の四の五を第百条の四の六とする。 

  第百条の四の四中第四号を第五号とし、第三号を第四号とし、第二号を第三号とし、

第一号を第二号とし、同号の前に次の一号を加える。 

  一 銀行法第五十二条の六十一の二十七第一項の規定による報告若しくは資料の提出

をせず、若しくは虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は同項の規定による当該

職員の質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定に

よる検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

  第百条の四の四を第百条の四の五とする。 

  第百条の四の三の次に次の一条を加える。 

 第百条の四の四 銀行法第五十二条の六十一の二十五の規定に違反した者は、一年以下

の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

  第百条の五第一号中「第五十二条の五十二」の下に「、第五十二条の六十一の六第三

項、第五十二条の六十一の七第一項」を加え、同条中第五号を第六号とし、第四号を第

五号とし、第三号の次に次の一号を加える。 

  四 銀行法第五十二条の六十一の二十一第三項の規定に違反してその名称中に認定労

働金庫電子決済等代行事業者協会の協会員と誤認されるおそれのある文字を使用し

た者 

  第百条の七第一項第一号中「第百条の二」の下に「（第三号を除く。）」を加え、同

項第四号中「第百条、」を「第百条、第百条の二第三号、」に、「第百条の四の四」を

「第百条の四の五」に改める。 

  第百一条第一項中「又は労働金庫代理業者」を「、労働金庫代理業者、労働金庫電子

決済等代行業者若しくは電子決済等代行業者」に、「が法人」を「、労働金庫電子決済

等代行業者又は電子決済等代行業者が法人」に改め、「清算人）」の下に「又は認定労

働金庫電子決済等代行事業者協会の理事、監事若しくは清算人」を加え、同項第四号中

「会員」を「、会員」に改め、同項第十四号中「第六十二条第三項」の下に「、第八十

九条の十二第二項」を加え、「若しくは第五十二条の六十一第三項」を「、第五十二条

の六十一第三項若しくは第五十二条の六十一の六第一項」に改め、同項第二十五号中

「の規定による」を「、第五十二条の六十一の十六若しくは第五十二条の六十一の二十

八第一項の規定による」に改め、同項第二十七号中「の規定」を「又は第五十二条の六

十一の十二の規定」に改める。 

  第百二条の二の次に次の一条を加える。 

 第百二条の三 正当な理由がないのに銀行法第五十二条の六十一の二十一第一項の規定

による名簿の縦覧を拒んだ者は、五十万円以下の過料に処する。 



  第百三条第二号中「商号中に、」を「商号中に」に改め、同号を同条第三号とし、同

条第一号の次に次の一号を加える。 

  二 銀行法第五十二条の六十一の二十一第二項の規定に違反してその名称中に認定労

働金庫電子決済等代行事業者協会と誤認されるおそれのある文字を使用した者 

 （農林中央金庫法の一部改正） 

第八条 農林中央金庫法（平成十三年法律第九十三号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第九章の三 指定紛争解決機関（第九十五条の六－第九十五条の八）」を 

「 第九章の三 農林中央金庫電子決済等代行業等（第九十五条の五の二－第九

十五条の五の十） 

 

 第九章の四 指定紛争解決機関（第九十五条の六－第九十五条の八） 」 

 に改める。 

  第五十四条第四項第十号の二の次に次の一号を加える。 

  十の三 会員である第三条第五項各号に掲げる者（第九十五条の五の五及び第九十五

条の五の六において「会員農水産業協同組合等」という。）に係る第九十五条の五

の五第一項の契約の締結及び当該契約に係る第九十五条の五の六第一項の基準の作

成 

  第五十七条第一項中「この項」の下に「及び第九十五条の五の二第二項第二号」を加

える。 

  第八十二条第一項中「及び」を「、第九十五条の五の三第一項に規定する農林中央金

庫電子決済等代行業者、第九十五条の五の八に規定する認定農林中央金庫電子決済等代

行事業者協会、第九十五条の五の九第一項に規定する電子決済等代行業者及び」に改め、

同条第三項中「並びに」を「、第九十五条の五の十において読み替えて準用する同法第

五十二条の六十一の十五第一項及び第二項並びに第五十二条の六十一の二十七第一項並

びに」に改める。 

  第九十五条の六第一項第四号ハ中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改める。 

  第九十五条の七第三号中「第九十九条の二の六」を「第九十九条の二の七」に改める。 

  第九十五条の八第一項中「第七章の五」を「第七章の六」に、「第十三号」を「第十

九号」に改め、同条第二項中「第五十六条第十三号」を「第五十六条第十九号」に改め

る。 

  第九章の三を第九章の四とし、第九章の二の次に次の一章を加える。 

    第九章の三 農林中央金庫電子決済等代行業等 

  （登録） 

 第九十五条の五の二 農林中央金庫電子決済等代行業は、主務大臣の登録を受けた者で

なければ、営むことができない。 

 ２ 前項の「農林中央金庫電子決済等代行業」とは、次に掲げる行為（第一号に規定す

る預金者による特定の者に対する定期的な支払を目的として行う同号に掲げる行為そ



の他の利用者の保護に欠けるおそれが少ないと認められるものとして主務省令で定め

る行為を除く。）のいずれかを行う営業をいう。 

  一 農林中央金庫に預金の口座を開設している預金者の委託（二以上の段階にわたる

委託を含む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する方法により、当該口座に係

る資金を移動させる為替取引を行うことの農林中央金庫に対する指図（当該指図の

内容のみを含む。）の伝達（当該指図の内容のみの伝達にあっては、主務省令で定

める方法によるものに限る。）を受け、これを農林中央金庫に対して伝達すること。 

  二 農林中央金庫に預金又は定期積金の口座を開設している預金者等の委託（二以上

の段階にわたる委託を含む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する方法により、

農林中央金庫から当該口座に係る情報を取得し、これを当該預金者等に提供するこ

と（他の者を介する方法により提供すること及び当該情報を加工した情報を提供す

ることを含む。）。 

  （農林中央金庫との契約締結義務等） 

 第九十五条の五の三 農林中央金庫電子決済等代行業者（前条第一項の登録を受けて農

林中央金庫電子決済等代行業（同条第二項に規定する農林中央金庫電子決済等代行業

をいう。以下同じ。）を営む者をいう。以下同じ。）は、同条第二項各号に掲げる行

為（同項に規定する主務省令で定める行為を除く。）を行う前に、農林中央金庫との

間で、農林中央金庫電子決済等代行業に係る契約を締結し、これに従って農林中央金

庫電子決済等代行業を営まなければならない。 

 ２ 前項の契約には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 農林中央金庫電子決済等代行業の業務に関し、利用者に損害が生じた場合におけ

る当該損害についての農林中央金庫と当該農林中央金庫電子決済等代行業者との賠

償責任の分担に関する事項 

  二 当該農林中央金庫電子決済等代行業者が農林中央金庫電子決済等代行業の業務に

関して取得した利用者に関する情報の適正な取扱い及び安全管理のために行う措置

並びに当該農林中央金庫電子決済等代行業者が当該措置を行わない場合に農林中央

金庫が行うことができる措置に関する事項 

  三 その他農林中央金庫電子決済等代行業の業務の適正を確保するために必要なもの

として主務省令で定める事項 

 ３ 農林中央金庫及び農林中央金庫電子決済等代行業者は、第一項の契約を締結したと

きは、遅滞なく、当該契約の内容のうち前項各号に掲げる事項を、主務省令で定める

ところにより、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

  （農林中央金庫による基準の作成等） 

 第九十五条の五の四 農林中央金庫は、前条第一項の契約を締結するに当たって農林中

央金庫電子決済等代行業者に求める事項の基準を作成し、主務省令で定めるところに

より、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 



 ２ 前項の求める事項には、前条第一項の契約の相手方となる農林中央金庫電子決済等

代行業者が農林中央金庫電子決済等代行業の業務に関して取得する利用者に関する情

報の適正な取扱い及び安全管理のために行うべき措置その他の主務省令で定める事項

が含まれるものとする。 

 ３ 農林中央金庫は、前条第一項の契約を締結するに当たって、第一項の基準を満たす

農林中央金庫電子決済等代行業者に対して、不当に差別的な取扱いを行ってはならな

い。 

  （特定信用事業電子決済等代行業者が会員農水産業協同組合等に係る特定信用事業電

子決済等代行業を営む場合の契約の締結等） 

 第九十五条の五の五 農業協同組合法第九十二条の五の三第一項に規定する特定信用事

業電子決済等代行業者又は水産業協同組合法第百二十一条の五の三第一項に規定する

特定信用事業電子決済等代行業者（以下この条及び次条において「特定信用事業電子

決済等代行業者」と総称する。）は、農業協同組合法第九十二条の五の二第二項各号

に掲げる行為（同項に規定する主務省令で定める行為を除く。）又は水産業協同組合

法第百二十一条の五の二第二項各号に掲げる行為（同項に規定する主務省令で定める

行為を除く。）を行う前に、農林中央金庫との間で、農業協同組合法第九十二条の五

の二第二項に規定する特定信用事業電子決済等代行業又は水産業協同組合法第百二十

一条の五の二第二項に規定する特定信用事業電子決済等代行業（以下この条及び次条

において「特定信用事業電子決済等代行業」と総称する。）に係る契約（農林中央金

庫の会員農水産業協同組合等のうち、農林中央金庫が当該契約を締結する特定信用事

業電子決済等代行業者が当該会員農水産業協同組合等に係る特定信用事業電子決済等

代行業を営むことについて同意をしている会員農水産業協同組合等に係るものに限

る。）を締結した場合には、農業協同組合法第九十二条の五の三第一項又は水産業協

同組合法第百二十一条の五の三第一項の規定にかかわらず、当該会員農水産業協同組

合等との間で農業協同組合法第九十二条の五の三第一項又は水産業協同組合法第百二

十一条の五の三第一項の契約を締結することを要しない。 

 ２ 前項の場合において、特定信用事業電子決済等代行業者は、同項の契約に従って、

同項の会員農水産業協同組合等に係る特定信用事業電子決済等代行業を営まなければ

ならない。 

 ３ 第一項の契約には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 特定信用事業電子決済等代行業者が特定信用事業電子決済等代行業を営むことが

できる会員農水産業協同組合等の名称 

  二 特定信用事業電子決済等代行業の業務（第一項の会員農水産業協同組合等に係る

ものに限る。次号において同じ。）に関し、利用者に損害が生じた場合における当

該損害についての当該会員農水産業協同組合等、農林中央金庫及び当該特定信用事

業電子決済等代行業者との賠償責任の分担に関する事項 



  三 当該特定信用事業電子決済等代行業者が特定信用事業電子決済等代行業の業務に

関して取得した利用者に関する情報の適正な取扱い及び安全管理のために行う措置

並びに当該特定信用事業電子決済等代行業者が当該措置を行わない場合に第一項の

会員農水産業協同組合等及び農林中央金庫が行うことができる措置に関する事項 

  四 その他特定信用事業電子決済等代行業の業務の適正を確保するために必要なもの

として主務省令で定める事項 

 ４ 農林中央金庫は、特定信用事業電子決済等代行業者との間で第一項の契約を締結し

たときは、遅滞なく、同項の会員農水産業協同組合等に対し、当該契約の内容を通知

しなければならない。 

 ５ 第一項の契約を締結した農林中央金庫及び特定信用事業電子決済等代行業者は当該

契約を締結した後遅滞なく、同項の会員農水産業協同組合等は前項の規定による通知

を受けた後遅滞なく、第一項の契約の内容のうち第三項各号に掲げる事項を、主務省

令で定めるところにより、インターネットの利用その他の方法により公表しなければ

ならない。 

  （農林中央金庫が会員農水産業協同組合等に係る特定信用事業電子決済等代行業に係

る契約を締結する場合の基準の作成等） 

 第九十五条の五の六 農林中央金庫は、前条第一項の契約を締結するに当たって特定信

用事業電子決済等代行業者に求める事項の基準を作成し、当該基準及び同項の会員農

水産業協同組合等の名称その他主務省令で定める事項を、主務省令で定めるところに

より、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

 ２ 前項の求める事項には、前条第一項の契約の相手方となる特定信用事業電子決済等

代行業者が特定信用事業電子決済等代行業の業務に関して取得する利用者に関する情

報の適正な取扱い及び安全管理のために行うべき措置その他の主務省令で定める事項

が含まれるものとする。 

 ３ 前条第一項の会員農水産業協同組合等は、農業協同組合法第九十二条の五の四第一

項又は水産業協同組合法第百二十一条の五の四第一項の基準に代えて、前条第一項の

同意をしている旨その他の主務省令で定める事項を、主務省令で定めるところにより、

インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

 ４ 農林中央金庫は、前条第一項の契約の締結に当たって、第一項の基準を満たす特定

信用事業電子決済等代行業者に対して、不当に差別的な取扱いを行ってはならない。 

  （認定農林中央金庫電子決済等代行事業者協会の認定） 

 第九十五条の五の七 主務大臣は、政令で定めるところにより、農林中央金庫電子決済

等代行業者が設立した一般社団法人であって、次に掲げる要件を備える者を、その申

請により、次条に規定する業務（第三号及び第四号において「認定業務」という。）

を行う者として認定することができる。 

  一 農林中央金庫電子決済等代行業の業務の適正を確保し、並びにその健全な発展及



び利用者の利益の保護に資することを目的とすること。 

  二 農林中央金庫電子決済等代行業者を社員（次条及び第九十九条の三第四号におい

て「協会員」という。）に含む旨の定款の定めがあること。 

  三 認定業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方法を定めていること。 

  四 認定業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並びに財産的基礎を有する

こと。 

  （認定農林中央金庫電子決済等代行事業者協会の業務） 

 第九十五条の五の八 認定農林中央金庫電子決済等代行事業者協会（前条の規定による

認定を受けた一般社団法人をいう。以下同じ。）は、次に掲げる業務を行うものとす

る。 

  一 協会員が農林中央金庫電子決済等代行業を営むに当たり、この法律その他の法令

の規定及び第三号の規則を遵守させるための協会員に対する指導、勧告その他の業

務 

  二 協会員の営む農林中央金庫電子決済等代行業に関し、契約の内容の適正化その他

農林中央金庫電子決済等代行業の利用者の利益の保護を図るために必要な指導、勧

告その他の業務 

  三 協会員の営む農林中央金庫電子決済等代行業の適正化並びにその取り扱う情報の

適正な取扱い及び安全管理のために必要な規則の制定 

  四 協会員のこの法律若しくはこの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく処分又

は前号の規則の遵守の状況の調査 

  五 農林中央金庫電子決済等代行業の利用者の利益を保護するために必要な情報の収

集、整理及び提供 

  六 協会員の営む農林中央金庫電子決済等代行業に関する利用者からの苦情の処理 

  七 農林中央金庫電子決済等代行業の利用者に対する広報 

  八 前各号に掲げるもののほか、農林中央金庫電子決済等代行業の健全な発展及び農

林中央金庫電子決済等代行業の利用者の保護に資する業務 

  （電子決済等代行業者による農林中央金庫電子決済等代行業） 

 第九十五条の五の九 第九十五条の五の二第一項の規定にかかわらず、銀行法第二条第

十八項に規定する電子決済等代行業者（以下この条及び第百条第一項において「電子

決済等代行業者」という。）は、農林中央金庫電子決済等代行業を営むことができる。 

 ２ 電子決済等代行業者は、農林中央金庫電子決済等代行業を営もうとするときは、次

条第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の三第一項各号に掲げる事項を

記載した書類及び同条第二項第三号に掲げる書類を主務大臣に届け出なければならな

い。 

 ３ 主務大臣は、前項の規定による届出をした電子決済等代行業者に係る名簿を作成し、

これを公衆の縦覧に供しなければならない。 



 ４ 主務大臣は、第一項の規定により農林中央金庫電子決済等代行業を営む電子決済等

代行業者が、この法律又はこの法律に基づく主務大臣の処分に違反した場合その他農

林中央金庫電子決済等代行業の業務に関し著しく不適当な行為をしたと認められる場

合であって、他の方法により監督の目的を達成することができないときは、当該電子

決済等代行業者に、農林中央金庫電子決済等代行業の廃止を命ずることができる。 

 ５ 前項の規定により農林中央金庫電子決済等代行業の廃止を命じた場合には、主務大

臣は、その旨を官報で告示するものとする。 

 ６ 電子決済等代行業者が第一項の規定により農林中央金庫電子決済等代行業を営む場

合においては、当該電子決済等代行業者を農林中央金庫電子決済等代行業者とみなし

て、第九十五条の五の三、第九十五条の五の四及び前二条の規定並びに次条第一項に

おいて準用する銀行法第五十二条の六十一の六第一項及び第三項、第五十二条の六十

一の七第一項、第五十二条の六十一の八、第五十二条の六十一の九、第五十二条の六

十一の十二から第五十二条の六十一の十六まで、第五十二条の六十一の十七第一項、

第五十二条の六十一の二十一から第五十二条の六十一の三十まで、第五十三条第五項

並びに第五十六条（第十四号及び第十六号から第十八号までに係る部分に限る。）の

規定並びにこれらの規定に係る第十一章の規定を適用する。この場合において、次条

において読み替えて準用する同法第五十二条の六十一の十七第一項中「次の各号のい

ずれか」とあるのは「第三号」と、「農林中央金庫法第九十五条の五の二第一項の登

録を取り消し、又は六月」とあるのは「六月」と、「若しくは」とあるのは「又は」

とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （農林中央金庫電子決済等代行業に関する銀行法の準用） 

 第九十五条の五の十 銀行法第七章の五（第五十二条の六十一の二、第五十二条の六十

一の十、第五十二条の六十一の十一、第五十二条の六十一の十九及び第五十二条の六

十一の二十を除く。）、第五十三条第五項及び第五十六条（第十三号から第十八号ま

でに係る部分に限る。）の規定は、電子決済等代行業に係るものにあっては農林中央

金庫電子決済等代行業について、電子決済等代行業者に係るものにあっては農林中央

金庫電子決済等代行業者について、認定電子決済等代行事業者協会に係るものにあっ

ては認定農林中央金庫電子決済等代行事業者協会について、銀行に係るものにあって

は農林中央金庫について、それぞれ準用する。 

 ２ 前項の場合において、同項に規定する規定（銀行法第五十二条の六十一の二十一を

除く。）中「内閣総理大臣」とあるのは「主務大臣」と、「内閣府令」とあるのは

「主務省令」と、「電子決済等代行業者登録簿」とあるのは「農林中央金庫電子決済

等代行業者登録簿」と、「この法律」とあるのは「農林中央金庫法」と、「会員」と

あるのは「協会員」と、同法第五十二条の六十一の三第一項中「前条」とあるのは

「農林中央金庫法第九十五条の五の二第一項」と、同法第五十二条の六十一の四第一

項中「第五十二条の六十一の二」とあるのは「農林中央金庫法第九十五条の五の二第



一項」と、同法第五十二条の六十一の五第一項第一号ハ中「次に」とあるのは「(7)

又は(9)に」と、同号ハ(9)中「、農業協同組合法、水産業協同組合法、協同組合によ

る金融事業に関する法律、信用金庫法、労働金庫法、農林中央金庫法又は株式会社商

工組合中央金庫法に相当する」とあるのは「に相当する」と、「(1)から(8)までの」

とあるのは「(7)の」と、同号ニ中「次に」とあるのは「(6)又は(8)に」と、同号ニ

(8)中「農業協同組合法、水産業協同組合法、協同組合による金融事業に関する法律、

信用金庫法、労働金庫法、農林中央金庫法又は株式会社商工組合中央金庫法」とある

のは「農林中央金庫法」と、「(1)から(7)までの」とあるのは「(6)の」と、同項第

二号ロ(4)中「前号ハ(1)から(9)まで」とあるのは「前号ハ(7)又は(9)」と、同号ロ

(5)中「前号ニ(1)から(8)まで」とあるのは「前号ニ(6)又は(8)」と、同法第五十二

条の六十一の八第一項中「第二条第十七項各号」とあるのは「農林中央金庫法第九十

五条の五の二第二項各号」と、同法第五十二条の六十一の十七第一項及び第二項並び

に第五十二条の六十一の十八中「第五十二条の六十一の二」とあるのは「農林中央金

庫法第九十五条の五の二第一項」と、同法第五十二条の六十一の二十一の見出し及び

同条第一項中「会員名簿」とあるのは「協会員名簿」と、同条第三項中「会員でな

い」とあるのは「協会員（農林中央金庫法第九十五条の五の七第二号に規定する協会

員をいう。以下同じ。）でない」と、「会員と」とあるのは「協会員と」と、同法第

五十二条の六十一の二十六中「第五十二条の六十一の十九第二号」とあるのは「農林

中央金庫法第九十五条の五の七第二号」と、「第五十二条の六十一の二十第三号」と

あるのは「農林中央金庫法第九十五条の五の八第三号」と、同法第五十三条第五項中

「第五十二条の六十一の十第一項」とあるのは「農林中央金庫法第九十五条の五の三

第一項又は第九十五条の五の五第一項」と、同法第五十六条第十三号及び第十五号中

「第五十二条の六十一の二」とあるのは「農林中央金庫法第九十五条の五の二第一

項」と、同条第十六号及び第十七号中「第五十二条の六十一の十九」とあるのは「農

林中央金庫法第九十五条の五の七」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替

えは、政令で定める。 

  第九十八条の二に次の三号を加える。 

  六 第九十五条の五の二第一項の規定に違反して登録を受けないで農林中央金庫電子

決済等代行業を営んだ者 

  七 不正の手段により第九十五条の五の二第一項の登録を受けた者 

  八 第九十五条の五の九第四項の規定による農林中央金庫電子決済等代行業の廃止の

命令に違反した者 

  第九十八条の三中「該当する」の下に「場合には、その違反行為をした」を加え、同

条第一号中「違反した者」を「違反したとき。」に改め、同条第二号中「の規定」を

「又は第九十五条の五の十第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の十七第

一項の規定」に、「違反した者」を「違反したとき。」に改め、同条に次の一号を加え



る。 

  三 第九十五条の五の十第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の二十八

第二項の規定による業務の全部又は一部の停止の命令に違反したとき。 

  第九十九条中「受けた者」の下に「若しくは農林中央金庫電子決済等代行業者若しく

は農林中央金庫電子決済等代行業者と農林中央金庫電子決済等代行業の業務に関して取

引する者若しくは農林中央金庫電子決済等代行業者から農林中央金庫電子決済等代行業

の業務の委託を受けた者」を加え、同条第一号中「又は準用銀行法第五十二条の五十第

一項」を「、準用銀行法第五十二条の五十第一項若しくは第九十五条の五の十第一項に

おいて準用する銀行法第五十二条の六十一の十三」に改め、同条第三号中「第二項若し

くは」を「第二項、」に、「の規定」を「若しくは第九十五条の五の十第一項において

準用する銀行法第五十二条の六十一の十四第一項若しくは第二項の規定」に改め、同条

第四号中「第二項若しくは」を「第二項、」に改め、「第五十二条の五十四第一項」の

下に「若しくは第九十五条の五の十第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一

の十五第一項若しくは第二項」を加え、同条第五号中「又は」を「若しくは」に改め、

「書類」の下に「又は第九十五条の五の十第一項において準用する銀行法第五十二条の

六十一の三第一項の規定による登録申請書若しくは同条第二項の規定によりこれに添付

すべき書類」を加える。 

  第九十九条の二の六を第九十九条の二の七とし、第九十九条の二の五を第九十九条の

二の六とする。 

  第九十九条の二の四に次の一号を加える。 

  五 第九十五条の五の十第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の二十七

第一項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告若しくは

資料の提出をし、又は同項の規定による当該職員の質問に対して答弁をせず、若し

くは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避

した者 

  第九十九条の二の四を第九十九条の二の五とする。 

  第九十九条の二の三の次に次の一条を加える。 

 第九十九条の二の四 第九十五条の五の十第一項において準用する銀行法第五十二条の

六十一の二十五の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処

する。 

  第九十九条の三第一号中「若しくは第九十五条の八第一項」を「、第九十五条の五の

十第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の六第三項若しくは第五十二条の

六十一の七第一項若しくは第九十五条の八第一項」に、「準用する銀行法」を「準用す

る同法」に改め、同条中第六号を第七号とし、第五号を第六号とし、第四号を第五号と

し、第三号の次に次の一号を加える。 

  四 第九十五条の五の十第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の二十一



第三項の規定に違反してその名称中に認定農林中央金庫電子決済等代行事業者協会

の協会員と誤認されるおそれのある文字を使用した者 

  第九十九条の四第一項第一号中「第九十八条の三」の下に「（第三号を除く。）」を

加え、同項第五号中「除く。）」の下に「、第九十八条の三第三号」を加え、「第九十

九条の二の四」を「第九十九条の二の五」に改める。 

  第百条第一項中「又は農林中央金庫代理業者」を「、農林中央金庫代理業者、農林中

央金庫電子決済等代行業者若しくは電子決済等代行業者」に、「が法人」を「、農林中

央金庫電子決済等代行業者又は電子決済等代行業者が法人」に改め、「清算人）」の下

に「又は認定農林中央金庫電子決済等代行事業者協会の理事、監事若しくは清算人」を

加え、同項第十九号の二中「若しくは第九十五条の三第三項若しくは」を「、第九十五

条の三第三項若しくは第九十五条の五の九第二項、」に改め、「第五十二条の二の

九、」を削り、「の規定」を「若しくは第九十五条の五の十第一項において準用する銀

行法第五十二条の六十一の六若しくは第五十三条第五項の規定」に改め、「、公告若し

くは掲示」を削り、同項第十九号の六中「の規定」を「又は第九十五条の五の十第一項

において準用する銀行法第五十二条の六十一の十六若しくは第五十二条の六十一の二十

八第一項の規定」に改め、同号を同項第十九号の七とし、同項第十九号の五中「の規

定」を「若しくは第九十五条の五の十第一項において準用する銀行法第五十二条の六十

一の十二の規定」に改め、同号を同項第十九号の六とし、同項中第十九号の四を第十九

号の五とし、第十九号の三の次に次の一号を加える。 

  十九の四 準用銀行法第五十二条の二の九の規定による届出、公告若しくは掲示をせ

ず、又は虚偽の届出、公告若しくは掲示をしたとき。 

  第百条の二の次に次の一条を加える。 

 第百条の三 正当な理由がないのに第九十五条の五の十第一項において準用する銀行法

第五十二条の六十一の二十一第一項の規定による名簿の縦覧を拒んだ者は、五十万円

以下の過料に処する。 

  第百二条第二号中「商号中に、」を「商号中に」に改め、同号を同条第三号とし、同

条第一号の次に次の一号を加える。 

  二 第九十五条の五の十第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の二十一

第二項の規定に違反してその名称中に認定農林中央金庫電子決済等代行事業者協会

と誤認されるおそれのある文字を使用した者 

 （株式会社商工組合中央金庫法の一部改正） 

第九条 株式会社商工組合中央金庫法（平成十九年法律第七十四号）の一部を次のように

改正する。 

  目次中「第八章 監督（第五十六条－第六十条）」を 

「 第八章 監督（第五十六条－第六十条）  

 第八章の二 商工組合中央金庫電子決済等代行業（第六十条の二－第六十条  



の三十四） 」 

 に改める。 

  第五十六条第一項中「及び代理組合等」を「、代理組合等、第六十条の二第二項に規

定する商工組合中央金庫電子決済等代行業者、同条第三項に規定する認定商工組合中央

金庫電子決済等代行事業者協会及び第六十条の三十二第一項に規定する電子決済等代行

業者」に改め、同条第二項ただし書中「から第六十一条まで」を「、第六十条、第六十

条の三、第六十条の四第一項、第六十条の五から第六十条の八まで、第六十条の九第一

項、第六十条の十五、第六十条の十六第一項及び第二項、第六十条の十七第一項及び第

二項、第六十条の十八、第六十条の十九第一項及び第二項、第六十条の二十、第六十条

の二十一、第六十条の二十四、第六十条の二十九第一項、第六十条の三十、第六十条の

三十一、第六十条の三十二第二項から第四項まで、第六十条の三十三、第六十一条」に

改め、同条第三項中「及び第五十八条」を「、第五十八条、第六十条の十七及び第六十

条の二十九」に改め、同条第五項ただし書中「次条第二項」の下に「、第六十条の二第

一項、第六十条の四、第六十条の六第一項、第六十条の七第一項及び第三項、第六十条

の八、第六十条の十、第六十条の十二、第六十条の十三第一項及び第二項、第六十条の

十四、第六十条の十五、第六十条の十九第二項、第六十条の二十六第一項、第六十条の

三十一」を加える。 

  第八章の次に次の一章を加える。 

    第八章の二 商工組合中央金庫電子決済等代行業 

  （定義） 

 第六十条の二 この章において「商工組合中央金庫電子決済等代行業」とは、次に掲げ

る行為（第一号に規定する預金者による特定の者に対する定期的な支払を目的として

行う同号に掲げる行為その他の利用者の保護に欠けるおそれが少ないと認められるも

のとして主務省令で定める行為を除く。）のいずれかを行う営業をいう。 

  一 商工組合中央金庫に預金の口座を開設している預金者の委託（二以上の段階にわ

たる委託を含む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する方法により、当該口座

に係る資金を移動させる為替取引を行うことの商工組合中央金庫に対する指図（当

該指図の内容のみを含む。）の伝達（当該指図の内容のみの伝達にあっては、主務

省令で定める方法によるものに限る。）を受け、これを商工組合中央金庫に対して

伝達すること。 

  二 商工組合中央金庫に預金又は定期積金の口座を開設している預金者等の委託（二

以上の段階にわたる委託を含む。）を受けて、電子情報処理組織を使用する方法に

より、商工組合中央金庫から当該口座に係る情報を取得し、これを当該預金者等に

提供すること（他の者を介する方法により提供すること及び当該情報を加工した情

報を提供することを含む。）。 

 ２ この章において「商工組合中央金庫電子決済等代行業者」とは、次条の登録を受け



て商工組合中央金庫電子決済等代行業を営む者をいう。 

 ３ この章において「認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会」とは、第六十

条の二十一の規定による認定を受けた一般社団法人をいう。 

  （登録） 

 第六十条の三 商工組合中央金庫電子決済等代行業は、主務大臣の登録を受けた者でな

ければ、営むことができない。 

  （登録の申請） 

 第六十条の四 前条の登録を受けようとする者（次条第二項及び第六十条の六において

「登録申請者」という。）は、次に掲げる事項を記載した登録申請書を主務大臣に提

出しなければならない。 

  一 商号、名称又は氏名 

  二 法人であるときは、その役員（外国法人にあっては、外国の法令上これと同様に

取り扱われている者及び日本における代表者を含む。以下この章において同じ。）

の氏名 

  三 商工組合中央金庫電子決済等代行業を営む営業所又は事務所の名称及び所在地 

  四 その他主務省令で定める事項 

 ２ 前項の登録申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

  一 第六十条の六第一項各号（第一号ロを除く。）のいずれにも該当しないことを誓

約する書面 

  二 法人であるときは、定款及び登記事項証明書（これらに準ずるものを含む。） 

  三 商工組合中央金庫電子決済等代行業の業務の内容及び方法として主務省令で定め

るものを記載した書類 

  四 その他主務省令で定める書類 

  （登録の実施） 

 第六十条の五 主務大臣は、第六十条の三の登録の申請があったときは、次条第一項の

規定により登録を拒否する場合を除くほか、次に掲げる事項を商工組合中央金庫電子

決済等代行業者登録簿に登録しなければならない。 

  一 前条第一項各号に掲げる事項 

  二 登録年月日及び登録番号 

 ２ 主務大臣は、前項の規定による登録をしたときは、遅滞なく、その旨を登録申請者

に通知しなければならない。 

 ３ 主務大臣は、商工組合中央金庫電子決済等代行業者登録簿を公衆の縦覧に供しなけ

ればならない。 

  （登録の拒否） 

 第六十条の六 主務大臣は、登録申請者が次の各号のいずれかに該当するとき、又は第

六十条の四第一項の登録申請書若しくはその添付書類のうちに重要な事項について虚



偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否し

なければならない。 

  一 次のいずれかに該当する者 

   イ 商工組合中央金庫電子決済等代行業を適正かつ確実に遂行するために必要と認

められる主務省令で定める基準に適合する財産的基礎を有しない者 

   ロ 商工組合中央金庫電子決済等代行業を適正かつ確実に遂行する体制の整備が行

われていない者 

   ハ 第六十条の十九第一項若しくは第二項の規定により第六十条の三の登録を取り

消され、又はこの法律に相当する外国の法令の規定により当該外国において受け

ている同種類の登録（当該登録に類する許可その他の行政処分を含む。）を取り

消され、その取消しの日から五年を経過しない者 

   ニ 第六十条の三十二第四項の規定による商工組合中央金庫電子決済等代行業の廃

止の命令を受け、又はこの法律に相当する外国の法令の規定による同種類の業務

の廃止の命令を受け、その命令の日から五年を経過しない者 

   ホ この法律、農業協同組合法（昭和二十二年法律第百三十二号）、水産業協同組

合法（昭和二十三年法律第二百四十二号）、協同組合による金融事業に関する法

律（昭和二十四年法律第百八十三号）、信用金庫法、労働金庫法（昭和二十八年

法律第二百二十七号）、銀行法、農林中央金庫法その他政令で定める法律又はこ

れらに相当する外国の法令の規定に違反し、罰金の刑（これに相当する外国の法

令による刑を含む。）に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を

受けることがなくなった日から五年を経過しない者 

  二 法人である場合においては、次のいずれかに該当する者 

   イ 外国法人であって日本における代表者を定めていない者 

   ロ 役員のうちに次のいずれかに該当する者のある者 

    (1) 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらに相当する者 

    (2) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これに相当

する者 

    (3) 禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、

その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日から五

年を経過しない者 

    (4) 法人が第六十条の十九第一項若しくは第二項の規定により第六十条の三の

登録を取り消され、又は法人がこの法律に相当する外国の法令の規定により当

該外国において受けている同種類の登録（当該登録に類する許可その他の行政

処分を含む。）を取り消された場合において、その取消しの日前三十日以内に

その法人の役員であった者で、その取消しの日から五年を経過しない者 

    (5) 法人が第六十条の三十二第四項の規定による商工組合中央金庫電子決済等



代行業の廃止の命令を受け、又は法人がこの法律に相当する外国の法令の規定

による同種類の業務の廃止の命令を受けた場合において、その命令の日前三十

日以内にその法人の役員であった者で、その命令の日から五年を経過しない者 

    (6) 前号ハからホまでのいずれかに該当する者 

  三 個人である場合においては、次のいずれかに該当する者 

   イ 外国に住所を有する個人であって日本における代理人を定めていない者 

   ロ 前号ロ(1)から(5)までのいずれかに該当する者 

 ２ 主務大臣は、前項の規定により登録を拒否したときは、遅滞なく、その理由を示し

て、その旨を登録申請者に通知しなければならない。 

  （変更の届出） 

 第六十条の七 商工組合中央金庫電子決済等代行業者は、第六十条の四第一項各号に掲

げる事項について変更があったときは、主務省令で定める場合を除き、主務省令で定

めるところにより、その日から三十日以内に、その旨を主務大臣に届け出なければな

らない。 

 ２ 主務大臣は、前項の規定による届出を受理したときは、届出があった事項を商工組

合中央金庫電子決済等代行業者登録簿に登録しなければならない。 

 ３ 商工組合中央金庫電子決済等代行業者は、第六十条の四第二項第三号に掲げる書類

に記載した業務の内容又は方法について変更があったときは、主務省令で定めるとこ

ろにより、遅滞なく、その旨を主務大臣に届け出なければならない。 

  （開業等の届出） 

 第六十条の八 商工組合中央金庫電子決済等代行業者は、商工組合中央金庫電子決済等

代行業を開始したとき、商工組合中央金庫との間で第六十条の十二第一項の契約を締

結したとき、その他主務省令で定める場合に該当するときは、主務省令で定めるとこ

ろにより、その旨を主務大臣に届け出なければならない。 

  （廃業等の届出） 

 第六十条の九 商工組合中央金庫電子決済等代行業者が次の各号のいずれかに該当する

こととなったときは、当該各号に定める者は、その日から三十日以内に、その旨を主

務大臣に届け出なければならない。 

  一 商工組合中央金庫電子決済等代行業を廃止したとき、又は会社分割により商工組

合中央金庫電子決済等代行業の全部の承継をさせたとき、若しくは商工組合中央金

庫電子決済等代行業の全部の譲渡をしたとき その商工組合中央金庫電子決済等代

行業を廃止し、又は承継をさせ、若しくは譲渡をした個人又は法人 

  二 商工組合中央金庫電子決済等代行業者である個人が死亡したとき その相続人 

  三 商工組合中央金庫電子決済等代行業者である法人が合併により消滅したとき そ

の法人を代表する役員であった者 

  四 商工組合中央金庫電子決済等代行業者である法人が破産手続開始の決定により解



散したとき その破産管財人 

  五 商工組合中央金庫電子決済等代行業者である法人が合併及び破産手続開始の決定

以外の理由により解散したとき その清算人 

 ２ 商工組合中央金庫電子決済等代行業者が前項各号のいずれかに該当することとなっ

たときは、当該商工組合中央金庫電子決済等代行業者の登録は、その効力を失う。 

  （利用者に対する説明等） 

 第六十条の十 商工組合中央金庫電子決済等代行業者は、第六十条の二第一項各号に掲

げる行為（同項に規定する主務省令で定める行為を除く。）を行うときは、主務省令

で定める場合を除き、あらかじめ、主務省令で定めるところにより、利用者に対し、

次に掲げる事項を明らかにしなければならない。 

  一 商工組合中央金庫電子決済等代行業者の商号、名称又は氏名及び住所 

  二 商工組合中央金庫電子決済等代行業者の権限に関する事項 

  三 商工組合中央金庫電子決済等代行業者の損害賠償に関する事項 

  四 商工組合中央金庫電子決済等代行業に関する利用者からの苦情又は相談に応ずる

営業所又は事務所の連絡先 

  五 その他主務省令で定める事項 

 ２ 商工組合中央金庫電子決済等代行業者は、商工組合中央金庫電子決済等代行業に関

し、主務省令で定めるところにより、商工組合中央金庫電子決済等代行業と商工組合

中央金庫が営む業務との誤認を防止するための情報の利用者への提供、商工組合中央

金庫電子決済等代行業に関して取得した利用者に関する情報の適正な取扱い及び安全

管理、商工組合中央金庫電子決済等代行業の業務を第三者に委託する場合における当

該業務の的確な遂行その他の健全かつ適切な運営を確保するための措置を講じなけれ

ばならない。 

  （商工組合中央金庫電子決済等代行業者の誠実義務） 

 第六十条の十一 商工組合中央金庫電子決済等代行業者は、利用者のため誠実にその業

務を遂行しなければならない。 

  （商工組合中央金庫との契約締結義務等） 

 第六十条の十二 商工組合中央金庫電子決済等代行業者は、第六十条の二第一項各号に

掲げる行為（同項に規定する主務省令で定める行為を除く。）を行う前に、商工組合

中央金庫との間で、商工組合中央金庫電子決済等代行業に係る契約を締結し、これに

従って商工組合中央金庫電子決済等代行業を営まなければならない。 

 ２ 前項の契約には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 商工組合中央金庫電子決済等代行業の業務に関し、利用者に損害が生じた場合に

おける当該損害についての商工組合中央金庫と当該商工組合中央金庫電子決済等代

行業者との賠償責任の分担に関する事項 

  二 当該商工組合中央金庫電子決済等代行業者が商工組合中央金庫電子決済等代行業



の業務に関して取得した利用者に関する情報の適正な取扱い及び安全管理のために

行う措置並びに当該商工組合中央金庫電子決済等代行業者が当該措置を行わない場

合に商工組合中央金庫が行うことができる措置に関する事項 

  三 その他商工組合中央金庫電子決済等代行業の業務の適正を確保するために必要な

ものとして主務省令で定める事項 

 ３ 商工組合中央金庫及び商工組合中央金庫電子決済等代行業者は、第一項の契約を締

結したときは、遅滞なく、当該契約の内容のうち前項各号に掲げる事項を、主務省令

で定めるところにより、インターネットの利用その他の方法により公表しなければな

らない。 

  （商工組合中央金庫による基準の作成等） 

 第六十条の十三 商工組合中央金庫は、前条第一項の契約を締結するに当たって商工組

合中央金庫電子決済等代行業者に求める事項の基準を作成し、主務省令で定めるとこ

ろにより、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

 ２ 前項の求める事項には、前条第一項の契約の相手方となる商工組合中央金庫電子決

済等代行業者が商工組合中央金庫電子決済等代行業の業務に関して取得する利用者に

関する情報の適正な取扱い及び安全管理のために行うべき措置その他の主務省令で定

める事項が含まれるものとする。 

 ３ 商工組合中央金庫は、前条第一項の契約を締結するに当たって、第一項の基準を満

たす商工組合中央金庫電子決済等代行業者に対して、不当に差別的な取扱いを行って

はならない。 

  （商工組合中央金庫電子決済等代行業に関する帳簿書類） 

 第六十条の十四 商工組合中央金庫電子決済等代行業者は、主務省令で定めるところに

より、商工組合中央金庫電子決済等代行業に関する帳簿書類を作成し、これを保存し

なければならない。 

  （商工組合中央金庫電子決済等代行業に関する報告書） 

 第六十条の十五 商工組合中央金庫電子決済等代行業者は、事業年度ごとに、主務省令

で定めるところにより、商工組合中央金庫電子決済等代行業に関する報告書を作成し、

主務大臣に提出しなければならない。 

  （報告又は資料の提出） 

 第六十条の十六 主務大臣は、商工組合中央金庫電子決済等代行業者の商工組合中央金

庫電子決済等代行業の健全かつ適切な運営を確保するため必要があると認めるときは、

当該商工組合中央金庫電子決済等代行業者に対し、その業務又は財産の状況に関し報

告又は資料の提出を求めることができる。 

 ２ 主務大臣は、商工組合中央金庫電子決済等代行業者の商工組合中央金庫電子決済等

代行業の健全かつ適切な運営を確保するため特に必要があると認めるときは、その必

要の限度において、当該商工組合中央金庫電子決済等代行業者と商工組合中央金庫電



子決済等代行業の業務に関して取引する者又は当該商工組合中央金庫電子決済等代行

業者から商工組合中央金庫電子決済等代行業の業務の委託を受けた者（その者から委

託（二以上の段階にわたる委託を含む。）を受けた者を含む。次項並びに次条第二項

及び第五項において同じ。）に対し、当該商工組合中央金庫電子決済等代行業者の業

務又は財産の状況に関し報告又は資料の提出を求めることができる。 

 ３ 商工組合中央金庫電子決済等代行業者と商工組合中央金庫電子決済等代行業の業務

に関して取引する者又は商工組合中央金庫電子決済等代行業者から商工組合中央金庫

電子決済等代行業の業務の委託を受けた者は、正当な理由があるときは、前項の規定

による報告又は資料の提出を拒むことができる。 

  （立入検査） 

 第六十条の十七 主務大臣は、商工組合中央金庫電子決済等代行業者の商工組合中央金

庫電子決済等代行業の健全かつ適切な運営を確保するため必要があると認めるときは、

当該職員に当該商工組合中央金庫電子決済等代行業者の営業所若しくは事務所その他

の施設に立ち入らせ、その業務若しくは財産の状況に関し質問させ、又は帳簿書類そ

の他の物件を検査させることができる。 

 ２ 主務大臣は、前項の規定による立入り、質問又は検査を行う場合において、特に必

要があると認めるときは、その必要の限度において、当該職員に商工組合中央金庫電

子決済等代行業者と商工組合中央金庫電子決済等代行業の業務に関して取引する者若

しくは商工組合中央金庫電子決済等代行業者から商工組合中央金庫電子決済等代行業

の業務の委託を受けた者の施設に立ち入らせ、商工組合中央金庫電子決済等代行業者

に対する質問若しくは検査に必要な事項に関し質問させ、又は帳簿書類その他の物件

を検査させることができる。 

 ３ 前二項の場合において、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請

求があったときは、これを提示しなければならない。 

 ４ 第一項及び第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解して

はならない。 

 ５ 前条第三項の規定は、第二項の規定による商工組合中央金庫電子決済等代行業者と

商工組合中央金庫電子決済等代行業の業務に関して取引する者又は商工組合中央金庫

電子決済等代行業者から商工組合中央金庫電子決済等代行業の業務の委託を受けた者

に対する質問及び検査について準用する。 

  （業務改善命令） 

 第六十条の十八 主務大臣は、商工組合中央金庫電子決済等代行業者の商工組合中央金

庫電子決済等代行業の健全かつ適切な運営を確保するため必要があると認めるときは、

当該商工組合中央金庫電子決済等代行業者に対し、その必要の限度において、業務の

内容及び方法の変更その他監督上必要な措置を命ずることができる。 

  （登録の取消し等） 



 第六十条の十九 主務大臣は、商工組合中央金庫電子決済等代行業者が次の各号のいず

れかに該当するときは、第六十条の三の登録を取り消し、又は六月以内の期間を定め

て業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

  一 商工組合中央金庫電子決済等代行業者が第六十条の六第一項各号のいずれかに該

当することとなったとき。 

  二 不正の手段により第六十条の三の登録を受けたとき。 

  三 この法律又はこの法律に基づく主務大臣の処分に違反したとき、その他商工組合

中央金庫電子決済等代行業の業務に関し著しく不適当な行為をしたと認められると

き。 

 ２ 主務大臣は、商工組合中央金庫電子決済等代行業者の営業所若しくは事務所の所在

地を確知できないとき、又は商工組合中央金庫電子決済等代行業者の所在（法人であ

る場合にあっては、その法人を代表する役員の所在）を確知できないときは、主務省

令で定めるところにより、その事実を公告し、その公告の日から三十日を経過しても

当該商工組合中央金庫電子決済等代行業者から申出がないときは、当該商工組合中央

金庫電子決済等代行業者の第六十条の三の登録を取り消すことができる。 

 ３ 前項の規定による処分については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章

の規定は、適用しない。 

  （登録の抹消） 

 第六十条の二十 主務大臣は、次に掲げる場合には、商工組合中央金庫電子決済等代行

業者の登録を抹消しなければならない。 

  一 前条第一項又は第二項の規定により第六十条の三の登録を取り消したとき。 

  二 第六十条の九第二項の規定により第六十条の三の登録がその効力を失ったとき。 

  （認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会の認定） 

 第六十条の二十一 主務大臣は、政令で定めるところにより、商工組合中央金庫電子決

済等代行業者が設立した一般社団法人であって、次に掲げる要件を備える者を、その

申請により、次条に規定する業務（以下この章において「認定業務」という。）を行

う者として認定することができる。 

  一 商工組合中央金庫電子決済等代行業の業務の適正を確保し、並びにその健全な発

展及び利用者の利益の保護に資することを目的とすること。 

  二 商工組合中央金庫電子決済等代行業者を社員（以下この章及び第七十四条の二第

二号において「会員」という。）に含む旨の定款の定めがあること。 

  三 認定業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方法を定めていること。 

  四 認定業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並びに財産的基礎を有する

こと。 

  （認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会の業務） 

 第六十条の二十二 認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会は、次に掲げる業



務を行うものとする。 

  一 会員が商工組合中央金庫電子決済等代行業を営むに当たり、この法律その他の法

令の規定及び第三号の規則を遵守させるための会員に対する指導、勧告その他の業

務 

  二 会員の営む商工組合中央金庫電子決済等代行業に関し、契約の内容の適正化その

他商工組合中央金庫電子決済等代行業の利用者の利益の保護を図るために必要な指

導、勧告その他の業務 

  三 会員の営む商工組合中央金庫電子決済等代行業の適正化並びにその取り扱う情報

の適正な取扱い及び安全管理のために必要な規則の制定 

  四 会員のこの法律若しくはこの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく処分又は

前号の規則の遵守の状況の調査 

  五 商工組合中央金庫電子決済等代行業の利用者の利益を保護するために必要な情報

の収集、整理及び提供 

  六 会員の営む商工組合中央金庫電子決済等代行業に関する利用者からの苦情の処理 

  七 商工組合中央金庫電子決済等代行業の利用者に対する広報 

  八 前各号に掲げるもののほか、商工組合中央金庫電子決済等代行業の健全な発展及

び商工組合中央金庫電子決済等代行業の利用者の保護に資する業務 

  （会員名簿の縦覧等） 

 第六十条の二十三 認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会は、会員名簿を公

衆の縦覧に供しなければならない。 

 ２ 認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会でない者（銀行法第五十二条の六

十一の十九の規定による認定を受けた者その他これに類する者として政令で定めるも

のを除く。）は、その名称中に、認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会と

誤認されるおそれのある文字を使用してはならない。 

 ３ 認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会の会員でない者（銀行法第二条第

十九項に規定する認定電子決済等代行事業者協会の社員である者その他これに類する

者として政令で定めるものを除く。）は、その名称中に、認定商工組合中央金庫電子

決済等代行事業者協会の会員と誤認されるおそれのある文字を使用してはならない。 

  （利用者の保護に資する情報の提供） 

 第六十条の二十四 認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会は、第六十条の三

十一の規定により主務大臣から提供を受けた情報のうち商工組合中央金庫電子決済等

代行業の利用者の保護に資する情報について、商工組合中央金庫電子決済等代行業の

利用者に提供できるようにしなければならない。 

  （利用者からの苦情に関する対応） 

 第六十条の二十五 認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会は、商工組合中央

金庫電子決済等代行業の利用者から会員の営む商工組合中央金庫電子決済等代行業に



関する苦情について解決の申出があったときは、その相談に応じ、申出人に必要な助

言をし、その苦情に係る事情を調査するとともに、当該会員に対しその苦情の内容を

通知してその迅速な処理を求めなければならない。 

 ２ 認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会は、前項の申出に係る苦情の解決

について必要があると認めるときは、当該会員に対し、文書若しくは口頭による説明

を求め、又は資料の提出を求めることができる。 

 ３ 会員は、認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会から前項の規定による求

めがあったときは、正当な理由がないのに、これを拒んではならない。 

 ４ 認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会は、第一項の申出、苦情に係る事

情及びその解決の結果について会員に周知させなければならない。 

  （認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会への報告等） 

 第六十条の二十六 会員は、商工組合中央金庫電子決済等代行業者が行った利用者の保

護に欠ける行為に関する情報その他商工組合中央金庫電子決済等代行業の利用者の利

益を保護するために必要な情報として主務省令で定めるものを取得したときは、これ

を認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会に報告しなければならない。 

 ２ 認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会は、その保有する前項に規定する

情報について会員から提供の請求があったときは、正当な理由がある場合を除き、当

該請求に係る情報を提供しなければならない。 

  （秘密保持義務等） 

 第六十条の二十七 認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会の役員若しくは職

員又はこれらの職にあった者（次項において「役員等」という。）は、その職務に関

して知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。 

 ２ 認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会の役員等は、その職務に関して知

り得た情報を、認定業務（当該認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会が銀

行法第五十二条の六十一の十九の認定を受けた一般社団法人であって、当該役員等が

当該一般社団法人の同法第五十二条の六十一の二十に規定する業務に従事する役員等

である場合における当該業務その他これに類する業務として政令で定める業務を含

む。）の用に供する目的以外に利用してはならない。 

  （定款の必要的記載事項） 

 第六十条の二十八 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第四

十八号）第十一条第一項各号に掲げる事項及び第六十条の二十一第二号に規定する定

款の定めのほか、認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会は、その定款にお

いて、この法律若しくはこの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく処分又は第六

十条の二十二第三号の規則に違反した会員に対し、定款で定める会員の権利の停止若

しくは制限を命じ、又は除名する旨を定めなければならない。 

  （立入検査等） 



 第六十条の二十九 主務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、認定商工組合

中央金庫電子決済等代行事業者協会に対し、その業務若しくは財産に関し参考となる

べき報告若しくは資料の提出を命じ、又は当該職員に当該認定商工組合中央金庫電子

決済等代行事業者協会の事務所に立ち入らせ、その業務若しくは財産の状況に関して

質問させ、若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

 ２ 前項の場合において、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求

があったときは、これを提示しなければならない。 

 ３ 第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

  （認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会に対する監督命令等） 

 第六十条の三十 主務大臣は、認定業務の運営に関し改善が必要であると認めるときは、

この法律の施行に必要な限度において、認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者

協会に対し、その改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 ２ 主務大臣は、認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会の業務の運営がこの

法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したときは、その

認定を取り消し、又は六月以内の期間を定めてその業務の全部若しくは一部の停止を

命ずることができる。 

  （認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会への情報提供） 

 第六十条の三十一 主務大臣は、認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会の求

めに応じ、認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会が認定業務を適正に行う

ために必要な限度において、商工組合中央金庫電子決済等代行業者に関する情報であ

って認定業務に資するものとして主務省令で定める情報を提供することができる。 

  （電子決済等代行業者による商工組合中央金庫電子決済等代行業） 

 第六十条の三十二 第六十条の三の規定にかかわらず、銀行法第二条第十八項に規定す

る電子決済等代行業者（以下この条、次条第七号及び第七十六条において「電子決済

等代行業者」という。）は、商工組合中央金庫電子決済等代行業を営むことができる。 

 ２ 電子決済等代行業者は、商工組合中央金庫電子決済等代行業を営もうとするときは、

第六十条の四第一項各号に掲げる事項を記載した書類及び同条第二項第三号に掲げる

書類を主務大臣に届け出なければならない。 

 ３ 主務大臣は、前項の規定による届出をした電子決済等代行業者に係る名簿を作成し、

これを公衆の縦覧に供しなければならない。 

 ４ 主務大臣は、第一項の規定により商工組合中央金庫電子決済等代行業を営む電子決

済等代行業者が、この法律又はこの法律に基づく主務大臣の処分に違反した場合その

他商工組合中央金庫電子決済等代行業の業務に関し著しく不適当な行為をしたと認め

られる場合であって、他の方法により監督の目的を達成することができないときは、

当該電子決済等代行業者に、商工組合中央金庫電子決済等代行業の廃止を命ずること

ができる。 



 ５ 電子決済等代行業者が第一項の規定により商工組合中央金庫電子決済等代行業を営

む場合においては、当該電子決済等代行業者を商工組合中央金庫電子決済等代行業者

とみなして、第六十条の七第一項及び第三項、第六十条の八、第六十条の九第一項、

第六十条の十から第六十条の十八まで、第六十条の十九第一項、第六十条の二十一か

ら前条まで、次条（第一号を除く。）並びに第六十条の三十四の規定並びにこれらの

規定に係る第十章の規定を適用する。この場合において、第六十条の十九第一項中

「次の各号のいずれか」とあるのは「第三号」と、「第六十条の三の登録を取り消し、

又は六月」とあるのは「六月」と、「若しくは」とあるのは「又は」とするほか、必

要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （主務大臣の告示） 

 第六十条の三十三 次に掲げる場合には、主務大臣は、その旨を官報で告示するものと

する。 

  一 第六十条の九第二項の規定により第六十条の三の登録が効力を失ったとき。 

  二 第六十条の十九第一項の規定により商工組合中央金庫電子決済等代行業者の商工

組合中央金庫電子決済等代行業の全部又は一部の停止を命じたとき。 

  三 第六十条の十九第一項又は第二項の規定により第六十条の三の登録を取り消した

とき。 

  四 第六十条の二十一の規定による認定をしたとき。 

  五 第六十条の三十第二項の規定により第六十条の二十一の認定を取り消したとき。 

  六 第六十条の三十第二項の規定により認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者

協会の業務の全部又は一部の停止を命じたとき。 

  七 前条第四項の規定により電子決済等代行業者の商工組合中央金庫電子決済等代行

業の廃止を命じたとき。 

  （外国法人等に対するこの法律の規定の適用に当たっての技術的読替え等） 

 第六十条の三十四 商工組合中央金庫電子決済等代行業者が外国法人又は外国に住所を

有する個人である場合におけるこの法律の規定の適用に当たっての技術的読替えその

他当該外国法人又は個人に対するこの法律の規定の適用に関し必要な事項は、政令で

定める。 

  第六十五条中「又は承認」を「、承認、登録又は認定」に改める。 

  第七十条に次の三号を加える。 

  三 第六十条の三の規定に違反して、同条の登録を受けないで商工組合中央金庫電子

決済等代行業（第六十条の二第一項に規定する商工組合中央金庫電子決済等代行業

をいう。第五号において同じ。）を営んだとき。 

  四 不正の手段により第六十条の三の登録を受けたとき。 

  五 第六十条の三十二第四項の規定による商工組合中央金庫電子決済等代行業の廃止

の命令に違反したとき。 



  第七十一条を次のように改める。 

 第七十一条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、二年

以下の懲役又は三百万円以下の罰金に処する。 

  一 第五十九条、第六十条又は第六十条の十九第一項の規定による業務の全部又は一

部の停止の命令に違反したとき。 

  二 第六十条の三十第二項の規定による業務の全部又は一部の停止の命令に違反した

とき。 

  第七十二条第一号中「第十条若しくは」を「第十条、」に、「の規定」を「若しくは

第六十条の十六第一項若しくは第二項の規定」に改め、同条第二号中「若しくは第五十

八条第一項若しくは第二項」を「、第五十八条第一項若しくは第二項若しくは第六十条

の十七第一項若しくは第二項」に改め、同条第三号中「第五十一条」の下に「若しくは

第六十条の十五」を加え、「同条」を「これら」に改め、同条に次の一号を加える。 

  六 第六十条の四第一項の規定による登録申請書又は同条第二項の規定によりこれに

添付すべき書類に虚偽の記載をして提出したとき。 

  第七十三条の次に次の一条を加える。 

 第七十三条の二 第六十条の二十七の規定に違反した場合には、当該違反行為をした者

は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

  第七十四条に次の一号を加える。 

  五 第六十条の二十九第一項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは

虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は同項の規定による職員の質問に対して答

弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ

若しくは忌避したとき。 

  第七十四条の次に次の一条を加える。 

 第七十四条の二 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、

三十万円以下の罰金に処する。 

  一 第六十条の七第三項若しくは第六十条の九第一項の規定による届出をせず、又は

虚偽の届出をしたとき。 

  二 第六十条の二十三第三項の規定に違反してその名称中に認定商工組合中央金庫電

子決済等代行事業者協会（第六十条の二第三項に規定する認定商工組合中央金庫電

子決済等代行事業者協会をいう。第七十六条及び第七十七条第二号において同

じ。）の会員と誤認されるおそれのある文字を使用したとき。 

  第七十五条第一項第一号中「第七十一条」を「第七十一条第一号」に改め、同項第四

号中「第七十条第一号又は前条」を「第七十条（第二号を除く。）、第七十一条第二号

又は前二条」に改める。 

  第七十六条中「又は株主」を「、株主」に改め、「清算人）」の下に「、商工組合中

央金庫電子決済等代行業者（第六十条の二第二項に規定する商工組合中央金庫電子決済



等代行業者をいう。以下この条において同じ。）若しくは電子決済等代行業者（商工組

合中央金庫電子決済等代行業者又は電子決済等代行業者が法人であるときは、その取締

役、執行役、会計参与（会計参与が法人であるときは、その職務を行うべき社員）、監

査役、理事、監事、代表者、業務を執行する社員又は清算人）又は認定商工組合中央金

庫電子決済等代行事業者協会の理事、監事若しくは清算人」を加え、同条第二号中「又

は第三十九条第七項」を「、第三十九条第七項、第六十条の七第一項、第六十条の八又

は第六十条の三十二第二項」に改め、同条第八号中「又は第十三条第一項」を「、第十

三条第一項、第六十条の十八又は第六十条の三十第一項」に改め、同条中第十八号を第

十九号とし、第十七号を第十八号とし、第十六号の次に次の一号を加える。 

  十七 第六十条の十四の規定による帳簿書類の作成若しくは保存をせず、又は虚偽の

帳簿書類を作成したとき。 

  第七十六条の次に次の一条を加える。 

 第七十六条の二 正当な理由がないのに第六十条の二十三第一項の規定による名簿の縦

覧を拒んだ場合には、当該違反行為をした者は、五十万円以下の過料に処する。 

  第七十七条を次のように改める。 

 第七十七条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、十万

円以下の過料に処する。 

  一 第五条の規定に違反したとき。 

  二 第六十条の二十三第二項の規定に違反してその名称中に認定商工組合中央金庫電

子決済等代行事業者協会と誤認されるおそれのある文字を使用したとき。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、附則第十条、第十一条及び第二十条の規定は、公布の日から

施行する。 

 （銀行法の一部改正に伴う経過措置） 

第二条 この法律の施行の際現に電子決済等代行業（第一条の規定による改正後の銀行法

（以下「新銀行法」という。）第二条第十七項に規定する電子決済等代行業をいう。以

下同じ。）を営んでいる者は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）から起

算して六月間（当該期間内に新銀行法第五十二条の六十一の五第一項の規定による登録

の拒否の処分があったとき、又は次項の規定により読み替えて適用される新銀行法第五

十二条の六十一の十七第一項の規定により電子決済等代行業の全部の廃止を命ぜられた

ときは、当該処分のあった日又は当該廃止を命ぜられた日までの間）は、新銀行法第五

十二条の六十一の二の規定にかかわらず、当該電子決済等代行業を営むことができる。

その者がその期間内に同条の登録の申請をした場合において、その期間を経過したとき

は、その申請について登録又は登録の拒否の処分があるまでの間も、同様とする。 



２ 前項の規定により電子決済等代行業を営むことができる場合においては、その者を電

子決済等代行業者（新銀行法第二条第十八項に規定する電子決済等代行業者をいう。以

下同じ。）とみなして、新銀行法（第五十二条の六十一の十及び第五十二条の六十一の

十一を除く。）の規定を適用する。この場合において、新銀行法第五十二条の六十一の

十七第一項中「第五十二条の六十一の二の登録を取り消し」とあるのは、「電子決済等

代行業の全部の廃止を命じ」とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

３ 前項の規定により読み替えて適用される新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項の

規定により電子決済等代行業の全部の廃止を命ぜられた場合における新銀行法の規定の

適用については、当該廃止を命ぜられた者を同項の規定により新銀行法第五十二条の六

十一の二の登録を取り消された者と、当該廃止を命ぜられた日を当該登録の取消しの日

とみなす。 

４ 施行日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日までにおける新銀

行法第五十二条の六十一の十の規定の適用については、同条第一項中「は、第二条第十

七項各号」とあるのは「（第二条第十七項第一号」と、「）を」とあるのは「以下この

項において同じ。）を行うものに限る。以下この条及び次条において同じ。）は、同号

に掲げる行為を」と、「それぞれ当該各号」とあるのは「同号」と、「電子決済等代行

業に」とあるのは「電子決済等代行業（同号に掲げる行為を行うものに限る。以下この

項及び次項並びに次条第二項において同じ。）に」とする。 

５ この法律の施行の際現にその名称中に認定電子決済等代行事業者協会又は認定電子決

済等代行事業者協会の会員であると誤認されるおそれのある文字を使用している者につ

いては、新銀行法第五十二条の六十一の二十一第二項及び第三項の規定は、施行日から

起算して六月間は、適用しない。 

 （農業協同組合法の一部改正に伴う経過措置） 

第三条 この法律の施行の際現に特定信用事業電子決済等代行業（第二条の規定による改

正後の農業協同組合法（以下「新農業協同組合法」という。）第九十二条の五の二第二

項に規定する特定信用事業電子決済等代行業をいう。以下この条において同じ。）を営

んでいる者は、施行日から起算して六月間（当該期間内に新農業協同組合法第九十二条

の五の九第一項において準用する新銀行法第五十二条の六十一の五第一項の規定による

登録の拒否の処分があったとき、又は次項の規定により読み替えて適用される新農業協

同組合法第九十二条の五の九第一項において準用する新銀行法第五十二条の六十一の十

七第一項の規定により特定信用事業電子決済等代行業の全部の廃止を命ぜられたときは、

当該処分のあった日又は当該廃止を命ぜられた日までの間）は、新農業協同組合法第九

十二条の五の二第一項の規定にかかわらず、当該特定信用事業電子決済等代行業を営む

ことができる。その者がその期間内に同項又は新銀行法第五十二条の六十一の二の登録

の申請をした場合において、その期間を経過したときは、その申請（その者がその期間

内に同項及び同条の登録の申請をした場合にあっては、同項の申請）について登録又は



登録の拒否の処分があるまでの間も、同様とする。 

２ 前項の規定により特定信用事業電子決済等代行業を営むことができる場合においては、

その者を特定信用事業電子決済等代行業者（新農業協同組合法第九十二条の五の三第一

項に規定する特定信用事業電子決済等代行業者をいう。以下この条において同じ。）と

みなして、新農業協同組合法（第九十二条の五の三から第九十二条の五の五までを除

く。）の規定を適用する。この場合において、新農業協同組合法第九十二条の五の九に

おいて読み替えて準用する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項中「農業協同組合

法第九十二条の五の二第一項の登録を取り消し」とあるのは、「特定信用事業電子決済

等代行業の全部の廃止を命じ」とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

３ 前項の規定により読み替えて適用される新農業協同組合法第九十二条の五の九第一項

において準用する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項の規定により特定信用事業

電子決済等代行業の全部の廃止を命ぜられた場合における新農業協同組合法及び新銀行

法の規定の適用については、当該廃止を命ぜられた者を新農業協同組合法第九十二条の

五の九第一項において準用する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項の規定により

新農業協同組合法第九十二条の五の二第一項の登録を取り消された者と、当該廃止を命

ぜられた日を当該登録の取消しの日とみなす。 

４ 施行日から前条第四項に規定する政令で定める日までにおける新農業協同組合法第九

十二条の五の三及び第九十二条の五の六（第二項の規定により適用する場合を含む。）

の規定の適用については、新農業協同組合法第九十二条の五の三第一項中「同条第二項

に規定する特定信用事業電子決済等代行業をいう。以下」とあるのは「同条第二項第一

号に掲げる行為（同項に規定する主務省令で定める行為を除く。以下この項において同

じ。）を行う営業をいう。以下この条から第九十二条の五の五までにおいて」と、「同

じ。）は、同条第二項各号」とあるのは「この条から第九十二条の五の五までにおいて

同じ。）は、同号」と、「行為（同項に規定する主務省令で定める行為を除く。）」と

あるのは「行為」と、「それぞれ当該各号」とあるのは「同号」と、新農業協同組合法

第九十二条の五の六中「特定信用事業電子決済等代行業者が」とあるのは「特定信用事

業電子決済等代行業者（第九十二条の五の二第一項の登録を受けて特定信用事業電子決

済等代行業（同条第二項に規定する特定信用事業電子決済等代行業をいう。以下同

じ。）を営む者をいう。以下同じ。）が」とする。 

５ この法律の施行の際現にその名称中に認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会又

は認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会の協会員であると誤認されるおそれのあ

る文字を使用している者については、新農業協同組合法第九十二条の五の九第一項にお

いて準用する新銀行法第五十二条の六十一の二十一第二項及び第三項の規定は、施行日

から起算して六月間は、適用しない。 

 （水産業協同組合法の一部改正に伴う経過措置） 

第四条 この法律の施行の際現に特定信用事業電子決済等代行業（第三条の規定による改



正後の水産業協同組合法（以下「新水産業協同組合法」という。）第百二十一条の五の

二第二項に規定する特定信用事業電子決済等代行業をいう。以下この条において同

じ。）を営んでいる者は、施行日から起算して六月間（当該期間内に新水産業協同組合

法第百二十一条の五の九第一項において準用する新銀行法第五十二条の六十一の五第一

項の規定による登録の拒否の処分があったとき、又は次項の規定により読み替えて適用

される新水産業協同組合法第百二十一条の五の九第一項において準用する新銀行法第五

十二条の六十一の十七第一項の規定により特定信用事業電子決済等代行業の全部の廃止

を命ぜられたときは、当該処分のあった日又は当該廃止を命ぜられた日までの間）は、

新水産業協同組合法第百二十一条の五の二第一項の規定にかかわらず、当該特定信用事

業電子決済等代行業を営むことができる。その者がその期間内に同項又は新銀行法第五

十二条の六十一の二の登録の申請をした場合において、その期間を経過したときは、そ

の申請（その者がその期間内に同項及び同条の登録の申請をした場合にあっては、同項

の申請）について登録又は登録の拒否の処分があるまでの間も、同様とする。 

２ 前項の規定により特定信用事業電子決済等代行業を営むことができる場合においては、

その者を特定信用事業電子決済等代行業者（新水産業協同組合法第百二十一条の五の三

第一項に規定する特定信用事業電子決済等代行業者をいう。以下この条において同

じ。）とみなして、新水産業協同組合法（第百二十一条の五の三から第百二十一条の五

の五までを除く。）の規定を適用する。この場合において、新水産業協同組合法第百二

十一条の五の九において読み替えて準用する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項

中「水産業協同組合法第百二十一条の五の二第一項の登録を取り消し」とあるのは、

「特定信用事業電子決済等代行業の全部の廃止を命じ」とするほか、必要な技術的読替

えは、政令で定める。 

３ 前項の規定により読み替えて適用される新水産業協同組合法第百二十一条の五の九第

一項において準用する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項の規定により特定信用

事業電子決済等代行業の全部の廃止を命ぜられた場合における新水産業協同組合法及び

新銀行法の規定の適用については、当該廃止を命ぜられた者を新水産業協同組合法第百

二十一条の五の九第一項において準用する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項の

規定により新水産業協同組合法第百二十一条の五の二第一項の登録を取り消された者と、

当該廃止を命ぜられた日を当該登録の取消しの日とみなす。 

４ 施行日から附則第二条第四項に規定する政令で定める日までにおける新水産業協同組

合法第百二十一条の五の三及び第百二十一条の五の六（第二項の規定により適用する場

合を含む。）の規定の適用については、新水産業協同組合法第百二十一条の五の三第一

項中「同条第二項に規定する特定信用事業電子決済等代行業をいう。以下」とあるのは

「同条第二項第一号に掲げる行為（同項に規定する主務省令で定める行為を除く。以下

この項において同じ。）を行う営業をいう。以下この条から第百二十一条の五の五まで

において」と、「同じ。）は、同条第二項各号」とあるのは「この条から第百二十一条



の五の五までにおいて同じ。）は、同号」と、「行為（同項に規定する主務省令で定め

る行為を除く。）」とあるのは「行為」と、「それぞれ当該各号」とあるのは「同号」

と、新水産業協同組合法第百二十一条の五の六中「特定信用事業電子決済等代行業者

が」とあるのは「特定信用事業電子決済等代行業者（第百二十一条の五の二第一項の登

録を受けて特定信用事業電子決済等代行業（同条第二項に規定する特定信用事業電子決

済等代行業をいう。以下同じ。）を営む者をいう。以下同じ。）が」とする。 

５ この法律の施行の際現にその名称中に認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会又

は認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会の協会員であると誤認されるおそれのあ

る文字を使用している者については、新水産業協同組合法第百二十一条の五の九第一項

において準用する新銀行法第五十二条の六十一の二十一第二項及び第三項の規定は、施

行日から起算して六月間は、適用しない。 

 （協同組合による金融事業に関する法律の一部改正に伴う経過措置） 

第五条 この法律の施行の際現に信用協同組合電子決済等代行業（第五条の規定による改

正後の協同組合による金融事業に関する法律（以下「新協同組合金融事業法」とい

う。）第六条の五の二第二項に規定する信用協同組合電子決済等代行業をいう。以下同

じ。）を営んでいる者は、施行日から起算して六月間（当該期間内に新協同組合金融事

業法第六条の五の十第一項において準用する新銀行法第五十二条の六十一の五第一項の

規定による登録の拒否の処分があったとき、又は次項の規定により読み替えて適用され

る新協同組合金融事業法第六条の五の十第一項において準用する新銀行法第五十二条の

六十一の十七第一項の規定により信用協同組合電子決済等代行業の全部の廃止を命ぜら

れたときは、当該処分のあった日又は当該廃止を命ぜられた日までの間）は、新協同組

合金融事業法第六条の五の二第一項の規定にかかわらず、当該信用協同組合電子決済等

代行業を営むことができる。その者がその期間内に同項又は新銀行法第五十二条の六十

一の二の登録の申請をした場合において、その期間を経過したときは、その申請（その

者がその期間内に同項及び同条の登録の申請をした場合にあっては、同項の申請）につ

いて登録又は登録の拒否の処分があるまでの間も、同様とする。 

２ 前項の規定により信用協同組合電子決済等代行業を営むことができる場合においては、

その者を信用協同組合電子決済等代行業者（新協同組合金融事業法第六条の五の三第一

項に規定する信用協同組合電子決済等代行業者をいう。以下同じ。）とみなして、新協

同組合金融事業法（第六条の五の三から第六条の五の六までを除く。）の規定を適用す

る。この場合において、新協同組合金融事業法第六条の五の十第一項において読み替え

て準用する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項中「協同組合による金融事業に関

する法律第六条の五の二第一項の登録を取り消し」とあるのは、「信用協同組合電子決

済等代行業の全部の廃止を命じ」とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

３ 前項の規定により読み替えて適用される新協同組合金融事業法第六条の五の十第一項

において準用する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項の規定により信用協同組合



電子決済等代行業の全部の廃止を命ぜられた場合における新協同組合金融事業法及び新

銀行法の規定の適用については、当該廃止を命ぜられた者を新協同組合金融事業法第六

条の五の十第一項において準用する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項の規定に

より新協同組合金融事業法第六条の五の二第一項の登録を取り消された者と、当該廃止

を命ぜられた日を当該登録の取消しの日とみなす。 

４ 施行日から附則第二条第四項に規定する政令で定める日までにおける新協同組合金融

事業法第六条の五の三及び第六条の五の五並びに第六条の五の七（第二項の規定により

適用する場合を含む。）の規定の適用については、新協同組合金融事業法第六条の五の

三第一項中「同条第二項に規定する信用協同組合電子決済等代行業をいう。以下」とあ

るのは「同条第二項第一号に掲げる行為（同項に規定する内閣府令で定める行為を除く。

以下この項において同じ。）を行う営業をいう。以下この条から第六条の五の六までに

おいて」と、「同じ。）は、同条第二項各号」とあるのは「この条から第六条の五の六

までにおいて同じ。）は、同号」と、「行為（同項に規定する内閣府令で定める行為を

除く。）」とあるのは「行為」と、「それぞれ当該各号」とあるのは「同号」と、新協

同組合金融事業法第六条の五の五第一項中「第六条の五の二第二項各号」とあるのは

「第六条の五の二第二項第一号」と、新協同組合金融事業法第六条の五の七中「信用協

同組合電子決済等代行業者が」とあるのは「信用協同組合電子決済等代行業者（第六条

の五の二第一項の登録を受けて信用協同組合電子決済等代行業（同条第二項に規定する

信用協同組合電子決済等代行業をいう。以下同じ。）を営む者をいう。以下同じ。）

が」とする。 

５ この法律の施行の際現にその名称中に認定信用協同組合電子決済等代行事業者協会又

は認定信用協同組合電子決済等代行事業者協会の協会員であると誤認されるおそれのあ

る文字を使用している者については、新協同組合金融事業法第六条の五の十第一項にお

いて準用する新銀行法第五十二条の六十一の二十一第二項及び第三項の規定は、施行日

から起算して六月間は、適用しない。 

 （信用金庫法の一部改正に伴う経過措置） 

第六条 この法律の施行の際現に信用金庫電子決済等代行業（第六条の規定による改正後

の信用金庫法（以下「新信用金庫法」という。）第八十五条の四第二項に規定する信用

金庫電子決済等代行業をいう。以下同じ。）を営んでいる者は、施行日から起算して六

月間（当該期間内に新信用金庫法第八十九条第七項において準用する新銀行法第五十二

条の六十一の五第一項の規定による登録の拒否の処分があったとき、又は次項の規定に

より読み替えて適用される新信用金庫法第八十九条第七項において準用する新銀行法第

五十二条の六十一の十七第一項の規定により信用金庫電子決済等代行業の全部の廃止を

命ぜられたときは、当該処分のあった日又は当該廃止を命ぜられた日までの間）は、新

信用金庫法第八十五条の四第一項の規定にかかわらず、当該信用金庫電子決済等代行業

を営むことができる。その者がその期間内に同項又は新銀行法第五十二条の六十一の二



の登録の申請をした場合において、その期間を経過したときは、その申請（その者がそ

の期間内に同項及び同条の登録の申請をした場合にあっては、同項の申請）について登

録又は登録の拒否の処分があるまでの間も、同様とする。 

２ 前項の規定により信用金庫電子決済等代行業を営むことができる場合においては、そ

の者を信用金庫電子決済等代行業者（新信用金庫法第八十五条の五第一項に規定する信

用金庫電子決済等代行業者をいう。以下同じ。）とみなして、新信用金庫法（第八十五

条の五から第八十五条の八までを除く。）の規定を適用する。この場合において、新信

用金庫法第八十九条第七項において読み替えて準用する新銀行法第五十二条の六十一の

十七第一項中「信用金庫法第八十五条の四第一項の登録を取り消し」とあるのは、「信

用金庫電子決済等代行業の全部の廃止を命じ」とするほか、必要な技術的読替えは、政

令で定める。 

３ 前項の規定により読み替えて適用される新信用金庫法第八十九条第七項において準用

する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項の規定により信用金庫電子決済等代行業

の全部の廃止を命ぜられた場合における新信用金庫法及び新銀行法の規定の適用につい

ては、当該廃止を命ぜられた者を新信用金庫法第八十九条第七項において準用する新銀

行法第五十二条の六十一の十七第一項の規定により新信用金庫法第八十五条の四第一項

の登録を取り消された者と、当該廃止を命ぜられた日を当該登録の取消しの日とみなす。 

４ 施行日から附則第二条第四項に規定する政令で定める日までにおける新信用金庫法第

八十五条の五及び第八十五条の七並びに第八十五条の九（第二項の規定により適用する

場合を含む。）の規定の適用については、新信用金庫法第八十五条の五第一項中「同条

第二項に規定する信用金庫電子決済等代行業をいう。以下」とあるのは「同条第二項第

一号に掲げる行為（同項に規定する内閣府令で定める行為を除く。以下この項において

同じ。）を行う営業をいう。以下この条から第八十五条の八までにおいて」と、「同

じ。）は、同条第二項各号」とあるのは「この条から第八十五条の八までにおいて同

じ。）は、同号」と、「行為（同項に規定する内閣府令で定める行為を除く。）」とあ

るのは「行為」と、「それぞれ当該各号」とあるのは「同号」と、新信用金庫法第八十

五条の七第一項中「第八十五条の四第二項各号」とあるのは「第八十五条の四第二項第

一号」と、新信用金庫法第八十五条の九中「信用金庫電子決済等代行業者が」とあるの

は「信用金庫電子決済等代行業者（第八十五条の四第一項の登録を受けて信用金庫電子

決済等代行業（同条第二項に規定する信用金庫電子決済等代行業をいう。以下同じ。）

を営む者をいう。以下同じ。）が」とする。 

５ この法律の施行の際現にその名称中に認定信用金庫電子決済等代行事業者協会又は認

定信用金庫電子決済等代行事業者協会の協会員であると誤認されるおそれのある文字を

使用している者については、新信用金庫法第八十九条第七項において準用する新銀行法

第五十二条の六十一の二十一第二項及び第三項の規定は、施行日から起算して六月間は、

適用しない。 



 （労働金庫法の一部改正に伴う経過措置） 

第七条 この法律の施行の際現に労働金庫電子決済等代行業（第七条の規定による改正後

の労働金庫法（以下「新労働金庫法」という。）第八十九条の五第二項に規定する労働

金庫電子決済等代行業をいう。以下同じ。）を営んでいる者は、施行日から起算して六

月間（当該期間内に新労働金庫法第九十四条第五項において準用する新銀行法第五十二

条の六十一の五第一項の規定による登録の拒否の処分があったとき、又は次項の規定に

より読み替えて適用される新労働金庫法第九十四条第五項において準用する新銀行法第

五十二条の六十一の十七第一項の規定により労働金庫電子決済等代行業の全部の廃止を

命ぜられたときは、当該処分のあった日又は当該廃止を命ぜられた日までの間）は、新

労働金庫法第八十九条の五第一項の規定にかかわらず、当該労働金庫電子決済等代行業

を営むことができる。その者がその期間内に同項又は新銀行法第五十二条の六十一の二

の登録の申請をした場合において、その期間を経過したときは、その申請（その者がそ

の期間内に同項及び同条の登録の申請をした場合にあっては、同項の申請）について登

録又は登録の拒否の処分があるまでの間も、同様とする。 

２ 前項の規定により労働金庫電子決済等代行業を営むことができる場合においては、そ

の者を労働金庫電子決済等代行業者（新労働金庫法第八十九条の六第一項に規定する労

働金庫電子決済等代行業者をいう。以下同じ。）とみなして、新労働金庫法（第八十九

条の六から第八十九条の九までを除く。）の規定を適用する。この場合において、新労

働金庫法第九十四条第五項において読み替えて準用する新銀行法第五十二条の六十一の

十七第一項中「労働金庫法第八十九条の五第一項の登録を取り消し」とあるのは、「労

働金庫電子決済等代行業の全部の廃止を命じ」とするほか、必要な技術的読替えは、政

令で定める。 

３ 前項の規定により読み替えて適用される新労働金庫法第九十四条第五項において準用

する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項の規定により労働金庫電子決済等代行業

の全部の廃止を命ぜられた場合における新労働金庫法及び新銀行法の規定の適用につい

ては、当該廃止を命ぜられた者を新労働金庫法第九十四条第五項において準用する新銀

行法第五十二条の六十一の十七第一項の規定により新労働金庫法第八十九条の五第一項

の登録を取り消された者と、当該廃止を命ぜられた日を当該登録の取消しの日とみなす。 

４ 施行日から附則第二条第四項に規定する政令で定める日までにおける新労働金庫法第

八十九条の六及び第八十九条の八並びに第八十九条の十（第二項の規定により適用する

場合を含む。）の規定の適用については、新労働金庫法第八十九条の六第一項中「同条

第二項に規定する労働金庫電子決済等代行業をいう。以下」とあるのは「同条第二項第

一号に掲げる行為（同項に規定する内閣府令・厚生労働省令で定める行為を除く。以下

この項において同じ。）を行う営業をいう。以下この条から第八十九条の九までにおい

て」と、「同じ。）は、同条第二項各号」とあるのは「この条から第八十九条の九まで

において同じ。）は、同号」と、「行為（同項に規定する内閣府令・厚生労働省令で定



める行為を除く。）」とあるのは「行為」と、「それぞれ当該各号」とあるのは「同

号」と、新労働金庫法第八十九条の八第一項中「第八十九条の五第二項各号」とあるの

は「第八十九条の五第二項第一号」と、新労働金庫法第八十九条の十中「労働金庫電子

決済等代行業者が」とあるのは「労働金庫電子決済等代行業者（第八十九条の五第一項

の登録を受けて労働金庫電子決済等代行業（同条第二項に規定する労働金庫電子決済等

代行業をいう。以下同じ。）を営む者をいう。以下同じ。）が」とする。 

５ この法律の施行の際現にその名称中に認定労働金庫電子決済等代行事業者協会又は認

定労働金庫電子決済等代行事業者協会の協会員であると誤認されるおそれのある文字を

使用している者については、新労働金庫法第九十四条第五項において準用する新銀行法

第五十二条の六十一の二十一第二項及び第三項の規定は、施行日から起算して六月間は、

適用しない。 

 （農林中央金庫法の一部改正に伴う経過措置） 

第八条 この法律の施行の際現に農林中央金庫電子決済等代行業（第八条の規定による改

正後の農林中央金庫法（以下「新農林中央金庫法」という。）第九十五条の五の二第二

項に規定する農林中央金庫電子決済等代行業をいう。以下同じ。）を営んでいる者は、

施行日から起算して六月間（当該期間内に新農林中央金庫法第九十五条の五の十第一項

において準用する新銀行法第五十二条の六十一の五第一項の規定による登録の拒否の処

分があったとき、又は次項の規定により読み替えて適用される新農林中央金庫法第九十

五条の五の十第一項において準用する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項の規定

により農林中央金庫電子決済等代行業の全部の廃止を命ぜられたときは、当該処分のあ

った日又は当該廃止を命ぜられた日までの間）は、新農林中央金庫法第九十五条の五の

二第一項の規定にかかわらず、当該農林中央金庫電子決済等代行業を営むことができる。

その者がその期間内に同項又は新銀行法第五十二条の六十一の二の登録の申請をした場

合において、その期間を経過したときは、その申請（その者がその期間内に同項及び同

条の登録の申請をした場合にあっては、同項の申請）について登録又は登録の拒否の処

分があるまでの間も、同様とする。 

２ 前項の規定により農林中央金庫電子決済等代行業を営むことができる場合においては、

その者を農林中央金庫電子決済等代行業者（新農林中央金庫法第九十五条の五の三第一

項に規定する農林中央金庫電子決済等代行業者をいう。以下同じ。）とみなして、新農

林中央金庫法（第九十五条の五の三から第九十五条の五の六までを除く。）の規定を適

用する。この場合において、新農林中央金庫法第九十五条の五の十において読み替えて

準用する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項中「農林中央金庫法第九十五条の五

の二第一項の登録を取り消し」とあるのは、「農林中央金庫電子決済等代行業の全部の

廃止を命じ」とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

３ 前項の規定により読み替えて適用される新農林中央金庫法第九十五条の五の十第一項

において準用する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項の規定により農林中央金庫



電子決済等代行業の全部の廃止を命ぜられた場合における新農林中央金庫法及び新銀行

法の規定の適用については、当該廃止を命ぜられた者を新農林中央金庫法第九十五条の

五の十第一項において準用する新銀行法第五十二条の六十一の十七第一項の規定により

新農林中央金庫法第九十五条の五の二第一項の登録を取り消された者と、当該廃止を命

ぜられた日を当該登録の取消しの日とみなす。 

４ 施行日から附則第二条第四項に規定する政令で定める日までにおける新農林中央金庫

法第九十五条の五の三及び第九十五条の五の五並びに第九十五条の五の七（第二項の規

定により適用する場合を含む。）の規定の適用については、新農林中央金庫法第九十五

条の五の三第一項中「同条第二項に規定する農林中央金庫電子決済等代行業をいう。以

下」とあるのは「同条第二項第一号に掲げる行為（同項に規定する主務省令で定める行

為を除く。以下この項において同じ。）を行う営業をいう。以下この条から第九十五条

の五の六までにおいて」と、「同じ。）は、同条第二項各号」とあるのは「この条から

第九十五条の五の六までにおいて同じ。）は、同号」と、新農林中央金庫法第九十五条

の五の五第一項中「第九十二条の五の二第二項各号」とあるのは「第九十二条の五の二

第二項第一号」と、「第百二十一条の五の二第二項各号」とあるのは「第百二十一条の

五の二第二項第一号」と、新農林中央金庫法第九十五条の五の七中「農林中央金庫電子

決済等代行業者が」とあるのは「農林中央金庫電子決済等代行業者（第九十五条の五の

二第一項の登録を受けて農林中央金庫電子決済等代行業（同条第二項に規定する農林中

央金庫電子決済等代行業をいう。以下同じ。）を営む者をいう。以下同じ。）が」とす

る。 

５ この法律の施行の際現にその名称中に認定農林中央金庫電子決済等代行事業者協会又

は認定農林中央金庫電子決済等代行事業者協会の協会員であると誤認されるおそれのあ

る文字を使用している者については、新農林中央金庫法第九十五条の五の十第一項にお

いて準用する新銀行法第五十二条の六十一の二十一第二項及び第三項の規定は、施行日

から起算して六月間は、適用しない。 

 （株式会社商工組合中央金庫法の一部改正に伴う経過措置） 

第九条 この法律の施行の際現に商工組合中央金庫電子決済等代行業（第九条の規定によ

る改正後の株式会社商工組合中央金庫法（以下「新商工組合中央金庫法」という。）第

六十条の二第一項に規定する商工組合中央金庫電子決済等代行業をいう。以下同じ。）

を営んでいる者は、施行日から起算して六月間（当該期間内に新商工組合中央金庫法第

六十条の六第一項の規定による登録の拒否の処分があったとき、又は次項の規定により

読み替えて適用される新商工組合中央金庫法第六十条の十九第一項の規定により商工組

合中央金庫電子決済等代行業の全部の廃止を命ぜられたときは、当該処分のあった日又

は当該廃止を命ぜられた日までの間）は、新商工組合中央金庫法第六十条の三の規定に

かかわらず、当該商工組合中央金庫電子決済等代行業を営むことができる。その者がそ

の期間内に同条又は新銀行法第五十二条の六十一の二の登録の申請をした場合において、



その期間を経過したときは、その申請（その者がその期間内に新商工組合中央金庫法第

六十条の三及び新銀行法第五十二条の六十一の二の登録の申請をした場合にあっては、

新商工組合中央金庫法第六十条の三の申請）について登録又は登録の拒否の処分がある

までの間も、同様とする。 

２ 前項の規定により商工組合中央金庫電子決済等代行業を営むことができる場合におい

ては、その者を商工組合中央金庫電子決済等代行業者（新商工組合中央金庫法第六十条

の二第二項に規定する商工組合中央金庫電子決済等代行業者をいう。以下同じ。）とみ

なして、新商工組合中央金庫法（第六十条の十二及び第六十条の十三を除く。）の規定

を適用する。この場合において、新商工組合中央金庫法第六十条の十九第一項中「第六

十条の三の登録を取り消し」とあるのは、「商工組合中央金庫電子決済等代行業の全部

の廃止を命じ」とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

３ 前項の規定により読み替えて適用される新商工組合中央金庫法第六十条の十九第一項

の規定により商工組合中央金庫電子決済等代行業の全部の廃止を命ぜられた場合におけ

る新商工組合中央金庫法及び新銀行法の適用については、当該廃止を命ぜられた者を新

商工組合中央金庫法第六十条の十九第一項の規定により新商工組合中央金庫法第六十条

の三の登録を取り消された者と、当該廃止を命ぜられた日を当該登録の取消しの日とみ

なす。 

４ 施行日から附則第二条第四項に規定する政令で定める日までにおける新商工組合中央

金庫法第六十条の十二の規定の適用については、同条第一項中「は、第六十条の二第一

項各号」とあるのは「（第六十条の二第一項第一号」と、「）を」とあるのは「以下こ

の項において同じ。）を行うものに限る。以下この条及び次条において同じ。）は、同

号に掲げる行為を」と、「商工組合中央金庫電子決済等代行業に」とあるのは「商工組

合中央金庫電子決済等代行業（同号に掲げる行為を行うものに限る。以下この項及び次

項並びに次条第二項において同じ。）に」とする。 

５ この法律の施行の際現にその名称中に認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協

会又は認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会の会員であると誤認されるおそ

れのある文字を使用している者については、新商工組合中央金庫法第六十条の二十三第

二項及び第三項の規定は、施行日から起算して六月間は、適用しない。 

 （銀行等による方針の決定等） 

第十条 銀行等（銀行、農業協同組合法第十条第一項第三号の事業を行う農業協同組合及

び農業協同組合連合会、水産業協同組合法第十一条第一項第四号の事業を行う漁業協同

組合、同法第八十七条第一項第四号の事業を行う漁業協同組合連合会、同法第九十三条

第一項第二号の事業を行う水産加工業協同組合、同法第九十七条第一項第二号の事業を

行う水産加工業協同組合連合会、信用協同組合、中小企業等協同組合法第九条の九第一

項第一号の事業を行う協同組合連合会、信用金庫、信用金庫連合会、労働金庫、労働金

庫連合会、農林中央金庫並びに株式会社商工組合中央金庫をいう。以下同じ。）は、公



布の日から起算して九月を経過する日までに、主務省令で定めるところにより、電子決

済等代行業者等（電子決済等代行業者、新農業協同組合法第九十二条の五の三第一項に

規定する特定信用事業電子決済等代行業者、新水産業協同組合法第百二十一条の五の三

第一項に規定する特定信用事業電子決済等代行業者、信用協同組合電子決済等代行業者、

信用金庫電子決済等代行業者、労働金庫電子決済等代行業者、農林中央金庫電子決済等

代行業者及び商工組合中央金庫電子決済等代行業者をいう。以下同じ。）との連携及び

協働に係る方針を決定し、これを公表しなければならない。 

２ 前項に規定する主務省令は、次の各号に掲げる銀行等の区分に従い、当該各号に定め

る者の発する命令とする。 

 一 銀行 内閣総理大臣 

 二 農業協同組合法第十条第一項第三号の事業を行う農業協同組合及び農業協同組合連

合会 農林水産大臣及び内閣総理大臣 

 三 水産業協同組合法第十一条第一項第四号の事業を行う漁業協同組合、同法第八十七

条第一項第四号の事業を行う漁業協同組合連合会、同法第九十三条第一項第二号の事

業を行う水産加工業協同組合及び同法第九十七条第一項第二号の事業を行う水産加工

業協同組合連合会 農林水産大臣及び内閣総理大臣 

 四 信用協同組合及び中小企業等協同組合法第九条の九第一項第一号の事業を行う協同

組合連合会 内閣総理大臣 

 五 信用金庫及び信用金庫連合会 内閣総理大臣 

 六 労働金庫及び労働金庫連合会 内閣総理大臣及び厚生労働大臣 

 七 農林中央金庫 農林水産大臣及び内閣総理大臣 

 八 株式会社商工組合中央金庫 経済産業大臣、財務大臣及び内閣総理大臣 

 （銀行等の努力義務） 

第十一条 電子決済等代行業者等との間で新銀行法第五十二条の六十一の十第一項、新農

業協同組合法第九十二条の五の三第一項、新水産業協同組合法第百二十一条の五の三第

一項、新協同組合金融事業法第六条の五の三第一項、新協同組合金融事業法第六条の五

の五第一項、新信用金庫法第八十五条の五第一項、新信用金庫法第八十五条の七第一項、

新労働金庫法第八十九条の六第一項、新労働金庫法第八十九条の八第一項、新農林中央

金庫法第九十五条の五の三第一項、新農林中央金庫法第九十五条の五の五第一項又は新

商工組合中央金庫法第六十条の十二第一項の契約を締結しようとする銀行等は、附則第

二条第四項に規定する政令で定める日までに、当該電子決済等代行業者等が、その営む

電子決済等代行業等（電子決済等代行業、新農業協同組合法第九十二条の五の二第二項

に規定する特定信用事業電子決済等代行業、新水産業協同組合法第百二十一条の五の二

第二項に規定する特定信用事業電子決済等代行業、信用協同組合電子決済等代行業、信

用金庫電子決済等代行業、労働金庫電子決済等代行業、農林中央金庫電子決済等代行業

又は商工組合中央金庫電子決済等代行業をいう。以下同じ。）の利用者から当該利用者



に係る識別符号等を取得することなく当該銀行等に係る電子決済等代行業等を営むこと

ができるよう、体制の整備に努めなければならない。 

２ 前項に規定する「識別符号等」とは、銀行等が、電子情報処理組織を利用して行う役

務の提供に際し、その役務の提供を受ける者を他の者と区別して識別するために用いる

符号その他の情報をいう。 

 （無尽業法の一部改正） 

第十二条 無尽業法（昭和六年法律第四十二号）の一部を次のように改正する。 

  第三十五条の二の三第一項中「第七章の五」を「第七章の六」に、「第十三号」を

「第十九号」に改め、同条第二項中「第五十六条第十三号」を「第五十六条第十九号」

に改める。 

 （金融商品取引法の一部改正） 

第十三条 金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十五号）の一部を次のように改正する。 

  附則第三条の二中「第六条の五の二」を「第六条の五の十一」に改める。 

 （長期信用銀行法の一部改正） 

第十四条 長期信用銀行法（昭和二十七年法律第百八十七号）の一部を次のように改正す

る。 

  第十七条中「適用除外）」の下に「、第七章の五（電子決済等代行業）」を、「業務

規程）」の下に「、第五十三条第五項（届出事項）」を、「第五十六条第四号」の下に

「及び第十三号から第十八号まで」を加える。 

 （登録免許税法の一部改正） 

第十五条 登録免許税法（昭和四十二年法律第三十五号）の一部を次のように改正する。 

  別表第一第三十六号の次に次のように加える。 

三十六の二 電子決済等代行業者等の登録又は認定電子決済等代行事業者協会等

の認定 

 (一) 銀行法第五十二条の六十一の二（登録）の電子

決済等代行業者の登録 

登録件数 一件につき

九万円 

 (二) 信用金庫法第八十五条の四第一項（登録）の信

用金庫電子決済等代行業者の登録 

登録件数 一件につき

九万円 

 (三) 労働金庫法第八十九条の五第一項（登録）の労

働金庫電子決済等代行業者の登録 

登録件数 一件につき

九万円 

 (四) 協同組合による金融事業に関する法律第六条の

五の二第一項（信用協同組合電子決済等代行業の登

録）の信用協同組合電子決済等代行業者の登録 

登録件数 一件につき

九万円 

 (五) 銀行法第五十二条の六十一の十九（認定電子決

済等代行事業者協会の認定）の認定電子決済等代行

事業者協会の認定 

認定件数 一件につき

十五万円 

 (六) 信用金庫法第八十五条の九（認定信用金庫電子

決済等代行事業者協会の認定）の認定信用金庫電子

決済等代行事業者協会の認定 

認定件数 一件につき

十五万円 

 (七) 労働金庫法第八十九条の十（認定労働金庫電子 認定件数 一件につき



決済等代行事業者協会の認定）の認定労働金庫電子

決済等代行事業者協会の認定 

十五万円 

 (八) 協同組合による金融事業に関する法律第六条の

五の七（認定信用協同組合電子決済等代行事業者協

会の認定）の認定信用協同組合電子決済等代行事業

者協会の認定 

認定件数 一件につき

十五万円 

  別表第一第九十三号の次に次のように加える。 

九十三の二 農林中央金庫電子決済等代行業者等の登録又は認定農林中央金庫電

子決済等代行事業者協会等の認定 

 (一) 農林中央金庫法第九十五条の五の二第一項（登

録）の農林中央金庫電子決済等代行業者の登録 

登録件数 一件につき

九万円 

 (二) 農業協同組合法第九十二条の五の二第一項（登

録）の特定信用事業電子決済等代行業者の登録 

登録件数 一件につき

九万円 

 (三) 水産業協同組合法第百二十一条の五の二第一項

（登録）の特定信用事業電子決済等代行業者の登録 

登録件数 一件につき

九万円 

 (四) 農林中央金庫法第九十五条の五の七（認定農林

中央金庫電子決済等代行事業者協会の認定）の認定

農林中央金庫電子決済等代行事業者協会の認定 

認定件数 一件につき

十五万円 

 (五) 農業協同組合法第九十二条の五の六（認定特定

信用事業電子決済等代行事業者協会の認定）の認定

特定信用事業電子決済等代行事業者協会の認定 

認定件数 一件につき

十五万円 

 (六) 水産業協同組合法第百二十一条の五の六（認定

特定信用事業電子決済等代行事業者協会の認定）の

認定特定信用事業電子決済等代行事業者協会の認定 

認定件数 一件につき

十五万円 

  別表第一第九十六号の次に次のように加える。 

九十六の二 商工組合中央金庫電子決済等代行業者の登録又は認定商工組合中央

金庫電子決済等代行事業者協会の認定 

 (一) 株式会社商工組合中央金庫法（平成十九年法律

第七十四号）第六十条の三（登録）の商工組合中央

金庫電子決済等代行業者の登録 

登録件数 一件につき

九万円 

 (二) 株式会社商工組合中央金庫法第六十条の二十一

（認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会

の認定）の認定商工組合中央金庫電子決済等代行事

業者協会の認定 

認定件数 一件につき

十五万円 

 （住民基本台帳法の一部改正） 

第十六条 住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）の一部を次のように改正する。 

  別表第一の一の二の項中「又は同法」を「若しくは同法」に改め、「届出」の下に

「又は同法第五十二条の六十一の二の登録若しくは同法第五十二条の六十一の六第一項

の届出」を加え、同表の一の四の項中「又は同法」を「若しくは同法」に改め、「届

出」の下に「又は信用金庫法第八十五条の四第一項の登録若しくは同法第八十九条第七

項において準用する銀行法第五十二条の六十一の六第一項の届出」を加え、同表の一の

五の項中「又は同法」を「若しくは同法」に改め、「届出」の下に「又は労働金庫法第

八十九条の五第一項の登録若しくは同法第九十四条第五項において準用する銀行法第五

十二条の六十一の六第一項の届出」を加え、同表の一の六の項中「又は同法」を「若し



くは同法」に改め、「届出」の下に「又は協同組合による金融事業に関する法律第六条

の五の二第一項の登録若しくは同法第六条の五の十第一項において準用する銀行法第五

十二条の六十一の六第一項の届出」を加え、同表の一の七の項中「又は同法」を「若し

くは同法」に改め、「届出」の下に「又は農業協同組合法第九十二条の五の二第一項の

登録若しくは同法第九十二条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十

一の六第一項の届出」を加え、同表の一の八の項中「又は同法」を「若しくは同法」に

改め、「届出」の下に「又は水産業協同組合法第百二十一条の五の二第一項の登録若し

くは同法第百二十一条の五の九第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の六

第一項の届出」を加え、同表の一の九の項中「又は同法」を「若しくは同法」に改め、

「届出」の下に「又は農林中央金庫法第九十五条の五の二第一項の登録若しくは同法第

九十五条の五の十第一項において準用する銀行法第五十二条の六十一の六第一項の届

出」を加え、同項の次に次のように加える。 

一の十 金融庁若し

くは財務省又は経

済産業省 

株式会社商工組合中央金庫法（平成十九年法律第七十四

号）による同法第六十条の三の登録又は同法第六十条の七

第一項の届出に関する事務であつて総務省令で定めるもの 

 （農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法

律の一部改正） 

第十七条 農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関

する法律（平成八年法律第百十八号）の一部を次のように改正する。 

  附則第三十三条第一項中「第五項」を「第六項」に改める。 

 （資金決済に関する法律の一部改正） 

第十八条 資金決済に関する法律（平成二十一年法律第五十九号）の一部を次のように改

正する。 

  第百一条第一項中「第二条第十九項から第二十二項まで」を「第二条第二十二項から

第二十五項まで」に改める。 

 （金融庁設置法の一部改正） 

第十九条 金融庁設置法（平成十年法律第百三十号）の一部を次のように改正する。 

  第四条第一項第二号中「エ」を「ア」に改め、同項第三号中エをアとし、ホからコま

でをトからテまでとし、ニの次に次のように加える。 

   ホ 電子決済等代行業、信用金庫電子決済等代行業、労働金庫電子決済等代行業、

信用協同組合電子決済等代行業、農業協同組合法第九十二条の五の二第二項に規

定する特定信用事業電子決済等代行業、水産業協同組合法第百二十一条の五の二

第二項に規定する特定信用事業電子決済等代行業、農林中央金庫電子決済等代行

業又は商工組合中央金庫電子決済等代行業を営む者 

   ヘ 認定電子決済等代行事業者協会、認定信用金庫電子決済等代行事業者協会、認

定労働金庫電子決済等代行事業者協会、認定信用協同組合電子決済等代行事業者



協会、農業協同組合法第九十二条の五の七に規定する認定特定信用事業電子決済

等代行事業者協会、水産業協同組合法第百二十一条の五の七に規定する認定特定

信用事業電子決済等代行事業者協会、認定農林中央金庫電子決済等代行事業者協

会又は認定商工組合中央金庫電子決済等代行事業者協会 

 （その他の経過措置の政令への委任） 

第二十条 附則第二条から第九条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な

経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 （検討） 

第二十一条 政府は、この法律の施行後三年を目途として、この法律による改正後のそれ

ぞれの法律（以下この条及び次条において「改正後の各法律」という。）の施行の状況

等を勘案し、必要があると認めるときは、改正後の各法律の規定について検討を加え、

その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 （運用上の配慮） 

第二十二条 電子決済等代行業等に関する改正後の各法律の規定の運用に当たっては、官

民データ活用推進基本法（平成二十八年法律第百三号）の趣旨を尊重するよう努めなけ

ればならない。 



     理 由 

 情報通信技術の進展等の我が国の金融サービスをめぐる環境変化に対応し、金融機関と

金融関連ＩＴ企業等との適切な連携・協働を推進するとともに利用者保護を確保するため、

電子決済等代行業者に関する法制の整備等の措置を講ずる必要がある。これが、この法律

案を提出する理由である。 


